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評価の目的、

必要性 

・ 都市再生関連施策については、いわゆるサブプライムローン問題に端を発した信

用収縮の深刻化等の影響が依然として残っている。景況が未だ厳しい状況にあり、

公的支援のニーズが高まる中、その重要性が一層増しているところである。加えて、

都市再生特別措置法については、附則第２条において施行後１０年以内（平成２４

年５月３１日まで）に必要な見直しを行うこととされており、平成２３年度までに

は同法の改正を含めた適切な対応をとる必要がある。 

・ このため、これまでに実施してきた一連の都市再生関連施策について、平成２２

年度に評価をとりまとめる必要がある。 

対象政策 都市再生関連施策 

政策の目的 
急速な情報化、国際化、少子高齢化等の社会経済情勢の変化に対応した都市機能の

高度化及び都市の居住環境の向上を図り、もって社会経済構造の転換を円滑化し、国

民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与することを目的とする。 

評価の視点 

都市再生関連施策の２つの施策群に対応して、次の２つの視点から、都市再生関連

施策の効果を検証する。 

（政策評価の視点） 

① 民間の活力を中心とした都市再生 

  都市再生関連施策による効果的かつ効率的な都市再生の推進 

② 公共施設整備と民間活力の連携による全国都市再生 

  地域の特色に応じたまちづくりの推進 

具体的な検証項目としては、都市再生関連施策の「効率性・効果性」、「創造性・主

体性」、「多様性」、「運用性」の４項目である。 

（検証事項） 

① 効果的かつ効率的な都市再生が進められているか。（効率性・効果性、運用性）

② 地域の特色に応じたまちづくりが進められているか。（創造性・主体性、効率性・

効果性、多様性、運用性） 

評価手法 

都市再生関連施策の活用の実態及びその効果について、定量的、定性的に分析する。

具体的には、以下のような分析手法を用いて評価を行った。 

・ アンケート・ヒアリング調査を用いた分析 

事業者アンケート及びヒアリング調査、事業関係者ヒアリング調査、関係自治

体ヒアリング調査により、都市再生関連施策の有効性等を分析する。 

・ 都市再生緊急整備地域の基礎的な分析 

全国６５地域について、効果的、効率的に都市再生が進められているか等を都

市機能の高度化、公共空間の整備、街としての複合性・相乗効果などの観点から

評価を行った。 

・ 都市再生整備計画の基礎的な分析 

延べ実施地区 1,518 地区の都市再生整備計画を用いて、様々なまちづくりの課

題に対応した都市再生が進められているかどうか等を、計画の目標や事業のデー

タ等から整理・分析する。  

等 



評価結果 

○ 都市再生緊急整備地域における都市再生事業に係る都市再生関連施策について 

・ ①施策コストと効果の比較、②都市再生特別地区の活用状況、③経済波及効果

を踏まえると、民間の資金とノウハウを十分に活用するものとして、都市の再生

に寄与する効果があることがわかった。 

・ 事業者は、初期投資負担の軽減、収益機会の向上、事業の信頼性の向上、とい

った効果を認識。 

・ 一方で、現在の 65 の都市再生緊急整備地域において、都市再生関連施策の活 

用状況が異なっており、現在の都市再生関連施策が全ての地域において十分に機

能したとはいえない。 

・ 事業者は、いずれの都市再生関連施策に関しても、資料作成費用や手続きに要

する時間など手続き面のコストについて改善を望む声が多い。  

 

○ 都市再生整備計画区域における都市再生整備事業に係る都市再生関連施策につい

て 

・ ①施策コストと効果の比較、②経済波及効果を踏まえると、全国都市再生に寄

与する一定の効果があることがわかった。 

・ 一方で、大都市と比べて民間活力が相対的にぜい弱であることもわかった。 

・ 都市再生整備計画区域においては、地域の特色に応じて多様な目標を設定し、

様々なまちづくりの課題に対応した都市再生が、行政・住民や民間の連携・協働

の下、進められつつある。 

政策への反映

の方向 

① アジア諸都市の台頭により、我が国都市の相対的な地位の低下が懸念される中、

国の成長を牽引する大都市について、官民が連携して市街地の整備を推進し、海外

から企業・人等を呼び込むことにより、大都市の再生を図ることが喫緊の課題 

○ 国の成長を牽引する大都市の再生 

・ 都市開発事業の実施主体である民間事業者とこれを後押しする国・地方公共

団体とが連携して各種施策を集中的に実施する体制 

・ 都市開発事業に対する資金供給の円滑化のための金融環境の整備 

・ 旺盛な民間活力を活用するため、企業の財務状況等を踏まえた都市開発事業

の有効なインセンティブの付与 

・ 都市再生関連施策の手続の迅速化 

② 少子高齢化や人口減少の進展、国・地方を通じた財政状況の悪化といった状況の

中、都市の魅力を向上させていくためには、行政だけではなく、企業やＮＰＯ等の

民間主体のまちづくりへの積極的な参画を促し、官民連携によるまちづくりを推進

することを通じて、自発的・自立的に地域のポテンシャルを活性化させていくこと

が重要 

○ 都市の魅力の向上 

・ 市町村による個性あるまちづくり 
・ 立ち上がりが困難な都市開発事業への財政面・ノウハウ面などの支援 

○ 民間主体の参画によるまちづくりの推進 

・ 地域において様々な分野で活動するＮＰＯ等とも積極的に連携した、きめ細

やかな施策の展開 

・ 官民連携によるまちづくりを推進するための新たな枠組み 



第三者の知見

活用 

評価にあたり、国土交通省政策評価会から意見を聴取（議事録及び配布資料は国土

交通省ホームページに掲載）するとともに、国土交通省政策評価会委員である村木美

貴千葉大学大学院工学研究科建築・都市科学専攻准教授に個別にご指導いただいた。

実施時期 平成 22 年度 
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第１章 評価の目的、視点等 

 

 

1.1 政策レビューとは 

 

政策レビュー（総合評価方式）とは、国土交通省が行う政策評価の方式の一つである。「国

土交通省政策評価基本計画」に基づき実施するもので、実施中の施策等が目的に照らして所期

の効果を上げているかどうかを検証するとともに、結果と施策等の因果関係等について詳しく

分析し、課題とその改善方策等を発見するものである。 

政策レビューの実施テーマとしては、国土交通省の政策課題として重要なもの、国民からの

評価に対するニーズが特に高いもの、他の政策評価の実施結果等を踏まえ、より総合的な評価

を実施する必要があると考えられるもの、社会経済情勢の変化等に対応して、政策の見直しが

必要と考えられるもの等について選定し実施するものである。 

「都市再生の推進」については、平成 22 年度の政策レビュー実施テーマとして「国土交通省

事後評価実施計画」に位置づけられている。 
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1.2 政策レビューの目的・必要性 

 

我が国の社会・経済を魅力と活気にあふれ、国際競争力の高いものに変革していくためには、

我が国の活力の源泉である「都市」を再生し、情報化や国際化、少子高齢化等に対応した都市

機能の高度化、居住環境等の向上を図ることが必要である。 

このためには、都市における活動の大部分を担う民間の主導による優良な都市開発を促進す

るとともに、民間資金を都市に誘導することが不可欠である。 

こうした状況を踏まえ、都市再生の拠点となる地域に、資金やノウハウといった民間の力を

集中的、戦略的に振り向け、都市の再生を強力に推進することを目的として平成１４年に都市

再生特別措置法が制定され、都市開発事業に対する金融支援措置や都市計画に係る特例措置等

が創設された。 

これらの措置を含む都市再生関連施策については、いわゆるサブプライムローン問題に端を

発した信用収縮の深刻化等の影響が依然として残っており、景況が未だ厳しい状況にあり、公

的支援のニーズが高まる中、その重要性が一層増しているところである。加えて、都市再生特

別措置法については、附則第２条において施行後１０年以内（平成２４年５月３１日まで）に

必要な見直しを行うこととされており、平成２３年度までには同法の改正を含めた適切な対応

をとる必要がある。 

このため、これまでに実施してきた一連の都市再生関連施策について、平成２２年度に評価

をとりまとめる必要がある。 
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1.3 評価の対象・対象政策の目的 

 

本政策レビューの対象は、平成１４年度創設以来の都市再生関連施策（税制・金融・財政支援、

規制緩和。以下第１章及び第２章において同じ。）である。 

都市再生関連施策は、急速な情報化、国際化、少子高齢化等の社会経済情勢の変化に対応した

都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上を図り、もって社会経済構造の転換を円滑化し、

国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与することを目的に講じられてきた。 

本政策レビューでは、都市再生関連施策を、民間の活力を中心とした都市再生（いわゆる「大

都市型」）と公共施設整備と民間活力の連携による全国都市再生（いわゆる「全国型」）に大別

し、評価を実施する。 

 

 

1.4 評価の視点・手法 

 

（１）政策評価の視点 

都市再生関連施策の２つの施策群に対応して、次の２つの視点から都市再生関連施策の成果

を検証する。 

具体的な検証項目としては、都市再生関連施策の「効率性・効果性」、「創造性・主体性」、「多

様性」、「運用性」の４項目である。 

 

■図表1.4.1 政策評価の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評価の視点） 

○民間の活力を中心とした都市再生 

 ・都市再生関連施策による効果的かつ効率的な都市再生の推進 

○公共施設整備と民間活力の連携による全国都市再生 

・地域の特色に応じたまちづくりの推進 

（具体的な検証事項） 

① 都市再生関連施策により、効果的かつ効率的な都市再生が進められているか 

……「効率性・効果性」、「運用性」 

② 都市再生関連施策により、地域の特色に応じたまちづくりが進められているか 

……「創造性・主体性」、「効率性・効果性」、「多様性」、「運用性」 
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（２）政策評価の手法 

都市再生関連施策を活用し、都市再生が全国でどのように進められ、どのような成果をあげ

ることができたのかを、定量的、定性的に分析を行う。 

具体的には、図表1.4.2の政策評価の体系に沿い、各種情報収集・整理、都道府県等照会、

来訪者・住民アンケート調査、事業者、自治体、事業関係者ヒアリング調査等を活用し、評価

を実施した。 

都市再生緊急整備地域については、都市再生特別措置法に基づき、平成１４年７月の第一次

指定から平成１９年２月の第六次指定までに指定された６５地域（約６，６１２ha）について、

効果的、効率的に都市再生が進められているか等を、都市機能の高度化、公共空間の整備、街

としての複合性・相乗効果などの観点から評価を行った。 

また、都市再生整備計画区域については、例えば、延べ実施地区1,518地区の都市再生整備

計画を用いて、様々なまちづくりの課題に対応した都市再生が進められているかどうか等を、

計画の目標や事業のデータ等から整理・分析した。 

 

■図表1.4.2 政策評価の体系 

制度全体のアウトカム 個別施策のアウトカム 個別施策のアウトプット 個別施策のインプット

都市再生の推進

・都市機能の高度
化

・居住環境の向上

民間の活力を中心
とした都市再生
～都市再生関連施策に
よる集中的、効率的な
都市再生の推進～

■民間建設投資額
■生産誘発効果
■雇用誘発効果
■昼間人口の増加
■主要駅年間乗降客数

■エリア別ＧＤＰ
■外国人訪問者数
■施策に対する満足度

都市再生整備計画に位置
づけられた事業の推進

■交付地区数
■市町村負担を含めた全

体事業費

まちづくり交付金
■交付金額

都市再生促進税制
■財政支出額

まち再生促進税制
■財政支出額

都市再生事業に
対する金融支援
■財政支出額

都市再生整備事業に
対する金融支援
■財政支出額

都市再生事業の推進
■金融支援により整備さ
れた地区数

■税制特例措置により整

備された地区数
■供給された床面積
■財務状況の改善

都市再生整備事業の推進
■金融支援により整備さ
れた地区数

■税制特例措置により整

備された地区数
■供給された床面積
■財務状況の改善

都市再生特別地区
■特別地区数

土地の合理的かつ健全な
高度利用

■容積率割増の割合と増
加した床面積

公共施設整備と民間
活力の連携による
全国都市再生

～地域の特色に応じた
まちづくりの推進～

■目標達成度
■都市再生整備計画の
目標の多様さ

■住民等の発想・発意に
よる事業を有する地区数

■民間建設投資額
■生産誘発効果
■雇用誘発効果

■施策に対する満足度
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第２章 都市再生関連施策の紹介 

 

2.1 都市再生関連施策の全体像 

  

本章では、第３章で行う都市再生関連施策の評価の前提として、都市再生関連施策の紹介を

行う。 

戦後の我が国のまちづくりは、急速な経済成長と都市化の進展のなかで、道路、公園、下水

道等の都市基盤の整備水準を向上させるための施設整備に全力を傾注し、大きな成果をあげて

きた。現在、我が国の都市では、人口の８割が生活し、経済活動の大部分が営まれているなど、

都市の役割はますます重要になっている。しかし、まちなみや住宅、社会資本の質において、

いわゆる 20 世紀の「負の遺産」を多く抱えているため、人々の生活・活動・交流を支えるた

めには都市の再生が必要となっている。一方、従来の急速な都市化を前提としたまちづくりは

既に役割を終えており、これからの安定・成熟した都市型社会のなかでは、人々の価値観や生

活様式の多様化に対応した、本当の意味での快適さ、豊かさ、生きがいを感じられる、地域特

性を活かした個性あふれるまちづくりを進めていくことが求められている。 

このような都市再生に対する取り組みの重要性が高まるなか、都市の再生に関する施策を総

合的かつ強力に推進するため、平成 13 年５月、内閣総理大臣を本部長とする都市再生本部が

設置され、平成 14 年６月には民間事業者による都市再生を促進するため、時間と場所を限定

した措置を講じることを目的とした「都市再生特別措置法」が施行された。 

現在、同法に基づき閣議決定された「都市再生基本方針」の下、「民間の活力を中心とした

都市再生」と「公共施設整備と民間活力の連携による全国都市再生」が進められている。 

具体的には、都市の再生のためには、民間の力を引き出し、それを都市に振り向け、新たな

需要を喚起することが不可欠であるとの考え方の下、都市再生特別措置法第2条第3項の規定

に基づき、政令で定める都市再生緊急整備地域において活用できる施策として、国土交通大臣

認定を受けた都市開発事業に対して、金融支援である財団法人民間都市開発推進機構（以下「民

都」という。）からの無利子貸付・債務保証、都市再生ファンド投資法人（以下「都市再生フ

ァンド」という。）からの出資・社債等取得、税制特例措置の都市再生促進税制、規制緩和手

法である都市再生特別地区が存在する。これらの施策により、優良な都市開発事業の立ち上げ

を支援している。 

また、全国都市再生を推進するため、地方都市においては地域の実情を熟知した市町村が中

心となり、都市の再生に必要な事業を一体的に実施することが効果的である。このため、「全

国」を対象にして、地域住民の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図るため、平成

15年11月の都市再生本部において、「全国都市再生のための緊急措置～稚内から石垣まで～」

が本部決定され、市町村の創意工夫が活かせる新たな支援制度としてまちづくり交付金1が創

                            
1 平成22年度より社会資本整備総合交付金に統合され、社会資本整備総合交付金の基幹事業の一
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設された。同法第46条第1項の規定に基づき市町村が作成する都市再生整備計画の区域では、

まちづくり交付金のほか、税制特例措置であるまち再生促進税制、金融支援である民都のまち

再生出資がある。 

 

■図表2.1.1 評価対象施策の概要 

           都 市 再 生 本 部（本部長：内閣総理大臣） 

都市再生基本方針 

  

都市再生緊急整備地域(地域整備方針) 
(政令で指定：65地域 6,612ha) 

 都市再生特別地区 

 都市計画提案制度 

(既存の用途地域等に基づ
く規制を適用除外）   
(51地区) 

 都市再生事業に係
る認可等の特例 
(都市計画決定からすみや
かに事業のための事業認
可を決定) 

都市計画等の 
特例 

民間都市再生 

事業計画 

(38計画認定) 

大臣認定 

民間の活力を中心とした都市再生 

  

公共施設整備と民間の取組みとの 
連携による全国都市再生 

都市再生整備計画 

市町村決定：これまで893市町村、1,887地区で策定   

       現在、673市町村、1,084地区で実施中 

民間都市再生整備 

事業計画 

(25計画認定) 

 

都市再生制度に関する基本的な枠組み 

税 制 特 例 

金 融 支 援 

金 融 支 援 

大臣認定 

交付金によりまちづくりを財政的に支援 

   社会資本整備総合交付金を活用  

   平成２３年度予算案：１．８兆円 

平成23年３月１日現在 

 

                                                                                 

つである都市再生整備計画事業として位置付けられた。 
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2.2 都市再生緊急整備地域における施策 

 

都市再生緊急整備地域における施策には、金融支援である民都からの無利子貸付・債務保

証、都市再生ファンドからの出資・社債等取得、税制特例措置の都市再生促進税制、規制緩

和手法である都市再生特別地区が存在する。 

 

（１）民間都市再生事業計画の認定 

都市開発事業において、金融支援や税制特例措置を活用するためには、国土交通大臣によ

る民間都市再生事業計画の認定が必要である。事業計画が認定されるためには、下記の4つ

の基準に適合する必要がある。 

■図表2.2.1 事業計画認定の基準 

「民間都市再生事業計画の認定基準（都市再生特別措置法第21条）」 

① 当該都市再生事業が、都市再生緊急整備地域における市街地の整備を緊急に推進する上で

効果的であり、かつ、当該地域を含む都市の再生に著しく貢献するものであると認められ

ること 

② 建築物及びその敷地並びに公共施設の整備に関する計画が、地域整備方針に適合するもの

であること 

③ 工事着手の時期、事業施行期間及び用地取得計画が、当該都市再生事業を迅速かつ確実に

遂行するために適切なものであること 

④ 当該都市再生事業の施行に必要な経済的基礎及びこれを的確に遂行するために必要なそ

の他の能力が十分であること 

 

また、国土交通大臣は、計画の認定をしようとする際には、予め関係地方公共団体の意見や

当該都市再生事業の施行により整備される公共施設の管理者又は管理者となるべき者の意見

を聴かなければならないとされている。 
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（２）認定事業に対する金融支援 

               民間都市再生事業計画の認定を受けた後、金融支援を活用する場合には、民都又は都市再 

生ファンドに対して所定の手続を行う必要がある。民都の無利子貸付・債務保証、都市再生 

ファンドの出資・社債等取得を活用するためには下記の5つの要件を満たす必要がある。 

 

■図表2.2.2 金融支援を活用するための審査基準 

「民都の無利子貸付・債務保証、都市再生ファンドの出資・社債等取得を活用するための要件」

① 都市再生緊急整備地域内の事業であること 

② 民間事業者が行う都市開発事業であること 

（民間事業者が行う建築物等の整備に関する事業のうち、道路、公園、広場、緑地等の公

共の用に供する施設の整備を伴う事業であること） 

③ 事業の区域面積が1ha以上であること 

（ただし隣接又は近接して一体的に都市開発事業が施行され、これらの事業区域の面積の

合計が1ha以上になる場合は0.5ha以上となる） 

④ 事業計画について国土交通大臣の認定を受けた事業であること 

（都市再生の観点からみた事業の効果、地域整備方針への適合、事業の施行計画の妥当性、

事業者の事業遂行能力 等） 

⑤ 金融支援を行うものが、その実行について適当と判断した事業であること 

 

     また、各金融支援の活用条件は、下記のとおりである。 

 

 ■図表2.2.3 都市再生事業に対する金融支援の活用条件一覧 

① 無利子貸付  

貸付対象事業 
都市計画施設、再開発等促進区に定められた 2 号施設または港湾計画に定められた港

湾施設で、地方公共団体等の公共施設管理者に移管される施設を整備する事業 

貸付 

条件 

貸付限度額 
貸付対象事業費に貸付率（都市計画施設及び港湾施設は1/2、2号施設は1/3）を乗じ

た額 

償還期間 償還方法：20年以内（5年以内の据置期間を含む） 

償還方法 均等半年賦償還（繰上償還あり） 

② 債務保証 

保証の対象 
認定事業者の借入又は発行する社債に係る債務、認定事業者から認定建築物等を取得

する者が行う資金の借入又は発行する社債に係る債務 

貸付 

条件 

保証限度額 「総事業費の30％」又は「公共施設等の整備に要する額」の何れか少ない額 

保証期間 借入：借入から完済までの期間、社債：発行から償還までの期間 

保証料 
民都が事業リスク等の審査を行ったうえで、一般の金融情勢に応じ、金融機関の保証

料率等を勘案して事業毎に定める 
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③ 出資・社債等取得 

取得の対象 
認定事業者に対する出資又はその発行する社債の取得、認定事業者から認定建築物等

を取得する者に対する出資又はその発行する社債の取得 

貸付 

条件 

取得限度額 「総事業費の50％」又は「公共施設等の整備に要する額」の何れか少ない額 

取得期間 事業の開始から安定稼動までの期間 

その他条件 
その他の条件については、事業毎にその事業リスク等に応じて、都市再生ファンドと

事業者間で協議して定める 

 

■図表2.2.4 都市再生事業に対する金融支援の概要 

 

■図表2.2.5 民間都市再生事業に対する金融支援の事例 
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（３）認定事業に対する税制支援 

民間都市再生事業計画の認定を受けた後、税制特例措置を活用する場合には、各税務当局

に対して所定の手続を行う必要がある。各税制措置の支援対象及び内容は、下記のとおりで

ある。 

 

■図表2.2.6 認定事業に対する主な税制特例措置の支援内容一覧 

対象者 段階 税目 対象 減免内容 

都市再生促進税制 

事業者 

事業準備段階 不動産取得税 土地 課税標準1/5控除 

竣工後段階 

所得税・法人税 償却資産 5割増償却（5年間） 

登録免許税 建物 軽減税率0.4％→0.3％ 

不動産取得税 建物 課税標準1/5控除 

固定資産税 

都市計画税 
公共施設等 課税標準1/2控除（5年間） 

地権者 事業準備段階 所得税・法人税 土地・建物 100％課税繰延 等 

 

 

 

（４）都市計画等の特例 

        民間の資金やノウハウを活かした都市開発を誘導する観点から、既存の用途地域等の都市 

計画に基づく規制を適用除外とした上で、自由度の高い計画を定める都市再生特別地区、民 

間事業者等による都市計画の提案制度がある。さらに、都市再生事業を行うに当たっての時 

間リスクを軽減する観点から、確実に都市計画及び事業の施行に必要な認可等の手続きを一 

定期間内に実施するための特例が設けられている。 

① 都市再生特別地区 

都市再生特別地区とは、都市再生緊急整備地域のうち、都市の再生に貢献し、土地の 

合理的かつ健全な高度利用を図る特別の用途、容積、高さ、配列等の建築物の建築を誘 

導する必要があると認められる区域として都市計画に定められたものである。 

この都市再生特別地区においては、下記のように建築制限の緩和が可能となる。 
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■図表2.2.7 都市再生特別地区における建築制限の緩和事項 

建築制限の種類 都市再生特別地区における取り扱い 

用途規制 

（建築基準法第48条） 都市再生特別地区の都市計画で定める誘導すべ

き用途については適用除外 特別用途地区内の用途規制 

（建築基準法第49条） 

容積率制限（建築基準法第52条） 

 
都市再生特別地区の都市計画で定める数値を適

用（なお、建ぺい率については、用途地域の都

市計画で定める数値の緩和はできない） 
建ぺい率制限（建築基準法第53条） 

 

斜線制限（建築基準法第56条） 

 
適用除外 

（都市再生特別地区の都市計画で定める制限を

適用） 
高度地区内の高さ制限（建築基準法第58条） 

 

日影制限 

（建築基準法第56条の2） 

適用除外 

（ただし、日影規制の対象区域内に日影を生じ

させる建築物については適用） 

 

② 都市再生事業に係る都市計画の提案制度 

都市計画決定権者は、都市再生事業に係る都市計画の提案が行われた日から６ヶ月以 

内に、提案を踏まえた都市計画の決定等に関する処理を行わなくてはならない。 

 

③ 都市再生事業に係る認可等の特例 

都市再生事業を施行するために必要な市街地再開発事業の認可等について、認可等権 

者（地方公共団体等）は、速やかに（3ヶ月以内）、行わなければならない。 
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2.3 都市再生整備計画区域における施策 

 

都市再生整備計画の区域は、都市再生基本方針等に即して、都市の再生に必要な公共公益施

設の整備等に関する計画として市町村が定めることができる区域である。国は市町村が作成し

た都市再生整備計画が都市再生基本方針に適合している場合、交付金を年度ごとに地区単位で

一括交付する。都市再生整備計画の対象となる地域や都市の規模等について限定はなく、全国

の市町村で活用可能であり、特に民間活力が相対的に小さい地方の中小都市において有効に活

用されるものと期待されている。また、都市再生整備計画の区域内において実施される一定の

都市開発事業に対しては、国土交通大臣の認定を受けることを通じて民都の金融支援を受ける

ことができるとともに、税制特例措置を活用することができる。 

 

（１） まちづくり交付金 

① まちづくり交付金の概要 

まちづくり交付金は、都市再生整備計画に基づき市町村が公共公益施設の整備等を行う

際に、整備に必要な費用に対して交付金を交付する制度である。個別の事業に対する支援

制度ではなく、都市再生整備計画に対する支援制度であるため、都市再生整備計画に記載

された内容の範囲内であれば、柔軟な事業執行が可能とされている。まちづくり交付金の

特徴として①自主性・裁量性の向上、②使い勝手の向上、③ニューパブリックマネジメン

トの導入、④事業評価制度の導入、が挙げられる。なお、まちづくり交付金は、平成 22

年度より社会資本整備総合交付金に統合され、社会資本整備総合交付金の基幹事業の一つ

である都市再生整備計画事業として引き続き実施されている。 

■図表2.3.1 まちづくり交付金の全体像 
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■図表2.3.2 まちづくり交付金の特徴 

特徴 概要 

①自主性・裁量性

の向上 

• 都市再生整備計画に基づき、国から示すメニュー（基幹事業）だけでなく、市町村の提案

に基づく事業（提案事業）も対象に、年度ごとに交付金を地区単位で一括して交付する。

• まちづくり交付金では、事業ごとに国費率が設定されていないため、市町村は自由な予算

配分（都市再生整備計画に位置づけのある、どの事業にいくら国費を充当するか）が可

能となっており、市町村の自主性・裁量性に配慮している。 

②使い勝手の向

上 

• まちづくりに必要な各種事業として、ハード事業からソフト事業まで多彩な事業を活用す

ることができ、地域の実情に応じたまちづくりが可能である。 

• また、事業間の流用は自由であり、総額の国費が変わらない場合、変更交付申請手続きを

実質的に不要とするなど手続きを簡素化するとともに、交付金の要望や交付申請等の窓

口を一元化することにより、使い勝手の向上を図っている。 

③ニューパブリッ

クマネジメントの

導入 

• 都市再生整備計画に記載したまちづくりの目標・指標が交付期間中にどの程度達成されて

いるかを中心とした事後評価を実施し、公表することで、市町村のまちづくりに有効に

活用することが可能である。 

• 具体的には、対象地区のまちづくりの課題や将来ビジョンを踏まえて、まちづくりの目標

や数値目標を達成するために必要な事業を記載した都市再生整備計画の作成と客観的評

価基準に基づく事前評価を実施（Plan）し、成果を意識しながら事業を実施（Do）する。

交付終了年度に成果の達成度を評価（Check）するとともに、必要な改善点は速やかに改

善（Act）を図り、次のまちづくりに経験を活かしていく一連のサイクルである。 

 

 

② まちづくり交付金の交付までの流れ 

■ まちづくり交付金の対象 

まちづくり交付金の交付対象は、市町村とされている。まちづくり交付金を交付する

期間は、都市再生整備計画ごとにまちづくり交付金を受けて、交付対象事業が実施され

る年度から概ね 3～5 年とする。また都市再生整備計画に位置付けられたまちづくりに

必要な幅広い施設等を対象としており、具体的には下記の通りである。 

● 道路、公園、下水道、河川、多目的広場、修景施設、地域交流センター、土地区画 

整理事業、市街地再開発事業等 

● 高齢者向け優良賃貸住宅、特定優良賃貸住宅、公営住宅、住宅地区改良事業等 

● 市町村の提案に基づく事業（一定の範囲内） 

● 各種調査や社会実験等のソフト事業（一定の範囲内） 

 

交付対象事業を実施しようとする市町村は、都市再生基本方針等に基づき、次に掲げ

る事項を記載した都市再生整備計画を作成し、当該計画を国土交通大臣に提出しなけれ

ばならないとされている。 
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① 都市再生整備計画の区域 

② 都市再生整備計画の目標 

③ 都市再生整備計画の目標を達成するために必要な交付対象事業 

④ 計画期間 

⑤ 都市再生整備計画の対象となる地区の名称 

⑥ 都市再生整備計画の区域の面積 

⑦ 交付期間における各交付対象事業の概算事業費 

⑧ 関連事業（都市再生整備計画の目標の達成を図るため、交付対象事業に関連して実

施される交付対象事業以外の事業等をいう。） 

⑨ 交付期間 

⑩ 都市再生整備計画の対象となる地区における整備方針 

⑪ 都市再生整備計画の評価に関する事項 

⑫ その他必要な事項 

 

■ 交付金の額 

交付額は、都市再生整備計画に位置づけられた事業の実施に必要な事業の事業費に対

して、概ね４割を交付する。 

 

■ 中心市街地活性化等の国として特に推進すべき施策に関連する地区への支援の拡充 

国として特に推進すべき施策に関連した都市再生を促進する観点から、まちづくり交付

金において、中心市街地活性化基本計画や都市再生緊急整備地域、歴史まちづくり計画

等の国として特に推進すべき施策に関連する地区であって一定の要件を満たす場合には、

市町村が作成する都市再生整備計画に基づき実施する事業等に対する交付金の交付率の

上限を４５％（通常４０％）とする拡充措置が平成21年度より設けられている。 

 

 

③ 事後評価制度 

まちづくり交付金では、市町村が事前にまちづくりの目標、目標を定量化する指標とそ

の数値目標を設定し、事後評価において数値目標の達成状況等の確認と交付金事業の成果

を踏まえた今後のまちづくり方策を作成するなど、ニューパブリックマネジメントの考え

方に基づく評価手法を取り入れている。 

具体的には、対象地区のまちづくりの課題や将来ビジョンを踏まえて、まちづくりの目

標や数値目標を達成するために必要な事業を記載した都市再生整備計画の作成と客観的評

価基準に基づく事前評価を実施（Plan）し、成果を意識しながら事業を実施（Do）する。

交付終了年度に成果の達成度を評価（Check）するとともに、必要な改善点は速やかに改善

（Act）を図り、次のまちづくりに経験を活かしていく一連のサイクルである。 
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■図表2.3.3 まちづくり交付金におけるPDCAサイクル 

 

出典）国土交通省（2008）「まちづくり交付金制度の効果等の把握に関する検討調査」より転載 
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（２） 民間都市再生整備事業計画の認定 

都市開発事業において、金融支援や税制特例措置を活用するためには、国土交通大臣によ

る民間都市再生整備事業計画の認定が必要となる。事業計画が認定されるためには、下記の

4つの基準に適合する必要がある。 

■図表2.3.4 民間都市再生事業計画認定の基準 

「民間都市再生整備事業計画の認定基準（都市再生特別措置法第64条）」 

① 当該都市再生整備事業が、都市再生整備計画に記載された事業と一体的に施行されるこ

とによりその事業の効果を一層高めるものであり、かつ、当該都市再生整備計画の区域

を含む都市の再生に著しく貢献するものであると認められること 

② 整備事業区域が都市再生緊急整備地域内にあるときは、建築物及びその敷地並びに公共

施設の整備に関する計画が、地域整備方針に適合するものであること 

③ 工事着手の時期、事業施行期間及び用地取得計画が、当該都市再生整備事業を都市再生

整備計画に記載された事業と一体的かつ確実に遂行するために適切なものであること 

④ 当該都市再生整備事業の施行に必要な経済的基礎及びこれを的確に遂行するために必

要なその他の能力が十分であること 

 

また、国土交通大臣は、計画の認定をしようとする際には、予め関係市町村の意見や当該

都市再生事業の施行により整備される公共施設の管理者又は管理者となるべき者の意見を

聴かなければならないとされている。 

 

（３） 認定整備事業に対する金融支援 

民間都市再生整備事業計画の認定を受けた後、金融支援を活用する場合には、民都に対し

て申請を行う必要がある。民都のまち再生出資を活用するためには下記の 2 つの要件を満た

す必要がある。 

■図表2.3.5 金融支援を活用するための審査基準 

「民都のまち再生出資を活用するための要件」 

① 市町村が作成する都市再生整備計画の区域内であること 

② 事業の区域面積が0.5ha以上であること （ただし三大都市圏の既成市街地等の区域以

外や認定中心市街地活性化基本計画区域内における事業は0.2ha以上であること） 

  

また、金融支援の活用条件は、下記のとおりである。 
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■図表2.3.6 金融支援の活用条件一覧 

まち再生出資 

貸付 

条件 

事業採算性 
10 年以内に配当等を行うことが確実であると見込まれること、劣後債の取得について

は契約等で定める期間内に償還を行うことが確実であると見込まれること 

出資限度額 

「資本の額の50％」、「総事業費の50％」、「公共施設等整備費」のうち最も少ない額（な

お、認定中心市街地活性化基本計画内の面積要件を受ける場合には、「資本の額の50％

未満」、「総事業費の25％」となる。） 

出資種類 
個々の事業者の資金ニーズに応じた対応が可能であるが、単独最劣後の条件での支援

は出来ない。また、出資の出口については個別に協議する。 

 

 

■図表2.3.7 都市開発事業に対する金融支援の概要 

 

 

 

■図表2.3.8 都市開発事業に対する金融支援の事例 

    

 

 

 

（４） 認定整備事業に対する税制支援 

民間都市再生整備事業計画の認定を受けた後、税制特例措置を活用する場合には、各税務

当局に対して所定の手続を行う必要がある。各税制特例措置の支援対象及び内容は、下記の

とおりである。 
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■図表2.3.9 認定整備事業に対する特例措置の支援内容一覧 

対象者 段階 税目 対象 減免内容 

まち再生促進税制 

事業者 

事業準備段階 
登録免許税 土地 軽減税率1.0％→0.8％ 

不動産取得税 土地 課税標準1/5控除 

竣工後段階 

所得税・法人税 償却資産 5割増償却（5年間） 

登録免許税 建物 軽減税率0.4％→0.3％ 

不動産取得税 建物 課税標準1/5控除 

地権者 
事業準備段階 所得税・法人税 土地・建物 100％課税繰延等 

竣工後段階 不動産取得税 土地・建物 課税標準1/5控除 
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第 3 章 都市再生関連施策の評価 

3.1 実績データ及びそれに対する評価 ～ 集中的かつ効率的な都市再生が 

進められているか～ 

 

（１） 都市再生事業の推進 

都市再生事業を実施する場合、金融支援に拠出した金額分の機会費用である施策コス 

ト（支援額）や税制特例措置による減収などの施策コスト（減収額）が生じている。こ 

れらの施策コストに見合う効果があがっていることが望ましい。 

本節では、都市再生関連施策（金融支援・税制特例措置・都市再生特別地区。以下３．

１（１）（２）において同じ。）の実施（インプット）に係る施策コストを算定し、効果

と比較したい。 

 

① 都市再生関連施策の実施（インプット）に係る施策コスト 

・ 推計方法 

都市再生緊急整備地域における、都市再生関連施策について、施策コストを以 

下の方法で算定した。 

■図表 3.1.1 評価対象施策の概要 

施策 施策コストの考え方 施策コストの算定方法 

金融支援 金融支援に拠出した金額分の

機会費用（他施策への拠出がで

きないことを施策コストとと

らえる。） 

対象事業の金融支援額 

税制特例

措置 

税の減収 事業者からのヒアリングによる。 
 

規制緩和 容積率割増による就業者増に

伴うインフラ負荷の増大 
 
 

容積率割増分の床面積を、経済波及効果の推計に

用いた就業者１人あたり床面積（15 ㎡）で割り戻

して、就業者増加分を推計。 

推計結果 

・ 都市再生緊急整備地域において、金融支援による施策コスト（支援額）は 1064. 

億円、税制特例措置による施策コスト（減収額）は 187.7 億円と想定され、都市 

再生事業の実施に係る施策コストの８割は金融支援であった。 

また、規制緩和に関しては、ここでいう金銭的な施策コストは発生しないが、 

容積率の上乗せにより、インフラに対して就業者 15.2 万人分の負荷が追加的に

発生したと想定される。 
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■図表 3.1.2 都市再生関連施策の効果と施策コストの比較 

 
 

 

■図表 3.1.3 本来の課税額に対する税制特例による軽減率（民間都市再生事業計画） 

税目  対象物  特例の内容  本来の課税額 減税額 軽減率

法人税  償却資産 割増償却 50% 5 年間 ― 15,139 百万円    

登録免許税 建物 
0.3%（H18 年度以前の認定の場合、

0.15%） 
1,067 百万円  331 百万円  31% 

不動産取得税 土地 課税標準 1/5 控除 357 百万円   71 百万円  20% 

  建物 課税標準 1/5 控除 12,469 百万円  2,494 百万円  20% 

固定資産税 公共施設等 課税標準 1/2 5 年間 1,240 百万円  620 百万円  50% 

都市計画税 公共施設等 課税標準 1/2 5 年間 229 百万円   115 百万円  50% 

法人税以外 合計 15,362 百万円  3,631 百万円  24% 
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② 都市再生事業の発現 

金融支援措置の適用実績と税制特例措置の適用実績はそれぞれ下記のとおりであ 

る。 

1.2 兆円の建設投資が行われ、約 406 万㎡の床面積、187.7 億円の財務改善(減収 

額に相当)が確認された。 

 

＜都市再生関連施策の実施（インプット）に係る施策コストと効果について＞ 

都市再生関連施策の実施（インプット）に係る施策コストは推計結果のとおり金融支援

額（1064.1 億円）と減収額(187.7 億円)との合計値である 1251.8 億円と推計され、これら

施策コストによって発現された都市再生事業の建設投資額（1.2 兆円）と比較すると、施策

コストは総事業費のおよそ 10.4％であり、都市再生事業の実施は、効果的に進められたと

考えられる。 

 

イ 金融支援の適用を受けて整備された地区数 

金融支援には以下の支援を行っているが、金融支援の適用を受けて整備された地区 

数は延べ 16 地区（実質 38 地区中 14 地区措置済み。）であった。 

－民都による無利子貸付、債務保証 ８地区 

※ うち無利子貸付による整備地区は３地区、債務保証による整備地区は５地区 

－都市再生ファンドによる出資・社債等取得 ８地区 

※うち出資による整備地区は１地区であり、社債取得の適用と併用 

 

ロ 税制特例措置の適用を受けて整備された地区数 

         ３８地区中２１地区が税制特例措置の適用を受け、中でも不動産取得税に係る税制 

の適用実績が多く、課税繰延は適用実績がなかった。 
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（２）土地の合理的かつ健全な高度利用 （都市再生特別地区の活用状況） 

① 都市再生特別地区の活用実績 

「平成 20 年度都市再生緊急整備地域における事業投資効果等分析調査」（内閣府 

都市再生本部）の結果によると、都市再生緊急整備地域に指定された地域のうち、 

都市再生特別地区を活用したと回答したのは 19 地域中 41 地区であった。 

 

 

都市名 都市再生緊急整備地域名 地区数 

札幌市  札幌駅・大通駅周辺地域 2 

仙台市  仙台駅西・一番町地域 2 

東京都  東京駅・有楽町駅周辺地域 7 

 秋葉原・神田地域 2 

 新宿駅周辺地域 1 

 大崎駅周辺地域 3 

 渋谷駅周辺地域 1 

横浜市  横浜山内ふ頭地域 1 

岐阜市  岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域 1 

浜松市  浜松駅周辺地域 1 

名古屋市  名古屋駅周辺・伏見・栄地域 2 

大阪市  大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地域 11 

高槻市  阿倍野地域 1 

 高槻駅周辺地域 1 

神戸市  神戸三宮駅南地域 1 

広島市  広島駅周辺地域（広島駅南口地区） 1 

 広島駅周辺地域（若草町第一地区・第二地区） 1 

高松市  高松駅周辺・丸亀町地域 1 

北九州市  小倉駅周辺地域 1 

計 19 地域 41 地区 

 

 

 

② 都市再生特別地区において達成された公共貢献 

前述の調査結果によると、都市再生特別地区の活用によって達成された公共貢献 

の内容について把握したところ、達成された公共貢献の分野は都市機能（47 件）、公 

共空地（45 件）、インフラ（43 件）、その他（17 件）であった。 

■図表 3.1.4 都市再生特別地区を活用した地域一覧及び都市再生特別地区数(2009 年 1 月現在) 
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■図表 3.1.5 都市再生特別地区において達成された公共貢献の分野（複数回答） 

 

 

また、具体的に達成された貢献内容として、建物機能においては地域コミュニテ 

ィ施設、文化交流施設、子育て支援施設、商業・業務・住宅の整備、防災施設整備、 

福祉施設の整備といった公共・公益的な施設整備が多く挙げられていた。また、屋 

外空地においてもっとも多かったのが歩行者ネットワークの形成、また広場空間の 

整備や緑化も多く挙げられた。インフラにおいては、地下空間の整備、道路拡幅、 

都市計画道路や区画道路の整備が多く挙げられた。その他としては、景観への配慮 

や太陽光パネルの設置があった。 

 

■図表 3.1.6 都市再生特別地区により整備された公共貢献の内容のまとめ 

分野 具体事例 

建物機能 

地域コミュニティ施設、文化交流施設、子育て支援施設、商業・業務・

住宅の整備、防災施設の整備、福祉施設の整備、広場・歩行者空間、

屋上緑化 

インフラ 
地下空間の整備、道路拡幅、都市計画道路や区画道路の整備、タクシ

ーベイの設置、地域冷暖房施設の導入 

その他 景観への配慮、太陽光パネルの設置 
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2010 年 12 月末時点では、容積率制限の緩和に係る特例措置の適用を受けた地区

数は 51 に上り、51 地区中９割以上で 200％以上の容積率の緩和が適用され、104ha

の面積が生み出されている。 

■図表 3.1.7 容積率の最高限度と増加した床面積(2010 年 12 月末現在) 

  位置 
現行用途地域／ 

容積率 

容積率の 

最高限度 

床面積

（ha） 

進捗状況 

（未着工、工事

中、完成済） 

北３西４地区  
北海道札幌市北３条西４

丁目 

商業地域／ 

８００％ 
1000% 1.3 完成済 

北２西４地区 
北海道札幌市中央区北２

条西４丁目 

商業地域／ 

８００％ 

1500%

800%
1.5 未着工 

一番町三丁目南

地区 

宮城県仙台市青葉区一番

町二丁目及び三丁目 

商業地域／ 

６００％ 
1050% 0.6 完成済 

中央一丁目広瀬

通地区 

宮城県仙台市青葉区中央

一丁目地内 

商業地域／ 

６００％ 
1100% 0.5 完成済 

丸の内 1-1 地区 
東京都千代田区丸の内 1

丁目 

商業地域／ 

９００％ 
1300% 1.2 完成済 

大手町地区 

東京都千代田区大手町一

丁目及び大手町二丁目各

地内 

商業地域／ 

700％、1,300％ 

A:1590%

B,C:1470%
12.4 

完成済 

（A 地区） 

丸の内 2-1 地区 
東京都千代田区丸の内二

丁目地内 
商業地域／1,300％ 1530% 1.7 完成済 

大手町一丁目 6

地区 

東京都千代田区大手町一

丁目地内 

商業地域／ 

１,３００％ 
1600% 1.5 工事中 

日本橋室町東地

区 

東京都中央区日本橋室町

一丁目及び日本橋室町二

丁目各地内 

商業地域／ 

1,100％、600％ 
1300% 1.8 

B・D 街区：一部

完了 

A・C・E 街区：未

着手 

銀座四丁目６地

区 

東京都中央区銀座四丁目

地内 

商業地域／ 

800％、700％ 
1300% 0.9 工事中 

京橋二丁目１６

地区 

東京都中央区京橋二丁目

地内 

商業地域／ 

８００％、６００％
1230% 0.7 工事中 

大手町地区（Ｂ－

１街区） 

東京都千代田区大手町一

丁目地内 

商業地域／ 

１４７０％ 
1570% 1.9 工事中 

丸の内二丁目７

地区 

東京都千代田区丸の内二

丁目地内 

商業地域／ 

１３００％ 
1630% 1.7 工事中 

京橋二丁目３地

区 

東京都中央区京橋二丁目

地内 

商業地域／ 

８００％、７００％
1330% 1 未着工 

銀座四丁目１２

地区 

東京都中央区銀座四丁目

地内 

商業地域／ 

８００％、６００％
1220% 1 未着工 
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京橋三丁目１地

区 

東京都中央区京橋三丁目

地内 

商業地域／800%・

700% 
1290% 1.3 工事中 

淡路町二丁目西

部地区 

東京都千代田区神田淡路

町二丁目地内 

商業地域／ 

600％、500％ 

北:990%

南:550%
2.2 工事中 

神田駿河台三丁

目９地区 

東京都千代田区神田駿河

台三丁目地内 

商業地域／ 

５００％、６００％

710％

（A 地区

１１２０％）

（B 地区

５３０％）

2.2 

（A 地区

０．７） 

（B 地区

１．５） 

工事中 

神田駿河台四丁

目６地区 

東京都千代田区神田駿河

台四丁目地内 

商業地域／600%・

500% 
970% 1.3 工事中 

西新宿一丁目７

地区 

東京都新宿区西新宿一丁

目地内 

商業地域／ 

１,０００％ 
1,370% 0.9 完成済 

大崎駅西口Ｅ東

地区    

東京都品川区大崎二丁目

及び大崎三丁目地内 

準工業地域／  

３００％ 
750% 2.4 完成済 

大崎駅西口Ａ地

区    

東京都品川区大崎２丁目

地内 

準工業地域／ 

３００％ 
650% 1.8 完成済 

北品川五丁目第

１地区 

東京都品川区北品川五丁

目地内 

準工業地域／  

３００％ 

A1: 1100%

A2: 410%

B: 400%

C1: 710%

C2: 400%

D: 960%

E: 400%

3.6 未着工 

渋谷二丁目２１

地区 

東京都渋谷区渋谷二丁目

地内 

商業地域／ 

900％、800％ 
1400% 1.1 工事中 

山内ふ頭周辺地

区 

神奈川県横浜市神奈川区

橋本町２丁目１番１外 

工業専用地域／ 

２００％ 
400% 7.1 

完成済み 

（Ａ街区とＤ街

区の一部が未着

工） 

日ノ出町２丁目

地区 

岐阜県岐阜市日ノ出町 2

丁目 

商業地域/８００％

（高度利用地区内）
1000% 0.6 完成済 

鍛冶町地区 
静岡県浜松市中区鍛冶町

及び千歳町地内 

商業地域／ 

６００% 
900% 1.1 未着工 

浜松駅前旭・砂山

地区 

静岡県浜松市中区旭町及

び砂山町地内 
商業地域／６００%

1250%

600%

650%

1.6 工事中 

名駅四丁目７番

地区    

名古屋中村区名駅四丁目

地内 

商業地域／ 

１,０００％ 
1420% 1.8 完成済 

名駅四丁目 27 番

地区 

名古屋市中村区名駅四丁

目地内 

商業地域/ 

１,０００％ 
1350% 0.8 完成済 

ささしまライブ

24 地区 

名古屋市中村区平池町四

丁目地内 
商業地域／500% 790% 2.4 未着工 

名駅一丁目 1番

地区 

名古屋市西区名駅一丁目

及び中村区名駅一丁目地

内 

商業地域／ 

1,000％、800％ 

800%

1000%

1200%

2.9 未着工 

心斎橋筋一丁目

地区       

大阪府大阪市中央区心斎

橋筋一丁目地内 

商業地域／ 

１,０００％ 
1300% 0.5 完成済 

淀屋橋地区 

大阪府大阪市中央区北浜

四丁目及び今橋四丁目地

内 

商業地域/ 

１,０００％ 
1300% 0.8 完成済 
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角田町地区 
大阪府大阪市北区角田町

地内 

商業地域／ 

１,０００％ 
1800% 2.4 工事中 

梅田二丁目地区 
大阪府大阪市北区梅田二

丁目地内 

商業地域／ 

６００％、８００％
1500% 0.6 完成済 

大阪駅地区 

大阪府大阪市北区梅田三

丁目、大深町及び角田町

地内 

商業地域／ 

６００％ 

準工業地域／ 

２００％ 

800% 8 工事中 

西本町一丁目地

区 

大阪府大阪市西区西本町

一丁目地内 

商業地域／ 

８００％ 
1400% 0.7 工事中 

本町三丁目南地

区 

大阪府大阪市中央区本町

三丁目及び南本町三丁目

地内 

商業地域／ 

１,０００％ 
1300% 0.5 工事中 

小松原町地区 
大阪府大阪市北区小松原

町地内 

商業地域／ 

８００％ 
1600% 0.7 工事中 

大阪駅北地区 
大阪府大阪市北区大深町

地内 

商業地域／ 

８００％、６００％

1600%

1150%
5.5 工事中 

中之島四つ橋筋

地区 

大阪府大阪市北区中之島

二丁目及び三丁目地内 

商業地域／ 

１０００％ 
1600% 2.2 工事中 

大阪駅西地区 
大阪府大阪市北区梅田三

丁目地内 

商業地域／ 

1000％、800％ 
1500% 1.4 未着工 

阿倍野筋一丁目

地区 

大阪府大阪市阿倍野区阿

倍野筋一丁目地内 

商業地域／ 

８００％ 
1600% 2.3 工事中 

大学町地区 
大阪府高槻市大学町３４

４－３番地他 

第二種住居/ 

２００％ 

近隣商業地域/ 

３００％ 

400% 5.8 
一部建築物建替

完了済 

三宮駅前第 1地

区    

兵庫県神戸市中央区雲井

通７丁目 

商業地域／ 

８００％  
1600% 0.3 完成済 

若草町第一地区、

第二地区 

広島県広島市東区若草町

11、12、13、14 番の一部、

及び 23 番 

商業地域／400％
第一:600%

第二:400%
2.9 工事中 

広島駅南口Ｂブ

ロック 

広島県広島市南区松原町

地内及び猿猴橋町地内 

商業地域／   

９００％ 
1100% 1.4 未着工 

高松丸亀商店街A

街区周辺地区 

香川県高松市丸亀町、内

町、及び片原町地内 

商業地域/ 

５００％、５５０％

（高度利用地区内）

550% 1.5 完成済 

高松丸亀町商店

街Ｇ街区西及び

東 

高松市丸亀町、鍛冶屋町、

古馬場町、及び瓦町地内

商業地域／ 

６５０％、５５０％

（高度利用地区内）

460%

650%
1.2 未着工 

小倉駅南口東地

区 

福岡県北九州市小倉北区

京町三丁目地内 

商業地域／ 

５００％ 
900% 0.6 未着工 
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（３）民間の活力を中心とした都市再生の効果 

① 経済波及効果 

国土交通省において試算したところ、図表 3.1.2 のとおり、全国の都市再生緊急 

整備地域において、都市再生関連施策（金融支援、税制特例措置。以下３．１（３） 

において同じ。）に係る都市開発事業による建設投資額は約 1.2 兆円で、これに対 

し、建設波及効果総額（直接効果・一次波及効果・二次波及効果の合計）は約 3.0 

兆円、雇用誘発効果は約 19 万人、税収の増加分は約 3,200 億円と推計された。 

1.2 兆円の建設投資額によって、その約 2.5 倍の効果がもたらされており、さら 

に、先述した当該地域における施策コスト（支援額）1,251.8 億円（金融支援額 

1,064.1 億円、減収額 187.7 億円）と比較すると、実に約 24 倍もの建設波及効果が 

もたらされていると考えられる。 

そして、全国の都市再生緊急整備地域において、これらの都市開発事業も含めた 

全建設投資額は約 9兆円、これに対し、建設波及効果総額は約 24 兆円、雇用誘発 

効果は約 145 万人、税収の増加分は約 2.5 兆円と推計された。全建設投資額に対し、 

その約 2.7 倍の効果がもたらされていると考えられる。 

上記、建設波及効果総額約 24 兆円を、粗付加価値額ベースに換算すると約 11 兆 

円となる。これは、平成 20 年度におけるわが国の GDP 494 兆円（『国民経済計算確 

報』による）の 2.2%に相当する。（この建設波及効果は１年間で生じたものではな 

い点に留意する必要がある。） 
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② 消費波及効果 

消費波及効果の算定ベースとなる消費支出として、「対象施設に新たに立地した 

店舗における売上」に着目し、国土交通省において試算したところ（※）、対象施 

設に新たに立地した店舗による売上高は年間 4.9 兆円で、これに基づく生産誘発効 

果総額は 9.9 兆円、雇用誘発効果は 81.6 万人、税収の増加分は 1.5 兆円と推計さ 

れた。売上高に対し、約 2倍の生産誘発効果がもたらされていると考えられる。 

※ 都道府県・政令指定都市への照会に基づいて、全国の都市再生緊急整備地

域における全ての都市開発事業（都市再生関連施策の対象となっているか否

かは問わない）のうち、地域指定後に供用を開始したオフィス・住宅・商業

施設を対象に、対象施設内の店舗の年間売上高及びこれらに対する経済波及

効果について試算を行った。 
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消費波及効果の推計結果の詳細は次表のとおりである。 

 

■図表 3.1.8 消費波及効果（新規立地店舗の売上による）の推計結果 

 

  

出典）国土交通省資料 
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③ 主要駅年間乗降客数 

                          金融支援、税制支援及び規制緩和が活用され、整備が進み、供給される床面 

積が増加すれば、当該地区の駅利用者数も増加していくことが考え得る。そこ 

で各地区に存する主要な駅での年間利用者数を調査した。国土交通大臣の認定 

を受けた都市再生事業が行われた地域に限ってみると、１３地域中１２地域で 

増加している。 

■図表 3.1.10 都市再生緊急整備地域における主要駅年間利用者数 

都道 

府県 

都市再生緊急整備

地域 

主要駅年間乗車人員（千人） H19 まで

に整備

された

地区数 

H19 まで

に整備さ

れた延

床面積 

駅名 

指定時 現在 変化 

（Ｈ１４） （Ｈ１９） （％） 

埼玉 川口駅周辺地域 川口駅 27,220 29,256 7 1 146,528 

東京 

環状二号線新橋周

辺･赤坂･六本木地

域 

浜松町駅 76,921 79,118 3 
2 635,781 

新橋駅 148,358 158,120 7 

秋葉原・神田地域 

秋葉原駅 75,682 124,427 64 

1 161,483 お茶の水駅 51,102 47,721 ▲ 7 

神田駅 49,422 48,267 ▲ 2 

東京臨海地域 

月島駅 13,050 19,776 52 

3 347,016 
豊洲駅 9,340 25,070 168 

有明駅・国際展示場

駅 
3,961 9,596 142 

大崎駅周辺地域 
大崎駅 24,692 63,377 157 

1 152,013 
五反田駅 76,200 78,833 3 

神奈

川 
川崎駅周辺地域 

ＪＲ川崎駅 57,810 68,067 18 
1 250,344 

京急川崎駅 19,287 21,370 11 

愛知 

名古屋駅周辺・伏

見・栄地域 

名古屋駅 199,847 209,134 5 
1 193,874 

栄駅 37,893 38,435 1 

名古屋千種・鶴舞

地域 
鶴舞駅 7,336 7,820 7 1 43,605 

難波・湊町地域 
難波駅 10,339 9,964 ▲ 4 

1 63,139 
南海難波 52,476 47,798 ▲ 9 

堺臨海地域 周辺駅なし（アミューズメント事業） 1 40,642 

守口大日地域 大日駅／地下鉄 4,163 5,095 22 1 173,300 
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大日駅／モノレール 1,418 2,236 58 

神戸三宮駅南地域 

ＪＲ三宮駅 42,363 44,172 4 

1 39,102 阪急三宮駅 20,749 22,635 9 

阪神三宮駅 15,427 16,414 6 

福岡天神・渡辺通

地域 

天神駅 22,070 20,749

27 1 18,137 
天神南駅 

※七隈線

未開通 

4,192

渡辺通駅 7,150

薬院駅 2,464

出典）国土交通省調べ 

④ 外国人訪問率 

          訪日外客数は様々な要因により影響を受けているが、都市再生緊急整備地域へ 

の外国人訪問率の変化を調査したところ、増加しているか横ばいの地域が多いこ 

とが判った。また、訪問率が減少している地域についても、2009 年と 2010 年の 

訪日外客数を比較すると 29.2％増加していることを考慮すると、各地域への外客 

数はおおむね増加傾向にあると考えられる。 

■図表 3.1.11 都市再生緊急整備地域における外国人訪問率 

都道府県 都市再生緊急整備地域 
外国人訪問率 

2009 年 2010 年 

北海道 
札幌駅・大通駅周辺地域 

6.6 7.6 
札幌北四条東六丁目周辺地域 

宮城 
仙台駅西・一番町地域 

1.8 1.7 
仙台長町駅東地域 

埼玉 
さいたま新都心駅周辺地域 0.8 0.8 

川口駅周辺地域 0.7 0.6 

千葉 

千葉蘇我臨海地域 

2.4 2.1 千葉駅周辺地域 

千葉みなと駅西地域 

柏駅周辺地域 1.2 1.2 

東京都 

東京駅・有楽町駅周辺地域 56.1 67.8 

環状二号線新橋周辺･赤坂･六本木

地域 
21.5 20.4 

秋葉原・神田地域 20.2 21.6 

東京臨海地域 5.1 7.6 

新宿駅周辺地域 34.8 34.8 
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東京都 

環状四号線新宿富久沿道地域 
3.9 10.9 

大崎駅周辺地域 

渋谷駅周辺地域 20.3 23.3 

神奈川 

浜川崎駅周辺地域 

0.9 0.7 川崎殿町・大師河原地域 

川崎駅周辺地域 

横浜山内ふ頭地域 

8.3 7.6 

横浜駅周辺地域 

横浜みなとみらい地域 

戸塚駅周辺地域 

横浜上大岡駅西地域 

辻堂駅周辺地域 

1.5 1.4 相模原橋本駅周辺地域 

本厚木駅周辺地域 

岐阜 岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域 0.4 0.6 

静岡 
東静岡駅周辺地域 0.6 0.7 

浜松駅周辺地域 0.7 0.7 

愛知 

名古屋駅周辺・伏見・栄地域 

9.0 10.1 名古屋千種・鶴舞地域 

名古屋臨海高速鉄道駅周辺地域 

京都 

京都駅南地域 

20.2 23.6 京都南部油小路通沿道地域 

京都久世高田・向日寺戸地域 

長岡京駅周辺地域 0.2 0.1 

大阪 

大阪駅周辺･中之島･御堂筋周辺地

域 

23.5 25.4 難波・湊町地域 

阿倍野地域 

大阪コスモススクエア駅周辺地域 

堺鳳駅南地域 

0.1 堺東駅西地域 

堺臨海地域 

千里中央駅周辺地域 
0.7 0.3 

高槻駅周辺地域 
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大阪 

守口大日地域 

 
寝屋川萱島駅東地域 

寝屋川市駅東地域 

兵庫 

神戸ポートアイランド西地域 
6.5 6.7 

神戸三宮駅南地域 

尼崎臨海西地域 
0.8 0.6 

西日本旅客鉄道尼崎駅北地域 

岡山 岡山駅東・表町地域 0.6 0.5 

広島 
広島駅周辺地域 4.1 3.8 

福山駅南地域 0.2 0.3 

香川 高松駅周辺・丸亀町地域 0.2 0.2 

福岡 

小倉駅周辺地域 
0.8 0.8 

北九州黒崎駅南地域 

福岡香椎・臨海東地域 

7.9 8.5 博多駅周辺地域 

福岡天神・渡辺通地域 

沖縄 那覇旭橋駅東地域 2.2 2.2 

出典）JNTO 
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（４）都市再生緊急整備地域における状況 

上記（１）～（３）で述べてきたような状況の下、６５の緊急整備地域において、 

都市機能の増進、主な公共施設の整備状況について、地方自治体は以下のように把握 

している。 

■図表 3.1.12 都市再生緊急整備地域における状況 

都

市

名 

地域名 都市機能の増進状況 主な公共施設の整備状況 

北

海

道

札

幌

市 

札幌駅・

大通駅

周辺地

域 

・札幌駅周辺、特に北口周辺では、市の複合施

設（男女共同参画センター、環境プラザ等）が低

層部に入居した札幌エルプラザやオフィス棟と

高層の住宅棟から成る D'グランフォート札幌駅

前ステーションタワーなどが相次いで整備され

た。 

・札幌駅前通沿道では、道内最大級規模のオフ

ィスビル日本生命札幌ビルが整備され、商業棟

と地下歩行空間により札幌と大通を連携する拠

点となり、大通沿道では文化拠点として市民ホ

ールが整備された。 

・円滑な自動車交通に寄与する創成川通のアンダーパ

ス連続化事業にあわせ、上部の連続的な歩行空間にア

メニティ空間を創出する創成川親水空間整備が進捗中

である。 

・都市再生特別地区を利用した民間プロジェクトにおい

て、隣接する都市計画道路を廃止し、都市計画広場であ

る北３条広場の整備が計画されている。 

・都心部を繋ぎ、歩行者空間の充実や沿道施設との一

体的な活用を図る札幌駅前地下歩行空間の整備が進

捗中であり、整備に合わせたエネルギー供給のネットワ

ーク化も図られている。 

・市街地再開発事業の中で、市民交流複合施設としての

多目的ﾎｰﾙ等の整備が検討されている。 

札幌北

四条東

六丁目

周辺地

域 

 想定していた再開発事業が、 景気の低迷によ

り事業の採算性の確保に見通しが立たず、プロ

ジェクトの関係者間の調整が難航しているため

進展せず、いずれの機能も増進していない。 

いずれも未着手、未整備となっている。 

宮

城

県

仙

台

市 

仙台駅

西・一番

町地域 

・ 仙台駅西地区では、２つの再開発事業によ

り、大規模店舗・オフィスからなる「仙台マークワ

ン」、店舗・ホテルからなる「ソララプラザ」、オフ

ィス・住宅（182 戸）からなる「ソララガーデン （シ

ティタワー仙台花京院）」が整備された。その他

にも、オフィス・店舗からなる「東京建物仙台ビ

ル」が整備されるなど、商業・業務機能が増進

し、併せて居住機能も確保された。 

・ 一番町地区では、オフィスや店舗・アトリウ

ム・屋上広場等で構成される「仙台ファーストタ

ワー」が整備され、商業・交流機能が強化され

た。また、一番町二丁目四番地区において商

業・交流機能の強化及び居住機能の確保に向

けて再開発事業を推進中。 

・ 仙台駅北部東西自由通路の整備により、仙台駅を中

心とする東西の歩行者ネットワークが充実した。 

・ 愛宕上杉通の植栽整備や、一番町三丁目南地区での

歩道状空地やアトリウムの緑化等により、緑化空間が創

出された。 

・ 新たな軌道系交通機関として、地下鉄東西線の整備

が、H27 年を目途に進められている。 

仙台長

町駅東

地域 

・ H19 には北部約 40ha を対象として「街びらき」

を行い、H21 に商業施設「ヨークタウン あす と

長町店」がオープン。商業機能が一部増進した

が、現時点では土地区画整理事業が完成して

おらず、業務機能等他の機能の導入には至っ

ていない。 

・ 駅北地区で、H23 に商業施設「（仮称）ゼビオ

あすと長町店」、スポーツ施設「（仮称）SRG スポ

ーツパーク」、H24 にアリーナ施設「（仮称）ゼビ

オアリーナ」が立地予定であり、商業・文化機能

が導入される予定。 

・ 駅南地区では、都市型居住機能の導入に至

っていない。 

・ ＪＲ線高架化や長町駅の移設が完了し、駅西

側市街地との一体化に資する交通機能が充実

した。 

・ 駅西側市街地との一体化を図るためのＪＲ線高架化、

長町駅移設が完了している。 

・ シンボルロードである長町大通り線、長町八木山線が

完成しており、あすと長町環状線も整備中で、H24 には

完成予定となっている。 

・ 駅前広場は、東口が整備済、西口も整備中であり H22

中に完成予定となっている。 

・ 駅北地区の憩いやにぎわいを創出する広場として、杜

の広場が概成しており、H22 中に完成予定となってい

る。 
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埼

玉

県

さ

い

た

ま

市 

さいたま

新都心

駅周辺

地域 

・ 「クラリオン(株)本社事務所・技術センター」、

シネマコンプレックスを備えた大規模ショッピン 

グセンター「コクーン新都心」が整備され、業務

機能、商業・文化・アミューズメント機能が増進し

たが、国際交流機能の増進はみられない。 

・ 当該地域の隣接地では大規模マンションが

多数整備されたが、地区内では都市型居住機

能の導入が進んでいない。 

・ 開発事業と併せ、地区計画で定めた歩行者デッキの

整備が実施され、歩行者ネットワークの形成が進んでい

る。 

・ 平成２１年度には、「さいたまスーパーアリーナ」の屋

上面に、３００ＫＷの太陽光発電設備が新規に設置され

たほか、「さいたま新都心駅東西自由通路」の照明施設

は全面ＬＥＤ化されるなど、環境都市としての機能構築

が進められている。 

川

口

市 

川口駅

周辺地

域 

・ 駅周辺地区において、店舗・公共施設・住宅

の複合施設「キュポ・ラ」をはじめ、４つの事業が

実現し、活気と賑わいに資する商業・業務機

能、都市型居住機能等が充実・強化された。 

・ 並木元町地区の工場跡地の土地利用転換に

より、集合住宅・店舗・シネコン・スポーツ施設等

で構成される「リボンシティ」が誕生し、商業・都

市型居住・文化機能等が導入された。 

・ 歩行者デッキや公共駐車場がキュポ・ラとあ

わせて整備され、駅周辺地区の都市活動を支

える交通機能が充実・強化された。 

・ 各種道路はいずれも整備中となっており、H23 年に完

成予定となっている。 

・ 駅へのアクセス機能として、歩行者デッキや広場、公

共駐車場が整備済みとなっている。 

・ 駅に隣接して図書館や市民ホール等、市民活動・交

流施設が整備された。 

・ 並木元町地区では、土地利用転換にあわせ、約 1.1ha

の並木元町公園や区画道路が整備された。 

・ 駅から並木元町地区間の歩行者空間の充実・強化は

実施されていない。 

千

葉

県

千

葉

市 

千葉蘇

我臨海

地域 

・ 大規模ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ「アリオ蘇我」、「ホーム

ズ蘇我」、「GLOBO」、シネコンやｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 施

設、スーパー銭湯等を備えた「フェスティバルウ

ォーク蘇我」が整備され、商業・ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ機能

は増進したが、業務機能は増進しておらず、居

住機能においては未導入。 

・ 蘇我スポーツ公園内に、防災機能を備えたサ

ッカー専用スタジアム「フクダ電子アリーナ」、ス

ポーツ多目的広場「フクダ電子スクエア」が整備

され、スポーツレクリエーション機能・防災機能

がおおむね確保された。 

・ 都市計画道路川崎町南北線、川崎町東西線は、全線

整備が完了している。 

・ 総合スポーツ公園は、先行的にサッカースタジアムと

スポーツ多目的広場が整備されたが、 残りのエリアは

整備内容の見直し検討中（陸上競技場、フットサルコート 

→ 広場）。 

・ 親水性のある歩行者空間、緑地は整備中で、H26 の

完成予定となっている。 

・ 蘇我駅から地区内へのアクセス向上に資する蘇我駅

前線は整備済みで、無電柱整備を今後実施予定。 

千葉駅

周辺地

域 

・ 科学館・保健福祉センター・子育て支援館・こ

ども交流館・店舗による複合施設「Qiball（きぼー

る）」、434 戸の集合住宅「千葉セントラルタワ

ー」が整備され、商業・文化・交流・居住等の多

機能複合市街地を形成しつつある。 

・ 現時点では、千葉駅前大通沿道での商業、

業務機能の増進はみられないが、沿道の千葉

西銀座（1・2 街区）地区で事業実施の調整が進

められている。 

・ 千葉駅前の交通拠点機能は、施行中の再開

発事業により今後強化される予定。 

・ 施行中の千葉駅西口地区第二種市街地再開発事業

により、千葉駅西口交通広場が整備される予定。 

・ 都市計画道路千葉港黒砂台線は整備中で、H23 年度

の完成予定となっている。 

千葉み

なと駅

西地域 

・ 駅前に、店舗・事務所・賃貸住宅の複合施設

「シースケープ千葉みなと」や結婚式場「ベイサ

イドパーク迎賓館」が整備され、業務機能、商業

機能が増進したが、業務機能の集積やにぎわ

い創出までは至っていない。 

・ 海沿いにレストラン・居酒屋・事務所で構成さ

れる「ケーズリゾートビル」が整備され、海辺空

間との近接性を活かしたレクリエーション機能等

が一部増進した。 

・ 増進すべき都市機能ではないが、複数の集

合住宅と高齢者施設が整備された。 

・ 駅前広場及び都市計画道路中央港一号線等の道路

は整備済みとなっている。 

・ 道路整備が完了しており、駅から港への回遊性を高

める歩行者ネットワークも形成済みとなっている。 

・ 親水性のある歩行空間、緑地として、旅客船さん橋と

港湾環境緑地が整備中となっている。 

柏

市 

柏駅周

辺地域 

・ 190 戸の集合住宅「ザ・柏タワー」が整備さ

れ、居住機能は増進したが、広域的な商業機

能、業務・文化・交流・娯楽機能の導入は進ん

でいない。 

・ 柏駅東口歩行者専用嵩上式広場の耐震改

修、舗装改築、エレベーター設置がなされ、柏

駅への歩行者交通機能が強化された。 

・ 柏駅への交通アクセス機能を強化する末広

あけぼの線は、整備中となっている。 

・ 柏駅東口地区の都市計画道路は、一部区間の整備

が完了し、検討中の再開発事業に併せた一部区間の事

業化が進められている。 

・ 柏駅西口地区の都市計画道路は、一部区間の整備

が完了したが、未整備区間について事業化に向けた合

意形成が難航している。 

・ カーナビゲーションなどの携帯情報端末の普及によ

り、設置型の駐車場案内システムの必要性が薄れてお

り、未着手の状況。 
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東

京

都

  東京駅・

有楽町

駅周辺

地域 

新丸ビル、グラントーキョーノースタワー、丸の

内トラストタワーなど、東京駅直近ほかにおいて

大型のオフィスビルがあいついで着工・竣工し、

中枢業務拠点としての高次都市機能がさらなる

集積を見せている。また、都市開発を通じての

歴史的建造物の復元（日本工業倶楽部、三菱

一号館等）も進んでおり、商業・文化機能等の多

彩な機能の導入が進んでいる。 

教育・医療・情報機能に関しては、現在整備が

進行中の多数のプロジェクトにおいて、子育て

支援機能や国際医療サービス施設、学術・文化

の総合ミュージアム機能、国際観光情報施設の

整備が予定されており、集積が図られる見通し

となっている。 

丸の内側では、東京駅舎の保存・復原事業と交通広場

の再整備事業が一体的に進行しており、平成 24 年の完

成に向けて整備が進められている。八重洲口においても

交通広場の整備が進行している。有楽町駅周辺では、

有楽町駅前再開発（イトシア）にあわせて交通広場が整

備され、歩行者空間の快適性が向上した。 

環状二

号線新

橋周辺･

赤坂･六

本木地

域 

・緊急整備地域の指定前から整備が進められて

いた汐留地区、六本木六丁目地区（六本木ヒル

ズ）の開発が進行するとともに、六本木、赤坂、

虎ノ門といった地区において、さらなる大規模な

都市再開発が着工、竣工し、指定前とあわせて

良好な住環境とともに、業務、商業、文化、宿泊

機能等、多様な機能の導入、機能集積が急速

かつ大規模に進行した。また、国際的な金融機

関の一定の集積も見られる。 

・汐留地区において環状二号線の整備が進行している

ほか、公共的空地の確保・緑化や保水性舗装の整備等

については、個別プロジェクトでの誘導が進められてい

る。 

都市開発が実施された地区においては、サイン計画等

での多言語対応が進められている。 

・また、浜松町駅周辺、汐留駅周辺に広場の整備がなさ

れ交通結節機能の強化がはかられている。 

秋葉原・

神田地

域 

・ 秋葉原地域では、産学連携施設や文化施

設、業務施設等が複合した「秋葉原クロスフィー

ルド」等が整備され、IT 関連産業、商業・業務・

交流機能が強化された。また、交通広場や 歩

行者デッキ等が整備され、交通拠点機能も強化

された。 

・ 神田地域では、カンファレンスセンターやコミ

ュニティ施設、駅前立体都市広場、生活利便施

設を併設した集合住宅（314 戸）などが整備中で

あり、教育・文化・交流機能の充実と居住機能

の強化がなされる予定。 

・ ターミナル機能の充実や拠点性の向上に資する「つく

ばエクスプレス」が整備された。 

・ 秋葉原駅の交通結節機能として、２つの駅前広場や

都市計画道路、都市計画駐車場等が整備された。 

・ 秋葉原地域では、屋外貫通通路や歩行者デッキ等が

整備され、神田地域では、歩行者通路やブリッジ、地下

鉄出入口等が整備中であり、歩行者ネットワークが充

実・強化される。 

・ 神田地域では、2 つの地区で保水性舗装などのヒート

アイランド対策がとられている。 

東京臨

海地域 

[晴海、豊洲、有明北、有明南、台場、青海、東

雲]  

 ・ 「豊洲センタービルアネックス」（職）、「東雲

キャナルコートＣＯＤＡＮ」（住）、「シティタワーズ

豊洲」（住）、「芝浦工業大学豊洲キャンパス」

（学）、「アーバンドッグららぽーと豊洲」（職、住、

遊）、「大江戸温泉物語」（遊）などが整備され、

職・住・学・遊の多様な機能の複合市街地が形

成されつつある。 

[佃、月島、勝どき、豊海、湊、入船、新富、明石

町、築地] 

 ・ 2,794 戸からなる集合住宅「THE TOKYO 

TOWERS」や 712 戸からなる集合住宅「勝どきビ

ュータワー」などが整備され、良好な居住機能

が強化された。一方、業務・商業・文化・交流機

能は未整備となっている。 

・ 広域的な交通利便性を向上するための施設として、

放射第 34 号線や首都高速道路晴海線（東雲－豊洲

間）、ゆりかもめ（有明－豊洲間）などが整備され、環状 2

号線も現在整備が進められている。 

・ 新たな中央卸売市場は、H26 年度中の移転に向けて

整備促進が進められている。 

・ 防災機能の強化として、「東京臨海広域防災公園」が

整備された。 

・ 個別のプロジェクトの開発を通じて、水際の遊歩道や

歩道状空地等の確保、公共的空地の確保や保水性舗

装などを実施 

新宿駅

周辺地

域 

・新宿駅周辺における開発整備に伴い、一部で

歩行者デッキおよび地下歩行者空間が整備さ

れ、歩行者ネットワークが拡充されている。 

・新宿駅周辺における複合施設の整備により、

教育機能、ホール等の文化機能を含めた複合

的な都市機能が拡充されている。 

・地下鉄副都心線（都市高速鉄道 13 号線）の整備によ

り、東京西北部および池袋、渋谷の両副都心との連絡

が強化され、広域的な交通利便性が向上している。 

・歩行者ネットワークについては再開発事業、都市再生

特別地区の活用を中心に、新宿駅周辺における歩行者

交通機能の改善・強化されている。西新宿の業務地域

に近接する密集市街地においては、防災機能の向上と

居住機能をはじめとする複合市街地整備の誘導が進み

つつある。 
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環状四

号線新

宿富久

沿道地

域 

・ 現時点ではいずれも未整備の状況だが、今

後、西富久地区の再開発事業により、居住機能

と商業機能の導入と、環状四号線の一部整備

が行われる予定。 

・ 今後、西富久地区の再開発事業により、環状四号線

の一部が整備がされる予定。 

・ 具体のプロジェクトが実現しておらず、ヒートアイランド

現象を緩和する取り組みは実施されていない。 

大崎駅

周辺地

域 

・ オフィス・店舗・交流施設等が複合する

「THINK PARK」、1084 戸の集合住宅・生活利便

施設等が複合する「大崎ウエストシティタワー

ズ」、オフィス・店舗・583 戸の集合住宅等が複

合す る「アートビレッジ大崎」、オフィス・754 戸

の集合住宅・店舗が複合する「東京サザンガー

デン」などが整備され、業務・商業・文化・交流・

居住などの複合機能が増進した。また、工事

中、今後着工予定の事業により、さらに複合機

能が増進される見込み。 

・ 大崎駅西口駅前広場などが整備され、交通

拠点機能が強化された。 

・ 臨海副都心線が整備され、拠点性の向上とターミナル

機能が充実した。 

・ 交通結節機能を高める大崎駅西口駅前広場や回遊

性を高める歩行者専用道路が整備され、駅前広場機能

や歩行者ネットワーク機能が充実・強化された。 

・ 複数の都市開発事業により、地域内道路網が整備さ

れた。 

・ 各都市開発事業により、まとまった公共的空地の確

保・緑化や風の道の確保、保水性舗装などが実施され、

ヒートアイランド現象の緩和に寄与。 

渋谷駅

周辺地

域 

・プラネタリウム、図書館、ホール、保育園、等

による文化・交流複合施設「渋谷区文化総合セ

ンター大和田」が整備されるとともに、都市再生

特別地区による「渋谷二丁目 21 地区（渋谷ヒカ

リエ）」が平成 24 年春に開業予定であり、約

2,000 席のミュージカル劇場をはじめとした先端

的で魅力ある商業・業務・文化・交流機能等が

集積しつつある。 

・今後も、渋谷駅の土地区画整理事業や、都市

再生特別地区、市街地再開発事業等による駅

周辺開発が複数予定されており、これらの連携

による、交通結節機能の強化が期待できる。 

・地下鉄副都心線（13 号線）が平成 20 年に開業した。ま

た、平成 24 年度の東急東横線との相互直化・地下化に

向けて整備が進捗している。  

・渋谷駅街区土地区画整理事業（事業施行認可済）や都

市再生特別地区の活用を中心とした駅及び駅周辺開発

により、銀座線等を含む駅施設の大規模改良のほか、

地形的特性に対応した立体的な歩行者ﾈｯﾄﾜｰｸの整

備、駅前広場や国道 246 号線等を活用した地下広場の

整備、駅東西を結ぶ自由通路の整備など、駅改良と周

辺開発が連携した整備が予定されている。 

神

奈

川

県

横

浜

市 

横浜山

内ふ頭

地域 

・ 山内ふ頭周辺地区の完成により、スーパーマ

ーケット「プラザ栄光生鮮館」、結婚式場「コット

ンハーバークラブ」、集合住宅 「コットンハーバ

ータワーズ（926 戸）」、「マリナゲートタワー（250

戸）」、「ＹＭＣＡ東かながわ保育園」が整備さ

れ、商業・居住機能による複合市街地が形成し

ている。 

・ 温浴施設「インスパ横浜」が H19 に整備され

たが、H22.9 に閉店。また、業務機能は未整備と

なっている。 

・ 山内ふ頭地域へのアクセスを向上させるため、臨港

幹線道路の一部が整備された。 

・ 海への眺望が開けたプロムナードや区画道路が整備

され、安全で快適な歩行者ネットワークが形成された。 

・ 公園や街区内広場、緑地等が整備され、緑のネットワ

ークが形成された。 

横浜駅

周辺地

域 

・駅直近部においては、インセンティブの必要性

や交通基盤の脆弱性、都市基盤施設の輻輳な

ど機能更新が難しい状況であるが、平成２１年

に策定された「エキサイトよこはま２２」の実現に

向け、平成２２年には計画推進組織が立ち上が

り、行政と民間事業者で協働した取組みによる

機能更新に向けた取組みが始まったところであ

る。 

・高島地区では開発により良好な都市型住宅が

整備され、開発とあわせた万里歩道橋整備によ

り歩行者交通機能の改善・強化がなされた。 

・横浜駅整備事業において、みなとみらい 21 線を整備

し、きた通路、みなみ通路の東西自由通路の開通や、万

里歩道橋、ポートサイド人道橋のデッキが整備された。 

・今後の開発により、駅直近部の歩行者ネットワークの

整備や自由通路出入口部の広場空間の整備等、民間

開発との協働による整備の推進予定。 

・道路沿いや河川沿いの民間開発事業化とあわせた親

水空間整備、地区内ネットワークの円滑化が検討されて

いる。 

横浜み

なとみら

い地域 

・ここ数年において、日産やゼロックスなど、企

業の自社ビルの他、テナントオフィスビルの計

画・建設が進んでおり、業務機能の集積は高

い。 

・文化・芸術としてエンタテイメント産業の誘致を

進めており、マリノスタウンやアンパンマンミュー

ジアムなどの施設が整備された。 

・大規模なタワーマンションの建設など住宅の開

発は進んでいるが、生活利便施設の整備に課

題が残る 

・民間開発事業に伴い街区内に整備される歩行者空間

や広場、緑地等は開発済みの街区においては整備され

ているが、未開発街区については未整備。 

・みなとみらい駅周辺（グランモール公園内）に自転車駐

車場が整備済み。 

・都市基盤については、長期に渡った道路施設整備も平

成 20 年までに整備完了し、公園についてもほぼ整備さ

れ、平成 23 年までにすべての計画公園が整備完了す

る。 

・また中央地区においては、共同溝が整備され、地区の

ライフラインをネットワーク化している。 
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戸塚駅

周辺地

域 

・ 周辺の生産・研究機能とも連携した業務機能

は未整備の状況にある。 

・ 再開発事業により、商業施設「トツカーナ」が

整備され、商業機能が増進した。 

・ 同再開発事業により、「区民文化ホール」が

H25 年 3 月に整備される予定であり、文化機能

が増進される見込み。 

・ 多様な世代の住む都市型居住機能は未整備

の状況にある。 

・ 戸塚駅周辺の市街地を一体化する都市計画道路柏

尾戸塚線は、区画整理事業により整備中で、H26 年に完

成予定となっている。 

・ 駅周辺の市街地の一体化、商業地のにぎわいの連続

等に資する歩行者ネットワークとして、再開発事業により

中央プロムナードや歩行者デッキなどが整備された。 

横浜上

大岡駅

西地域 

・ 上大岡Ｂ地区、上大岡Ｃ南地区の２つの再開

発事業により、商業・業務・保育園等の生活サ

ービス施設からなる「カミオ」、商業・映画館・フィ

ットネスからなる「ミオカ」、307 戸の集合住宅「横

浜ヘリオスタワー」、346 戸の集合住宅「上大岡

タワーザレジデンス」が整備され、業務・商業機

能の強化と、都心との近接性を活かした居住機

能や生活支援機能の充実が図られた。 

・ 上大岡Ｂ地区、上大岡Ｃ南地区の２つの再開発事業

により、都市計画道路横浜鎌倉線の拡幅およびペデスト

リアンデッキの整備、並びに広場等のオープンスペース

の充実が図られた。 

川

崎

市 

川崎殿

町・大師

河原地

域 

・ 多摩川に面して２棟の集合住宅「ミラリオ大師

河原 (240 戸)」、「リヴィエマーレ(207 戸)」が整

備され、良好な環境を備えた居住機能が強化さ

れた。また、「川崎大師祈祷殿」、「特別養護老

人ホーム ゆとりあ」及び商業施設として「島忠

ホームセンター川崎大師店」が整備されている。

・ 配送センター「ヨドバシカメラアッセンブリーセ

ンター」が整備され、物流機能が増進した。 

・ H23 年 3 月には(財)実験動物中央研究所の

新研究施設が整備される予定となっており、先

端産業等の研究・生産機能も増進する見込み。

・ 高速川崎縦貫線（大師ジャンクション）が整備され、広

域交通アクセスが向上した。 

・ スーパー堤防は、大師河原一・二丁目地区は整備済

で、殿町第一地区も整備中。また、大師河原一丁目地区

に河川防災ステーションが整備された。 

・ 大師河原地区では、歩行者ネットワークの整備も完

了。殿町三丁目地区では、H22.3、都市再生機構による

土地区画整理事業が施行され、H22.10 に地区内幹線道

路の整備に着手した。 

浜川崎

駅周辺

地域 

・ 南渡田地区では、民間サイエンスパーク「ＴＨＩ

ＮＫ」が整備され、研究開発拠点の形成、国際

交流機能の増進が進んだが、循環型社会実現

のための産業・業務・情報機能や海外からの研

修生等を受け入れる教育・宿泊機能は未整備

の状況にある。 

・ 小田栄地区では、２つの高齢者施設（特別養

護老人ホーム「ビオラ川崎」、介護老人保健施

設「葵の園川崎」）と２棟の集合住宅（「アイラン

ドブリーズ（533 戸）」、 「アイランドグレース（539

戸）」）が整備され、良好な居住機能を中心とし

た複合市街地が形成された。 

・ 南渡田地区では、川崎駅扇町線が拡幅整備中である

が、土地所有者の土地利用転換意向がなく、その他の

公共施設は整備が進まない状況。 

・ 小田栄地区では、民間開発事業を主体とした土地利

用転換と交通基盤整備が並行して進められ、概ね完了

している。 

川崎駅

周辺地

域 

・ 店舗・ホールを備えた「ラゾーナ川崎プラザ」、

事務所・ホール・店舗を備えた「ミューザ川崎」、

シネコンや店舗を備えた「ＤＩＣＥ」が整備され、

商業・業務機能の高度化と文化・アミューズメン

ト機能の集積が進んだ。あわせて 407 戸の集合

住宅「ラゾーナ川崎レジデンス」、395 戸の集合

住宅「ブリリアタワー川崎」が整備され、都市型

居住機能も増進した。 

・ 上記施設整備に合わせて、都市計画道路川

崎駅西口線、川崎駅西口第１駅前広場、大宮中

幸町線の整備、幸区・中原区方面のバス路線

の川崎駅東口からの移転が行われるとともに、

川崎駅東口駅前広場整備及び、川崎駅東西連

絡歩道橋等のバリアフリー化が進められてお

り、交通結節機能の改善・強化が図られてい

る。 

・ 駅周辺の円滑な交通処理に資する都市計画道路幸

町通線が整備済み。 

・ 西口地区の土地利用転換を支える道路として、都市

計画道路川崎駅西口線、大宮中幸町線、川崎町田線等

の整備が完了している。 

・ 川崎駅西口第１駅前広場が整備され、西口駅前広場

が拡充された。 

・ 駅東西の回遊性向上を図るため、川崎駅東西連絡歩

道橋や川崎駅東扇島線地上部（東口駅前広場）のバリ

アフリー化が進められている。 



39 
 

藤

沢

市 

辻堂駅

周辺地

域 

・ 駅北口地区では、複数の企業の研究開発施

設やテクニカルセンター、事務所が整備され、既

存の生産施設と連携した研究開発機能、業務

機能が増進した。また。医療機能や商業機能、

都市型住宅機能なども、進出事業者が決定して

おり、順次事業着手されている。 

・ 駅南口地区では、既存商業機能の強化を図

るべく、駅南北自由通路（デッキ）と連続した南

口デッキの整備工事に着手した。 

・ 駅北口広場の拡充、再整備が完了している。 

・ 駅北側と国道 1 号を南北に結ぶ道路（辻堂駅北口大

通り線）及び藤沢羽鳥線を西伸する道路（辻堂神台東西

線）は整備済みとなっている。 

・ 駅南北間を結ぶデッキは整備中であり、H23 には歩行

者ネットワークが構築される予定。 

・ 防災機能の強化に資する公園として約 1ha の「神台公

園」が整備中で、H23 年に完成予定となっている。 

相

模

原

市 

相模原

橋本駅

周辺地

域 

・ 橋本地区では、敷地の共同化により、228 戸

からなる集合住宅「ザ・ハシモト タワー」と 107

戸からなる集合住宅「プラウド橋本」が整備さ

れ、居住機能が拡充・強化された。 

・ 大山町地区では、民間提案による再開発等

促進区を定める地区計画により、土地利用転換

がなされ、イトーヨーカ堂を核店舗に 136 専門店

からなる商業施設「アリオ橋本」、705戸からなる

集合住宅「ミッドオアシスタワーズ」が整備される

など、商業・居住・周辺都市と連携を視野に入れ

た交流等の都市機能の拡充・強化が進んでい

る。 

・ ３つの公園（小山公園、大山町ゆうひ公園、大山町あ

さひ公園）が整備済となっている。 

・ 橋本地区では、橋本新町通り線が整備済みで橋本駅

北口線の拡幅整備も事業中である。 

・ 国道１６号線から大山町地区へアクセスする道路は、

拡幅整備に向けて調整中である。 

・ 地域内の歩行者ネットワークは検討中で、公園へアク

セスする歩行者動線は整備が完了している。 

厚

木

市 

本厚木

駅周辺

地域 

・ 中町第２－２地区、本厚木駅南口地区の２つ

の事業化が検討されていたが、経済情勢悪化

等の影響により事業化ができず、現在も事業計

画を見直しているところである。そのため、これ

らの事業実施により増進される都市機能は、現

在未達成の状況となっている。 

・ 公共施設については、開発事業の実施に伴い整備を

行う予定とされており、これら事業の実施がされていない

現状では、多くが未達成となっている。 

岐

阜

県

岐

阜

市 

岐阜駅

北・柳ヶ

瀬通周

辺地域 

・ 岐阜駅北地域では、「岐阜ｼﾃｨ・ﾀﾜｰ 43」内の

商業施設、事務所・店舗・医療施設からなる「大

岐阜ビル」が整備され、商業・業務機能が強化

された。また、「岐阜ｼﾃｨ・ﾀﾜｰ 43」内に 108 戸の 

高齢者賃貸住宅と 243 戸の分譲住宅が整備さ

れ、都市居住機能が増進した。なお、卸売り商

業機能は、工事中や計画中の再開発の実現に

より、今後再編が進む見込み。 

・ 柳ヶ瀬通り周辺地域では、実施済みの「岐阜

高島屋」の増床や今後着工予定の再開発の実

現により、商業機能が強化される見込み。 

・ 岐阜駅北口駅前広場が整備され、交通結節

機能が強化された。 

・ 水と緑が豊富な里山広場を備え、バスターミナルの集

約化を図る駅前広場が整備された。 

・ 駅周辺におけるペデストリアンデッキは、駅前広場内

は整備済みで、その他部分が整備中となっている。 

静

岡

県

静

岡

市 

東静岡

駅周辺

地域 

・ 市庁舎等行政機能は未整備の状況。 

・ 情報・文化・芸術機能の集積については、指

定前の H11 年に静岡県コンベンションアーツセ

ンター「グランシップ」が建設されたが、それ以降

の集積はない。 

・ 単独利用の事務所や店舗、マンションなどの

立地がみられ、商業・業務・居住機能が一部増

進した。 

・ 新市建設計画における東静岡地区の新庁舎建設事

業は廃止となり、新たな土地利用として多目的アリーナ

をはじめとした公共施設の立地を検討している。（平成２

１年３月） 

・ 東静岡南北幹線については、平成 20 年 2 月より JR

の線路を跨ぐ東静岡南北幹線跨線橋の工事に着手、平

成 24 年度完成、供用開始の予定。 

・ 東静岡中央線については、歩道の一部を除き平成 18

年度に全線開通した。残りの歩道整備については、周辺

街区の整備に併せ整備中。 

浜

松

市 

浜松駅

周辺地

域 

・ 駅前広場に隣接して、店舗・ホール・事務所

からなる新商業ビル、既存百貨店とを結ぶギャ

ラリーモールが H23 年 11 月に整備される予定と

なっており、これにより広域集客型大型商業施

設の立地と駅前広場の賑わい創出が達成され

る見込み。 

・ 194 戸の集合住宅と店舗からなる「シティータ

ワー浜松」が整備され、都心居住が促進され

た。 

・ 他の都市機能は未整備の状況。 

・ 鍛治町通りの地下道廃止、平面横断化、歩道の拡幅

整備が完了している。 

・ 旭町交差点地下道の昇降設備は整備済。 

・ 区域内各所において音声案内サインを整備中。 
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愛

知

県

名

古

屋

市 

名古屋

千種・鶴

舞地域 

・賃貸住宅「ダイワハウス」、分譲住宅「ライオン

ズガーデン千種アーススクエア｣、｢イオン千種シ

ョッピングセンター｣、スポーツクラブ「メガロス千

種」等が整備され、居住機能とともに商業機能

等複合機能が増進した。 

・起業家育成施設「名古屋医工連携インキュベ

ータ」、介護老人保健施設「太陽」が整備され、

教育・研究・医療機能が充実した。 

・新規整備の道路、公園、広場等については整備済みと

なっている。 

・段階的に大学病院の更新が図られている。 

名古屋

駅周辺・

伏見・栄

地域 

・名古屋駅前地区では市街地再開発事業によ

る「牛島南地区（ルーセントタワー）」、都市再生

特別地区による「名駅四丁目７番地区（ミッドラ

ンドスクエア）」及び「名駅四丁目 27 番地区（ス

パイラルタワーズ）」の整備によって、魅力と活

気ある商業・業務・文化・交流等の複合施設が

整備された。 

・太閣地区では、病院、中高層住宅などが地区

計画によって機能的に立地し、複合的な機能が

充実した。今後も、老朽化建物の更新などによ

り防災機能が強化される予定。 

[名古屋駅東・伏見・栄] 

・牛島南地区や名駅四丁目 7 番地区、名駅四丁目 27 番

地区の民間都市開発にあわせた壁面後退により、歩道

状空地が整備され、地下街と建築物の接続部分におい

ては、広場の確保により歩行者空間が充実した。 

・また、それぞれの民間都市開発の中で、道路下の地下

通路や既設地下街のバイパスとなる地下通路、交差点

部における地下横断通路が整備されるなど重層的な空

間活用により南北動線の主軸となる名駅通の歩行者空

間が改善・拡充された。 

[笹島・太閤] 

・街路事業、土地区画整理事業による都市計画道路椿

町線や笹島線の整備が進められている。  

・ささしまライブ 24 地区内では民間都市開発にあわせた

デッキ整備や、中川運河船だまり周辺の親水空間整備

が予定されている。 

名古屋

臨海高

速鉄道

駅周辺

地域 

・各地区の駅前には「名古屋港ショッピングモー

ル」を始め、「名古屋野跡セントグレース大聖

堂」等の結婚式場や、「大洋薬品オーシャンアリ

ーナ」等のスポーツ施設が整備され、駅前への

商業機能等の導入によりにぎわいが創出され

つつある。 

・また、稲永・鴨浦地区では、定期借地権付分

譲住宅「シティコーポ野跡」が整備され、居住機

能が増進された。 

・平成 16 年 10 月に名古屋臨海高速鉄道西名古屋港線

（あおなみ線）が開業した。 

・あおなみ線の開業にあわせ、野跡駅前広場及び金城

ふ頭駅前広場が整備された。 

・稲永公園への歩行者動線の整備が行われた。 

・金城ふ頭地区では、平成 24 年度完成予定で、｢金城ふ

頭地区｣緑地の整備が進められている。なお、港湾旅客

施設の整備については検討中。 

京

都

府

京

都

市 

京都駅

南地域 

・駅前立地を活かした大型商業施設「イオンモー

ル KYOTO」、宿泊施設「ホテルビスタ京都」、「新

都ホテル」、事務所「ＷＡＫATO ビル」が整備さ

れ、観光客等広域的な集客機能を持つ商業・観

光機能の増進が図られた。 

・情報化に対応した業務機能、文化・交流機能

等及び都市型居住機能に関しては、未整備の

状況にある。 

・京都駅南口駅前広場を「歩くまち・京都」の玄関口にふ

さわしい機能や景観に配慮した駅前広場とするため，平

成２２年度に市民意見募集を実施した。今後，市民の声

を踏まえて人と公共交通優先の「歩いて楽しいまち」の

実現を目指して検討を進めていく。 

・歩行者ネットワークの充実・強化に関しては、未整備の

状況にある。 

・地区内道路について、国道 24 号（八条坊門立体交差）

は平成 21 年 3 月完成済み（本線部）、八条通は国道 24

号交差部分を除き、平成 20 年 9 月完成済みとなってい

る。 

京都南

部油小

路通沿

道地域 

・地区内にはまとまった土地が不足し、企業へ

の売却よりもロードサイドショップへの賃貸傾向

が強い土地所有者の意識もあり、研究開発機

能を持つ企業の集積は進んでいない。 

・一方、京都高速道路油小路線（直線区間）が

完成するなど広域交通機能の充実強化は進ん

でいる。 

・京都高速道路油小路線（直線区間）がＨ20.1 に完成し、

H23.3 完成を目指し油小路通再整備も進められている。

・生活道路の整備については、道路整備の優先度が低

く、未整備となっている。 

・地区内外のアクセス強化を図るための交通基盤の整

備については，京都駅と地区とを直結するバスの導入に

向けた取組を進めているところである。 

京

都

市

・

向

日

市 

京都久

世高田・

向日寺

戸地域 

・本社・研究所「オムロンヘルスケア（株）」、小学

校グラウンド「（学）真言宗京都学園」が整備さ

れ、業務・文化機能等が増進されたが、商業・居

住機能等に関しては未達成となっている。 

・ＪＲ東海道本線の新駅設置と併せて駅前広

場、駅前広場へのアクセス道路等が整備され、

交通結節機能が強化された。 

・ＪＲ東海道本線の東西を結ぶ自由通路、駅前広場、駅

前広場へのアクセス道路等については整備済みとなっ

ている。 

・民間施行の土地区画整理事業が H21 に完了し、地区

内道路と公園等が整備された。 

・都市計画道路久世北茶屋線は整備済みとなっている。

・阪急京都線の立体交差化事業については、現在事業

中である。 
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長

岡

京

市 

長岡京

駅周辺

地域 

・駅西側地域は市街地再開発事業により、商

業・交流・居住等の複合施設「バンビオ 1 号館・2

号館」及びマンション 2 棟が整備され、商業・交

流・居住等の都市機能が増進した。 

・駅東側地域では、「㈱村田製作所本社ﾋﾞﾙ及び

研究棟」が整備され、研究開発・業務等の都市

機能は増進し、景観も一新したが、その他のエ

リアは、依然として福利厚生のグランドとなって

いる。 

･上記の整備により、駅前の交通結節機能も充

実している。 

・公共施設に関しては、概ね整備済みである。 

大

阪

府

大

阪

市 

大阪駅

周辺･中

之島･御

堂筋周

辺地域 

・大阪駅周辺では複数の複合型民間都市開発

事業の完了により、業務、商業、学術・文化、情

報発信等多様な都市機能の集積が進んでい

る。デパートを含む大規模商業施設のリニュー

アル事業により、広域的な商業機能の強化が進

みつつある。 

・中之島においては、複数のオフィスビル整備に

より業務機能集積が進んでいるほか、国立国際

美術館など先進的な文化機能が導入されてい

る。御堂筋周辺では大規模商業施設のリニュー

アルやオフィスビルの整備により業務商業機能

の高度化が進行しつつある。 

大阪駅周辺では北地区先行開発区域において土地区

画整理事業により高い幅員の幹線街路を含む道路基盤

の整備が進められているほか、駅を中心にした周辺での

広場や歩行者ネットワークの整備が進められ回遊性の

高い環境整備が行われてきている。 

中之島では京阪中之島新線の開業により広域的な交通

機能が充実したほか、新駅と隣接する民間開発やこれら

に連絡する歩行者空間整備により、歩行者環境が充実

してきている。 

御堂筋周辺において「まちなみ誘導に関する指導要

綱」、「建築美観誘導制度」の活用により、建替えられた

建築物について、敷地内の歩行者空間の確保が図られ

ている。道頓堀川において親水性の高い遊歩道整備を

進めてられており一部が共用されている。 

難波・湊

町地域 

・難波地区では「なんばパークス」をはじめ、商

業施設、オフィスビル、共同住宅等の複合多機

能な開発が推進されている。 

・難波ターミナル周辺では、南海難波ターミナル

ビルの改修による歩行者空間の確保・インフォ

メーションセンターの整備、南海ビル改修工事、

高島屋の増床が進められ、情報発信及び交通

拠点機能を強化された。 

・湊町地区 14 区画中、2 区画を残し地区開発が

実施され、「難波サンケイビル」、商業施設「マッ

クスバリュー」、共同住宅「アーベインなんば」等

の整備により、業務、商業、居住等の機能が増

進した。 

・地区計画による誘導で、民間開発と併せて国

際交流拠点の形成を図っている。 

・土地区画整理事業により、地区幹線道路の整備はほ

ぼ完了している。 

・なんばパークス事業等により、多目的広場や立体横断

通路等が整備され、鉄道ターミナルと連続した歩行者空

間を創出している。 

・南海難波ターミナルビル、南海ビル改修工事は完了

し、併せて歩行者空間の充実が図られた。 

・湊町地区において中央広場を整備し快適な歩行者空

間を創出した。 

・都市間高速バスの乗降等の利便性向上に資するバス

ターミナル及び隣接する交通広場等が整備された。 

阿倍野

地域 

・阿倍野筋一丁目地区（近鉄百貨店建て替え）

の開発や、阿倍野地区第二種市街地再開発事

業による開発が進められるとともに、複合商業

施設「あべの and」の整備により、複合市街地の

形成が図られている。 

・阿倍野地区第二種市街地再開発事業により

道路整備等が進められるとともに、複合商業施

設「あべの and」の開発に併せて道路の新設・拡

幅がされ、道路整備等による防災機能の強化

が図られている。 

・阿倍野地区第二種市街地再開発事業により、長柄堺

線及び尼崎平野線の拡幅整備を予定している。 

・阿倍野筋一丁目地区の開発と併せて、建築物内での

通路や広場等の歩行者空間の整備及び近鉄阿部野橋

駅の改良を実施している。 

・常盤地区において、「あべの and」の開発と併せて道路

新設・拡幅が実現したが、長柄堺線から and までの道路

について、民間開発と併せた建築基準法 52 条 11 項（壁

面指定）による拡幅を予定している。 

大阪コ

スモスク

エア駅

周辺地

域 

・超精密加工機器メーカーなどの研究開発施設

や研修施設、医療系大学が進出する等、一定

の都市機能の増進が図られた。（H14.7以降、24

施設約 47ha から 40 施設約 59ha の土地利用と

なり、2 施設約 1ha が開発中。未利用地は民間

所有地を入れて約 25ha） 

今後は、更なる企業集積を図るため、環境・エ

ネルギー関連企業や大学等の誘致を進め、南・

東アジアに開かれたビジネス交流・交易拠点の

形成をめざす。 

・南港ポートタウン線の駅周辺での歩行者デッキやエレ

ベータの設置、情報板の整備などが行われている。 

・情報通信基盤を支える情報管路が整備された。 

・居住者の安全な歩行者空間を形成するため、住宅から

駅や学校への歩車分離を図るペデストリアンデッキの整

備を行うとともに、情報通信基盤を支える情報管路の整

備を行った。 

今後は、地区内の未利用地における開発に伴い歩行者

数の増加が見込まれる箇所において、安全な歩行者ネ

ットワークを構築するためペデストリアンデッキの整備を

行う必要がある。 
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堺

市 

堺鳳駅

南地域 

・シネマコンプレックスを有する大規模商業施設

「アリオ鳳」、共同住宅「サウスオールシティ」が

整備され、商業、娯楽、居住等の都市機能を集

積した複合的な市街地が形成されている。  

・「鳳公園（防災公園）」が整備され、防災機能の

強化及び住環境の向上が図られた。 

・その他、収容台数約 3,700 台（2 棟）の駐輪場

が整備され、駅前の交通結節点機能が強化さ

れた。 

・都市計画道路南花田鳳西町線が整備済みとなってい

る。（堺鳳駅南地域内） 

・平成 18 年度に鳳富木線より都市計画変更された鳳上

線（駅前交通広場含む）については、通常の街路事業と

沿道整備街路事業を活用し、整備を推進している。 

・駅前の交通結節点機能を強化するため、まちづくり交

付金事業により、収容台数約 3,700 台（2 棟）の駐輪場が

整備された。 

堺東駅

西地域 

・「大阪地方・家庭裁判所堺支部庁舎」が建替え

られ、行政機能が充実された。 

・共同住宅「堺東ヴューモ」が整備され、居住機

能が強化された。 

・文化機能の再配置や交流機能の強化に関し

ては、未整備の状況である。 

・これまでのところ整備された公共施設等はない。 

堺臨海

地域 

・家電量販店や温泉施設、シネマコンプレック

ス、ボーリング場等を備えた「アミューズメント施

設」等が整備され、商業、娯楽機能が増進され

ている。 

・また、南側および西側隣接地において、中小

企業の集積拠点やシャープ新工場など都市型

産業機能の形成が進み、北側隣接地ではサッ

カー・ナショナルトレーニングセンターが整備さ

れた。 

・堺臨海地域及びその隣接地を含む匠町、築港八幡町

では道路は全て整備済みとなっている。また、阪神高速

道路大和川線については、現在、整備中である。 

・新日本製鐵㈱の立替施行による水際線を活用した親

水緑地や北側隣接地では国内最大規模のサッカー・ナ

ショナルトレーニングセンター（J-GREEN 堺）が整備され

ており、また、西側では基幹的広域防災拠点としての大

規模緑地の整備が進められている。 

豊

中

市 

千里中

央駅周

辺地域 

・大型商業施設「LABI 千里」、公共複合施設千

里文化センター「コラボ」等の整備により、既存

の都市機能が強化された。 

・住宅・商業複合施設「ザ・千里タワー」、「千里

中央病院」の整備により、居住、福祉、生活支

援等の機能が導入された。 

・バスターミナル機能の拡充及びペデストリアン

デッキの整備により、交通拠点機能が強化され

た。 

・豊中市千里文化センター「コラボ」整備に併せ、バスバ

ースを拡充し、交通拠点機能を強化した。 

・第 1 立体駐車場及び第 2 立体駐車場を増設するととも

に、新たに第 3 立体駐車場の整備を行った。 

・「ザ・千里タワー」整備に併せて駐輪場を整備し、地域

内交通の円滑化に寄与している。 

・ペデストリアンデッキが整備され、安全性・快適性ととも

に地区内の回遊性が高められた。 

・図書館等については、豊中市が千里文化センター（図

書館、公民館、老人福祉センター）を千里中央地区再整

備事業において新千里文化センター（市出張所、保健セ

ンター、図書館、公民館、老人福祉センター）に建替える

ことによって再整備を行った。 

高

槻

市 

高槻駅

周辺地

域 

・駅北側地域においては、平成 22 年に駐車施

設「西武パーキング館」、市民開放施設を含む

「関西大学高槻ミューズキャンパス」が整備され

た。現在、超高層マンションとリハビリテーション

病院等が整備中となっており、引き続き、商業・

業務機能も増進される予定となっている。 

・駅南側地域については、教育・医療等の機能

として、診療の中核となる総合棟「病院 7 号館」

及び臨床力向上のための自学自習を核とした

「新講義実習棟」が整備された。 

・都市計画道路については、平成 20 年 7 月に都市計画

決定し、土地区画整理事業等による整備を進めており、

古曽部天神線は H22 年度末に整備を終え、古曽部白梅

線は H23 年度末に供用される予定である。 

・立体横断通路のうち、市施行分弁天跨線橋事業平成

22 年 12 月に供用開始しており、北東地区内の民間事業

分については、平成 24 年 4 月には通行機能が確保され

る予定である。 

・医療系大学施設の建替えについては、事業計画に沿っ

て順次工事が開始されており、一部完了済み。 

守

口

市 

守口大

日地域 

・大日駅前広場等の公共施設整備が完了し、大

型商業施設「イオン大日」、居住施設「サンマー

クス大日」が整備され、複合的な都市機能が集

積した。 

・拠点周辺の密集市街地については、現在も事

業中であり、災害に対する防災性の向上及び住

宅・住環境の改善をはかる。 

・駅前広場、自転車駐車場を整備し、併せて府道京都守

口線までの道路整備を実施したことにより、駅前の交通

結節点機能強化とアクセス性について一定の向上が図

られた。 

・しかし拠点周辺の密集市街地整備については、主要生

活道路が路線間で未完成であり、今後も継続して整備を

促進する必要がある。 
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寝

屋

川

市 

寝屋川

萱島駅

東地域 

・建物更新にあたって、従前居住者の戻り入居

についての家賃補助制度を設けたが、移転を２

回行うことなどにより実績がなかったため、従前

居住者用住宅機能の確保については未達成と

なった。 

・ファミリー向けの都市型住宅への建替えと不

燃化による防災性能の強化は、防災街区整備

事業及び建替促進事業により一部の地区にお

いて達成された。 

・「萱島あやめ公園」等の公園が整備され、オー

プンスペースが確保された。 

・生活道路の拡幅や公園計画、親水空間の形成につい

ては地域住民に十分認識されており、建替えに併せた

拡幅整備や小規模公園の整備が順次進むこととなる。 

・地域内水路について、親水空間の形成として、からくる

親水公園の整備を完了させた。 

寝屋川

市駅東

地域 

・寝屋川市駅東地区第二種市街地再開発事業

により、音楽を主体としたホール等を備えた「地

域交流ｾﾝﾀｰ」、教育文化施設「大阪電気通信

大学」、居住機能として住宅棟が整備され、複

合的な都市機能が集積した。 

・商業機能については、今のところ増進されてい

ない。 

・寝屋川市駅東地区第二種市街地再開発事業により、

寝屋川駅前線の一部区間は整備済みとなり、残区間は

27 年度までに整備を完了する予定で進めている。 

・市民開放型大学や大学と連携した生涯学習施設、市

民交流施設の整備は、寝屋川市駅東地区第二種市街

地再開発事業により達成されている。 

兵

庫

県

神

戸

市 

神戸ポ

ートアイ

ランド西

地域 

・「先端医療センター」、「理化学研究所発生・再

生科学総合研究センター」、「神戸ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶﾙ

創造センター」、「神戸健康産業開発センター」

等が整備され、産業・研究機能の増進が図られ

た。 

・上海・長江流域との交易・交流機能、情報文化

機能、スポーツ・レクリエーション機能について

は、増進が遅れている。 

・コンテナバース跡地では「神戸学院大学」、「兵

庫医療大学」、「神戸夙川学院大学」や物流施

設が整備され、研究・開発、業務機能の増進が

図られた。また、集合住宅が整備され、居住機

能の増進が図られた。 

・市街地と結ぶ旅客船用施設が整備され、集客

機能の増進が図られ、現在は 7～9 便／日が運

行されている。 

・新交通ポートアイランド線は、H18.2 に神戸空港まで延

伸され、当地域内に 2 つの新駅が開業した。 

・岸壁の機能を残し広場整備を行うとともにオープンキャ

ンパス化している背後地の大学との間に緑地を整備す

ることにより、市民に利用しやすい都市空間が創出され

た。 

・また、最寄の新交通ポートアイランド線の駅から安全に

通学等ができるように道路･通路整備を行うとともに歩行

者用デッキが整備され、歩行者ネットワークが構築され

た。 

神戸三

宮駅南

地域 

・商業、業務、シネマコンプレックス等を備えた

「ミント神戸」が整備され、商業、業務機能ととも

に、映像文化施設等の文化機能、総合情報プラ

ザなどの交流機能が充実された。 

・現時点では都心居住機能の増進は見られな

い。 

・また、ビル 1 階部分をバスターミナルとして供

用し、駅前広場機能の強化を図り、交通結節機

能が強化された。 

・歩行者の回遊性、利便性、防災性の向上を図るため、

「ミント神戸」の西・南側に歩行者デッキ、建物内にバリア

フリー用エレベーターを整備(地下１階～２階)し、歩行者

空間が充実された。 

・また、広場から２階レベルへの快適な歩行者空間を確

保するため、エスカレータが整備された。 

・敷地内の壁面後退により、歩道と一体になったゆとりあ

る歩行空間が確保された。 

・三宮駅南交通広場の整備により、バスターミナルなど

の駅前広場機能が補完された。 

尼

崎

市 

尼崎臨

海西地

域 

・屋内温水ﾌﾟｰﾙ、ﾌｨﾄﾈｽ、ﾌｯﾄｻﾙ、屋外ﾌﾟｰﾙ(夏

期)、ｱｲｽｽｹｰﾄﾘﾝｸ（冬季）等を備えた「尼崎スポ

ーツの森」が整備され、スポーツ、レクリエーショ

ン機能が導入された。 

・環境関連産業等の導入や既存工業の高度化

に資する支援機能としてパナソニックＰＤＰ㈱が

誘致された。 

・賑わいを生む集客施設については、まだ整備

計画はない。 

・尼崎の森中央緑地については、兵庫県が計画に基づ

き、順次整備を遂行しているところである。 

・「尼崎スポーツの森」が整備されたことにより達成され

た。 

・道路整備に関しては計画に基づき、順次整備を遂行し

ているところである。 

西日本

旅客鉄

道尼崎

駅北地

域 

・JR 尼崎駅とデッキで直結した複合商業施設

「COCOE」、老人ホーム「グッドタイムリビング尼

崎駅前」、業務施設「㈱アシックス関西支社」、

分譲住宅「ローレルスクウエア尼崎ルネ・ガーデ

ンテラス」等が整備され、都市機能を集積した複

合的な市街地が形成された。 

・潮江緑遊公園が整備中となっている。 

・道路は、都市計画道路 3 本が整備済みで、残り 2 本が

整備中となっている。 

・「関西国際大学」が整備され、広域文化・交流施設の整

備は達成された。 
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岡

山

県

岡

山

市 

岡山駅

東・表町

地域 

・市役所筋西側の地域においては、経済的・社

会的な要因から進捗が遅れており都市機能は

増進していない。 

・市役所筋東側の地域においては、まちづくり交

付金事業によりホテル、店舗、住宅を備えた「本

町ブラザ」、優良建築物等整備事業により住

宅、介護付有料老人ホーム、スポーツクラブ等

を備えた「おかやまインターパークス」、住宅、商

業施設を備えた「コア本町」、業務施設「山陽新

聞本社ビル」等が整備され、複合的な機能か集

積した。 

・表町地域については、関係者との調整難航か

ら進捗が遅れている。 

・岡山駅東地域については、都市計画道路下石井岩井

線、駅前広場等の整備が完了している。 

・表町地域のバスターミナルの検討は、関係者との調整

難航から進捗が遅れている。 

広

島

県

広

島

市 

広島駅

周辺地

域 

・広島駅南口地区は、２ブロックで再開発構想

が策定されているがいずれも未着工である。 

・広島駅北口地区では、業務・居住・商業・医療

系等の複合的な都市機能の導入が計画されて

いる。ホテル、店舗、業務等の複合施設

「ACTIVE-INTER CITY HIROSHIMA 」、分譲住 

宅、賃貸住宅、店舗、駐車場「ザ・広島タワー」、

「グランアークテラス」が整備され、増進すべき

都市機能の整備は進みつつある。 

・貨物ヤード跡地にはマツダスタジアム（広島市

民球場）が整備され、防災機能の増進は達成さ

れたが、周辺の集客施設等が未整備であり、一

部未達成となっている。 

・広島駅南口地区については、事業の実現に向けて検

討中であり、いずれも未着手となっている。 

・広島駅北口地区では、都市計画道路東部線は未着手

だが、都市計画道路常盤若草線及び広島駅自由通路

（ペデストリアンデッキ等）は整備中となっている。 

・貨物ヤード跡地地区では、都市計画道路駅前大州線

の歩道改良の整備は達成したが、拡幅整備は事業の進

展を図っている最中である。また、貨物ヤード跡地の円

滑な交通処理に資する道路整備及び道路改良は達成し

た。広島駅から貨物ヤード跡地地区への回遊性を高め

る歩行者空間の充実・強化についてさらに検討中であ

る。 

福

山

市 

福山駅

南地域 

・既存商業施設（駅構内）をリニューアルした「さ

んすて」が整備され、商業機能の強化・充実が

図られた。 

・業務・文化機能等複合的な都市機能の導入は

今のところ進んでいない。 

・「サーパスシティ福山駅前」都市型居住機能が

導入された。 

・駅前広場の再整備は現在進められている。 

・市道南本庄三之丸１号線（福山駅西町線）の整備は駅

前広場の整備に先立ち完了し、駅へのアクセスは向上し

ている。 

・伏見町地区市街地再開発事業の進捗が遅れているこ

とにより、一体的に整備する市道伏見旭町１号線及び駅

前と福山駅手城線をつなぐ歩行者空間の整備は未着手

となっている。 

香

川

県

高

松

市 

高松駅

周辺・丸

亀町地

域 

・高松駅周辺地区においては、「サンポート高

松」の整備により、ＪＲ高松駅、駅前広場、港湾

施設などの海陸交通の結節機能の強化ならび

に公共、業務、商業施設を備えたシンボルタワ

ーをオープンすることができ、高松駅周辺の都

市機能の強化が図られた。 

・丸亀町地区においては、商業、コミュニティ、住

宅、駐車、駐輪場を備えた「高松丸亀町壱番

街」、商業、業務、住宅、医療モールを備えた

「弐番街・参番街」のオープンにより、商業、居

住、アミューズメント、文化等の都市機能を集積

させ複合的な都市機能が増進し、商店街の通

行量や居住人口が増加している。 

・「サンポート高松」の整備により、合同庁舎Ａ棟や国際

会議場、文化芸術ホールなどの主要な公共施設がオー

プンし、各種会議やイベントなどに活用されている。 

・市街地とのアクセス強化のための都市計画道路浜ノ町

栗林公園線は整備済である。 

・香川県施行の高松琴平電鉄連続立体交差事業を中止

した。 

・丸亀町商店街では再開発事業の整備にあわせて壁面

等を後退することにより、快適な歩行者空間が順次創出

されている。 

・３町商店街の結節点である丸亀町商店街の北端（Ａ街

区）において、ドーム広場を整備したことにより年間 200

に及ぶイベントが開催されるなど、賑わいが創出されて

いる。また、南端（Ｇ街区）では再開発事業の施工にあわ

せて市民広場が整備される予定である。 

・駐車場、駐輪場の適正配置により、歩行に支障となっ

ていた路上駐輪等が減少しており、また、自走式による

駐車場を確保することで来街者の利便性が向上してい

る。 
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福

岡

県

北

九

州

市 

小倉駅

周辺地

域 

・商業・業務・文化機能が集積した複合施設で

ある室町一丁目地区プロジェクトの完成により、

小倉都心部にふさわしい拠点施設の導入が図

られた。 

・馬借一丁目 1 番地区においては、優良建築物

等整備事業により共同住宅が完成し、また、西

小倉駅前第一地区でも住宅と商業の複合施設

が平成23 年2 月に竣工予定となるなど、都心居

住が進められている。 

・小倉駅北口東地区については、準備組合が小

倉駅北口全体の整備動向や市況を睨みながら

事業化を目指して活動中である。 

・都市計画道路博労町線は、小倉駅南口東地区市街地

再開発事業に併せて事業の完成を図る予定となってお

り、整備中となっている。 

・馬借一丁目 1 番地区では、共同住宅の整備により歩

道・河川と一体となった空地整備を行い紫川沿川の良好

な歩行者空間を形成し、魅力ある都市の顔づくりを行っ

た。 

北九州

黒崎駅

南地域 

・岸の浦一丁目地区においては、北九州広域医

療病院として「九州厚生年金病院」が移転開業

し、医療機能が増進した。文化・交流機能や商

業機能等その他の都市機能の増進について

は、中心市街地活性化法の中で事業推進を図

っているところである。 

・幸神一丁目地区の一部は戸建住宅の開発が

進んでおり、一部で居住機能の導入が進んで 

 いる。 

・黒崎二丁目地区については、平成 22 年 11 月

に準備組合を設立し、事業化を目指して活動を

 開始した。 

・都市計画道路黒崎駅前線については、平成 24 年夏の

整備完了を目指し、現在工事を進めている状況である。

・文化・交流施設の導入については、PFI 事業により整

備、15 年間の維持管理・運営を行うことで事業者を決定

しており整備中となっている。 

・撥川の整備については、一部完成し、以降も下流部分

の整備を順次進めている。 

福

岡

市 

福岡香

椎・臨海

東地域 

・香椎地区においては、土地区画整理事業によ

る都市基盤の整備を推進しており、ＮＴＴドコモ

香椎ビルが建設されたが、さらなる広域的都市

機能の導入については、今後の課題となってい

る。 

・臨海東地区では、福岡ビジネス創造センター

が入居する「シーマークビル」、UR 団地「香椎団

地」の建替え、 大規模商業施設「イオン香椎

浜」、特別養護老人ホーム「アイランドシティ照

葉」、住宅開発「照葉のまち」等が整備され、産

業・業務、商業、居住機能等の都市機能が増進

された。 

・香椎地区においては、H16 に西鉄宮地岳線（現西鉄貝

塚線）移設高架化により JR 千早駅と西鉄千早駅の共同

駅が開業している。この他、土地区画整理事業や鉄道

の高架化により交通結節機能の強化や都市基盤の整備

を推進してきている。また、地下鉄箱崎線と西鉄宮地岳

線の連携強化については引き続き検討を行っている。さ

らに、千早駅周辺では景観形成地区指定及び地区計画

により壁面位置の後退による歩行者ネットワークの形成

を図っている。 

・臨海東地区においては、都市計画道路香椎アイランド

線とアイランドシティ中央公園が整備された。この他、ア

イランドシティと香椎浜をネットワークする人道橋の整備

を行っている。なお、情報通信基盤の整備については今

後の課題となっている。 

博多駅

周辺地

域 

・JR 九州による新博多駅ビル開発が平成 23 年

春完了予定であり、広域交通拠点としての業

務、情報交流、商業機能等の集積が見込まれ

ている。                

・また、当該駅ビル開発とあわせた駅前広場の

再整備により、駅周辺の回遊性や円滑な交通

処理と、交通結節機能の強化が見込まれてい

る。 

・博多駅周辺ではビルの建替えが計画されてお

り、回遊性確保や交通結節機能強化が図られ

る見込みである。  

・博多駅博多口駅前広場の再整備は、平成 21 年度から

着手し平成 23 年春に完了予定であり、円滑な乗換え動

線の確保など交通結節機能の強化と、駅前広場上空デ

ッキの整備による地上の歩行者ﾈｯﾄﾜｰｸの充実・強化が

見込まれている。 

・ＪＲ九州による地下街開発は平成 23 年春完了予定で

あり、商業集積とともに地下の歩行者ﾈｯﾄﾜｰｸの充実・強

化が見込まれている。 

・都市型水害への対応のため進めていた治水の根幹で

ある御笠川改修事業は平成 19 年度末完了した。また、

内水排除のための公共下水道整備については事業が

進められている。 

福岡天

神・渡辺

通地域 

・天神地区では、既存地下街を延伸整備した新

天神地下街の開業により、地下街に接続する地

下鉄空港線・七隈線、西鉄天神大牟田線等の

交通結節機能が強化され、地上交通の混雑緩

和に大きく寄与するとともに、連担した商業施設

による賑わいある回遊性の高い歩行者交通機

能が強化された。また、新たな商業・業務機能

が立地し、都市機能の強化が図られた。 

・渡辺通地区では、都心との近接性を活かした

商業・業務機能及び都心居住環境をあわせもっ

た防災性の高い複合市街地の形成を目的とし

た渡辺通駅北土地区画整理事業が平成 22 年

・市南西部から都心部へのアクセスを強化する地下鉄 3

号線（七隈線）が平成 17 年 2 月に開業した。 

・天神地区では、地下鉄 3 号線（七隈線）の開業にあわ

せ新天神地下街が平成 17 年 2 月に開業し、都心部の回

遊性を高める地下歩行者ネットワークが充実・強化され

た。また、民間開発に際し、公民が連携し、地上・地下の

歩行者ネットワークの強化を図った。 

・渡辺通地区では、都市計画道路渡辺通春吉線を渡辺

通駅北土地区画整理事業により整備し、平成 22 年 3 月

に供用開始した。 
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11 月に完了した。 

沖

縄

県

那

覇

市 

那覇旭

橋駅東

地域 

・モノレール駅前で施行中の市街地再開発事業

(H21 一部完成、H23 竣工予定）により、都市機

能が増進している。 

・コールセンター等を備えた「オフィスコート」、パ

スポートセンター、県税事務所、県土木事務所

などを備えた「県南部合同庁舎」等の整備によ

り、業務機能の増進が図られた。 

・ビジネスホテル「東急ビズフォート那覇」の整備

により、宿泊機能の増進が図られた。 

・分譲マンション「フレスコア旭橋」の整備によ

り、居住機能の増進が図られた。 

・商業、生活サービス機能は検討中のバスター

ミナル街区において導入が検討されている。 

・当地域の核施設であるバスターミナルについては現状

においては事業化検討レベルにとどまっている。 

・駅前広場は整備済みである。 

・施行中の再開発事業において整備予定の歩行者専用

道路、河川沿緑道整備等はＨ23 年度末までに整備予定

である。なお、歩行者デッキは先行街区の竣工とともに

一部供用開始済みであり、他のデッキについても建物竣

工と併せて段階的に供用開始する予定である。 
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3.2 実績データ及びその評価 ～ 地域の特色に応じたまちづくりが 

進められているか～ 

 

（１）都市再生整備事業の推進 

都市再生整備事業を実施する場合には、金融支援に拠出した金額分の機会費用である

施策コスト（支援額）や税制特例措置による減収などの施策コスト（減収額）が生じて

いる。これらの施策コストに見合う効果があがっていることが望ましい。 
本節では、都市再生関連施策（金融支援・税制特例措置。以下３．２において同じ。）

の実施（インプット）に係る施策コストを算定し、効果と比較したい。 
 

① 都市再生関連施策の実施（インプット）に係る施策コスト 

イ 推計方法 
都市再生整備計画の区域における、都市再生関連施策の対象事業について、施

策コストを以下の方法で算定した。 
 

■図表 3.2.1 都市再生関連施策の施策コスト 

施策 コストの考え方 コストの算定方法 
金融支援 金融支援に拠出した金額分の

機会費用（他施策への拠出がで

きないことを施策コストと考

える） 

対象事業の金融支援額 

税制措置 税の減収 対象事業に関する事業者からのヒアリングによ

る。 
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ロ 推計結果 
都市再生整備計画の区域において、金融支援による施策コスト（支援額）は

220.6 億円、税制特例措置による施策コスト（減収額）は 2.7 億円と想定され、

都市再生整備事業に係る施策コストの多くが金融支援であった。 

 

■図表 3.2.2 都市再生関連施策の効果とコストの比較 

 

 

■図表 3.2.3 本来の課税額に対する税制特例による軽減率（民間都市再生整備事業計画） 

税目     本来の課税額 減税額 軽減率

法人税 
償却 

資産 
割増償却 50% 5 年間 ― 102 百万円    

登録免許税 土地 0.8%（H17 年度の認定の場合、0.7%） 3 百万円   1 百万円  30% 

  建物 0.3%（H18 年度以前の認定の場合、0.15%） 58 百万円   25 百万円  42% 

不動産取得税 土地 課税標準 1/5 控除 0 百万円   0 百万円    

  建物 課税標準 1/5 控除 724 百万円   145 百万円  20% 

法人税以外 合計 784 百万円   170 百万円  22% 
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② 都市再生関連施策のアウトプット 

都市再生整備計画区域における金融支援（支援実績220.6億円）及びまち再生促進税制（減

収額 2.7 億円）は、計 23 件の事業に適用され、3,537 億円の建設投資が行われている。約

102万㎡の床面積、2.7億円の財務状況改善（減収額に相当）が確認された。 

 

イ 金融支援の適用を受けて整備された地区数 

         金融支援の適用を受けて整備された地区数は23地区である。 

 

ロ 税制特例措置の適用を受けて整備された地区数 

          4地区が税制特例措置の適用を受けている。 

                   税制の支援措置の適用を受けている地区数が金融の支援措置の適用を受けている地区 

数と比べると大幅に少ない。 

 
③ 都市再生整備事業による経済波及効果 

国土交通省において試算したところ、都市再生整備計画の区域において、都市再生関連施

策（金融支援、税制特例措置）に係る都市開発事業による建設投資額は3,537億円で、生産

誘発効果（直接効果・一次波及効果・二次波及効果の合計）は9,280億円、雇用誘発効果は

5.7万人、税収の増加分は976億円と推計された。 

3,537 億円の建設投資額によって、約 2.6 倍の生産誘発効果がもたらされていると考えら

れる。 
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（２）都市再生整備計画に位置付けられた公共公益施設の整備に関する事業等の推進 

① まちづくり交付金の活用実績 

都市再生整備計画区域は、都市の再生に必要な公共公益施設の整備等に関する計画を定

める区域であり、交付金を活用して公共公益施設の整備等が推進されている。このため、

交付金（まちづくり交付金）の活用実績についてまとめる。 

 

イ 交付地区数 

まちづくり交付金は、制度創設以来、平成22年末までに全国延べ1,887地区で活用

されている。また、概ね3～5年間の交付期間を終えた完了地区数は平成21年度まで

に803地区である。活用している又は活用したことのある市町村（東京23特別区を含

む、以下同じ）は、平成22年12月末現在、全国1,750市町村の51%にあたる893市

町村である。 
■図表3.2.4 まちづくり交付金の活用状況(平成22年12月末現在) 

 年度 地区数 構成比 

開始地区数 

平成16年度 

平成17年度 

平成18年度 

平成19年度 

平成20年度 

平成21年度 

平成22年度 

355地区 

385地区 

362地区 

253地区 

163地区 

187地区 

182地区 

18.8% 

20.4% 

19.2% 

13.4% 

8.6% 

9.9% 

9.6% 

合 計 1,887地区 100% 

完了地区数 

平成18年度 

平成19年度 

平成20年度 

平成21年度 

29地区 

61地区 

337地区 

376地区 

3.6% 

7.6%  

42.0% 

46.8% 

合 計 803地区 100% 

     構成比は、合計地区数に対する各年度の地区数の割合を示す   出典）国土交通省資料 

■図表3.2.5 まちづくり交付金の活用市町村数 (平成22年12月末現在) 

市区町村 市町村数 活用市町村 未活用市町村 

市 786 601 （76.5%) 185 (23.5%)

 

政令指定都市 19 19（100.0%) 0  (0.0%)

中核市 39 38  (97.4%) 1  (2.6%)

特例市 41 41 (100.0%) 0  (0.0%)

その他の市 687 503  (73.2%) 184 (26.8%)

東京特別区 23 19 （82.6%) 4 (17.4%)

町 757 243 （32.1%) 514 (67.9%)

村 184 30 （16.3%) 154 (83.7%)

合計 1,750 893 （51.0%) 857 (49.0%)

出典）国土交通省資料 括弧内の%は、各市町村種別別の市町村数に対する活用市町村又は未活用市町村の割合を示す 
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次に、まちづくり交付金を活用している市町村の割合をみると、都市規模が大きいほど

高く、逆に都市規模が小さいほど低い。人口1万人未満の都市における活用は２割未満、

人口1万～5万人の都市で約４割である。 

 
■図表3.2.6 都市規模別の活用地区数、活用市町村割合 

（平成16年度～平成20年度までに開始した1,518地区（平成20年11月時点）） 

 
出典）国土交通省資料 

 
1地区当りの事業費と人口規模との関係をみると、人口が大きい都市ほど1地区あたり

の事業費が高くなっている。ただし、市町村人口当たりの事業費（市町村内の地区事業費

の合計を人口で除したもの）は、人口が小さいほど高くなっており、人口1万人未満では

著しく高い。 

  



52 
 

■図表3.2.7 都市規模別の事業費（１地区あたり・人口１人あたり） 

（平成16年度～平成20年度までに開始した1,518地区（平成20年11月時点）） 

  
出典）国土交通省資料 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）同一市町村内に複数地区がある場合には事業費を合算した。 

 
 

ロ 市町村負担を含めた事業費 

まちづくり交付金の5年間（平成16年度～平成20年度）の交付総額は8694億円

であり、交付対象事業費の総額は3兆 1,730 億円である。交付対象事業費の内訳は、

基幹事業費2兆6,290億円（83％）、提案事業費5,443億円（17％）となっている。 

事業種類別にみると、道路（5,662億円）、街路（4,447億円）に次いで、提案事業

の地域創造支援事業（5,210億円）が多い。また、基幹事業の土地区画整理事業（3,361

億円）、公園（2,075億円）と同等の規模で、まちづくり交付金独自の高次都市施設

（3,600億円）、地域生活基盤施設（2,480億円）等が活用されていることがわかる。 
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■図表3.2.8 事業種類別の交付対象事業費（交付期間の事業費） 

（平成16年度～平成20年度までに開始した1,518地区（平成20年11月時点）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）国土交通省資料 
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1 地区あたりの交付対象事業費について、事業費規模別に地区をみると、事業費 10 億

円未満の地区が合計676地区で約4割を占めている。また50億円以上の交付を受けた地

区も141地区ある。 

 

■図表3.2.9 事業費別の地区数（交付期間の事業費） 

（平成16年度～平成20年度までに開始した1,518地区（平成20年11月時点）） 

 
出典）国土交通省資料 

目標別にみると、平均事業費が約 20 億円であるのに対して、「交通利便性の向上」（29

億円）、「中心市街地活性化」（27億円）の2つのみが平均を上回る。平均以下の中でも「観

光・交流」(14億円)、「人口定着」（16億円）を目標に掲げた地区では平均事業費が低い傾

向である。 

■図表3.2.10 目標類型別の平均交付対象事業費（交付期間の事業費） 

（平成16年度～平成20年度までに開始した1,518地区（平成20年11月時点）） 

 
出典）国土交通省資料 
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・ まちづくり交付金により、様々な課題に応じたまちづくりが実施されてきた。

② 都市再生整備計画の目標の実現 

イ 目標の多様性 

 

 

■図表3.2.11 都市再生整備計画に記載された目標の類型 

（平成16年度～平成20年度までに開始した1,518地区（平成20年11月時点）） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

出典）国土交通省資料 

 

都市再生整備計画に記載された目標を比較すると、「中心市街地活性化」、「観光・交流」、

「交通利便性の向上」といった地域経済の活性化ニーズが高い一方、「少子高齢化」、「アメ    

ニティの向上」「地域コミュニティの形成」等の社会的ニーズに対応した目標を掲げて活用

している地区数が比較的少ない。 
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■図表3.2.12 多様な課題に対する活用性に関する評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）平成18 年度～20 年度完了地区に対する市町村アンケート結果（平成20 年度国土交通省実施） 

 

また、平成 20 年度までに完了した地区（426 地区）の事業主体である市町村に、「一般

にまちづくり交付金は、市町村における様々なまちづくりの課題に対して活用できる制度

であると思うか」どうかについてアンケートしたところ、活用できると回答した市町村が

ほとんどであった。 

 

 

ロ 目標を定量化する指標の多様性 

 

 

 

１地区当たりで見ると、3.1指標であり、目標類型ごとに見ると、防災では「市街 

地安全性・防災性」指標、人口定着では「人口」指標、観光・交流では「観光入込客 

数」指標、交通利便性の向上では「駅乗降客数」指標というように、目標を適切に表 

現する指標が多く使われている。 

  

・ 平成20年度までに開始された1,518地区においては、延べ4,688指標が設定されて

おり、多様な目標に対応した指標が設定されている。 
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■図表3.2.13 目標別・指標類型別の指標割合 

（平成16年度～平成20年度までに開始した1,518地区（平成20年11月時点）） 

 
 
 
 
 
 

  

出典）国土交通省資料
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ハ 目標達成度 

 

 

 

 

 

・ 平成21年度までに完了した802地区において、事後評価に用いられた指標は3,787 

指標ある。うち、都市再生整備計画に既に記載のあった「目標を定量化する指標」は 

2,833指標、事後評価時に新たに追加された「その他指標」は954指標である。 

・ 都市再生整備計画に既に記載のあった2,833指標については、目標値を達成した指 

標（達成度○）は64％、目標値には達しなかったが一定の成果がある指標（達成度 

△）は26％、成果が見られなかった指標（達成度×）は９％となっている。（達成度 

○、△、×は事後評価シートに記載された数値目標の達成に関する市町村の自己評 

価である。） 

・ 平成21年度までに完了した802地区のうち、93％にあたる744地区において、達 

成された指標があり、まちづくり交付金の効果が確認された。 

・ 指標によって目標達成に差異があり、特に、商業販売額や従業数など経済の影響を 

受ける指標で達成割合が比較的低い。 

 

  

・ 市町村が実施した事後評価結果によると、目標値を達成した指標は64％、目標値に

は達しなかったが一定の成果があった指標は26％、成果の見られない指標は9％であ 

った。また、完了地区のうち93％の地区において目標値を達成した指標があり、まち

づくり交付金の成果が確認された。 
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■図表3. 2.14 事後評価における指標と達成状況 

 
 

 

 

ニ 多様なアウトカム（指標）の成果 

 

 

 

 

 

完了地区の事後評価結果より、単位が同一で数値の積み上げ計算が可能な指標を収集し、

その従前値（まちづくり交付金の実施前の値）と評価値（事後評価時に計測した値）を集

計し平均を求めたところ、様々な指標で従前値に対する評価値の伸びが確認できる。 

  

・ 事後評価結果によると、人口が平均1.10倍、観光入込客数が平均1.12倍になるなど、

様々な指標で従前値に対する評価値の伸びが確認できる。 

・ まちづくり活動の参加者数が２倍になるなど、住民等との協働によるまちづくりの促

進にも貢献している。 

出典）国土交通省資料
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いずれも平成16 年度～平成20 年度までに開始した 1518 地区（平成20 年11 月時点）  出典）国土交通省資料 

注）基幹事業（道路、公園等）：道路、街路、公園、河川、下水道、駐車場有効利用システム 

基幹事業（地域生活基盤等）：地域生活基盤施設、高質空間形成施設、高次都市施設、既存建造物活用事業 

基幹事業（市街地整備関連）：都市再生交通拠点整備事業、区画整理事業、市街地再開発事業、住宅街区整備事業、 

地区再開発事業、他 

■図表3.2.15 事後評価結果にみる主なアウトカム指標の成果（平成18～20年度完了地区） 

指標名 単位 
サンプル 

（地区数）

指標実数の平均値 
伸び 

従前値 評価値 

人口 人 157 4,317 4,730 1.10 倍

観光入込客数 人/年 110 765,748 856,269 1.12 倍

来街者数 人/年 30 387,345 479,957 1.24 倍

歩行者交通量 人/日 52 10,636 11,853 1.11 倍

駅乗降客数 人/年 27 8,378,216 8,688,657 1.04 倍

地域交流施設の利用者数 人/年 30 126,904 161,934 1.28 倍

公園・広場の利用者数 人/年 29 88,134 106,634 1.21 倍

まちづくり活動の参加者数 人 41 939 1,916 2.04 倍

まちづくり等に関する満足度 ％ 165 35 55 1.57 倍

出典）国土交通省資料 

ホ 提案事業の活用  

 

 

提案事業は、全事業費の２割程度を占めている。「中心市街地活性化」、「少子高齢化 

への対応」、「観光・交流」、「地域コミュニティの形成」において提案事業の活用割合 

が幾分高くなっており、ソフト事業を含めた多様な取組みによるまちづくりが進めら 

れている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 様々な提案事業を活用して、地域の創意工夫を活かしたまちづくりが進められている。

■図表3.2.16 目標類型別の基幹事業・提案事業の平均事業費  ■図表3.2.17 目標類型別の基幹事業・提案事業の事業費割合
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■図表3.2.18 目標類型別の提案事業の実施割合 

 

 

 

 

提案事業の具体的な事業類型で実施割合が高いのは、公共施設等の整備活用、計画策定・

調査の実施、啓発・研修活動等となっている。 

 

■図表3.2.19 目標類型別の提案事業内容の実施地区割合 

（平成16年度～平成20年度までに開始した1518地区（平成20年11月時点）） 

出典）国土交通省資料 

 

出典）上記目標類型別の基幹事業・提案事業の事業費割合から提案事業の部分を抜粋して再掲
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へ 住民等の発想・発意による事業を有する地区数 

 

 

平成20年度までに完了した地区の６割以上の地区の市町村で、まちづくり交付金だ 

からこそ実現できた事業があると回答しており、その内容は、提案事業や地域生活基盤 

施設、高質空間形成施設等である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典）平成18 年度～20 年度完了地区に対する 

市町村アンケート結果（平成20 年度国土交通省実施） 

 

 
出典）平成18 年度～20 年度完了地区に対する市町村アンケート結果

（平成20 年度国土交通省実施） 

 
 

平成 20 年度までに完了した地区の５割以上の地区の市町村が住民等（住民や市民団

体、商工会等）の発想・発意が活かされ、事業が実施された、と回答している。 

 
 
 
 
 
 
 
 

出典）平成18年度～20年度完了地区に対する市町村アンケート結果（平成20年度国土交通省実施） 

■図表3.2.22 住民等の発想・発意による事業の有無    ■図表3.2.23 首長の発想・発意による事業の有無 

・ 住民等の発想・発意を活かした事業など、まちづくり交付金だからこそ実現できた事業

が多い。 

■図表3.2.20 まちづくり交付金だからこそ 

実現出来た事業の有無 

■図表3.2.21 まちづくり交付金だからこそ実現出来た事業
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③ まちづくり交付金ならではの活用事例 

まちづくり交付金ならではの活用事例～観光集客施設への活用「鉄輪温泉地区」  

● 「鉄輪温泉地区」（大分県別府市）では、市道の美装化をきっかけとして、まちづく 

り交付金を活用した取組みが始まった。当該地区のメインストリートは、幾度にも渡る 

温泉管の掘返しにより、舗装はまだら模様になり、良好な景観が損なわれた状態が長く 

続いていたため、美装化の実施を検討していたが、市の単独事業では実施が困難であり、 

地元調整も難航していたところ、地域の実情に応じた取組みが可能なまちづくり交付金 

制度について知り、石畳の美装化とともに温泉管共同ＢＯＸの敷設を実現することがで 

きた。 

● 「むし湯は、石菖
せきしょう

という草を用いたもので、全国でも珍しい施設である。このむし 

湯の建替えによるグレードアップを提案事業としてまちづくり交付金により実施して 

おり、当該施設は平成18年8月にリニューアルオープンしたが、指定管理者である 

ＮＰＯ法人「鉄輪温泉共栄会」の活動や、市のPR活動、駐車場や道路美装化等の整 

備による相乗効果により、平成19年度の年間利用者数は以前の18,000人から34,000 

人に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 市が、後継者がいなくなった旅館の買取りを打診された際、市・民間・鉄輪温泉共 

栄会で構成される「鉄輪温泉地区まちづくり整備事業受入協議会」において当該施設 

の鉄輪に相応しい活用を検討し、蒸し釜料理を活かした施設とすることに決定した。 

まちづくり交付金の活用を通じて地域住民との協働の体制が育成されていたことか 

ら、協議会からアイデアが出た平成19年12月からわずか１年間で具体的な構想をま 

とめることができた。 

 

地域の創意工夫を活かしたまちづくり事例「美濃地区」  

● 「美濃地区」（岐阜県美濃市）では、中心市街地にある伝統的建造物群保存地区（以 

下、伝建地区）を活用しつつ、市民力を再生するまちづくりを推進している。伝建地 

区の保全と毎年のイベント（あかりアート展）の成功実績を基に、平成16年度から 

まちづくり交付金を活用して、伝建地区の周辺を含むエリアで交流人口を増やす取組 

みを総合的に展開している。 

             出典）左及び中：別府市資料 右：国土交通省で撮影

■写真3.2.1 整備前の市道  ■写真3.2.2 整備後の市道   ■写真3.2.3 むし湯 
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● 交流人口の増加は長年の課題であり、特に、伝建地区に回遊性を持たせるため、道の 

駅に車を止めて自転車で伝建地区に誘導すること、その過程で川沿いの散策も行うよう 

誘導することは市長のアイデアである。市の限られた財源を有効に活用するという観点 

から、計画段階から相乗効果を期待した内容にすることを考えていた。 

● 市では、まちづくり交付金のスキームに習い、「市独自のまち交制度」を創設した。 

３つある学校区の住民を組織化し、住民税の１％（１地区2,000万円程度）を自由に使 

って、地域住民が自らまちづくりに取り組んでいる。 

 
 

 

 

 

 

出典）美濃市資料 

■写真3.2.4 道の駅           ■写真3.2.5 伝建地区のまちなみ 

地域の創意工夫を活かしたまちづくりの事例「旧勝山城下地区」  

● 「旧勝山城下地区」（福井県勝山市）では、市長の「エコミュージアム構想」に端 

を発して、自然遺産、歴史・文化遺産、産業遺産を活かしたまちづくりを進めてお 

り、この構想を実現するツールとしてまちづくり交付金を活用し、絹織物機場を改装 

した地域交流センター、大清水空間、広場、散策路等を整備している。 

● まちづくり交付金を活用する以前から住民との協議を積み重ねてきた経緯があり、 

まちづくり交付金による事業を進めるにあたっては、事業内容等に関する住民との協 

議の場「まちなか整備推進会議」が開催されるようになった。提案事業を活用してこ 

の会議で議論された事業を実現する等、住民と共に培った成果を次に繋げていくこと 

を意識して取り組んでいる。事業着手後も事業の進め方や整備内容について意見を聞 

く場として「まちなか整備推進会議」を開催している。 

● 県が個人宅の修景への補助（歴史的街並み景観補助制度）を行っているが、申請さ 

れた家屋のほとんどが都市再生整備計画の区域内であり、まちづくり交付金を活用し 

たまちづくりにより住民の意識を高まっている。    出典）勝山市資料      

 

 

 

 

 

 

■写真3.2.6 大清水空間  ■写真3.2.7 地域交流センターに改装された旧機業場 
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（３）民間主体の参画によるまちづくりの取組への意向 

     官民連携によるまちづくりの取組が近年増加している。まちづくり団体のある市町村の 

数は、約3年間で約2倍に増加しているが、全国の市町村に占める割合はまだ1/4程度であ 

る。まちの管理・リニューアルへ民間の参加を促すため、今後の更なる促進策が求められて 

いる。 

■図表3.2.24 組織形態別のまちづくり団体数 

組織形態 総数 

社団法人 

公益社団法人 0 

11 一般社団法人 8 

特例社団法人 3 

財団法人 

公益財団法人 1 

19 一般財団法人 0 

特例財団法人 18 

NPO 
認定NPO 0 

137 
非認定NPO 137 

株式会社 189 

199 合同会社 6 

有限会社 4 

任意団体 425 425 

合計 791 791 

出典：国土交通省都市・地域整備局調べ（全国1750 市区町村に対するアンケート調査（平成22 年8 月末集計）） 

＜まちづくり団体＞：まちづくりの担い手となる民間組織（まちづくり会社、社団・財団法人、NPO、任意のまちづくり団体等。

ただし、商店街振興組合、商工会議所等の商業振興を主目的とした団体は除く） 

 

■図表3.2.25 まちづくり団体のある市町村の割合 
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3.3 事業者・自治体による評価（アンケート調査及びヒアリング調査の結果） 

 

本節では、都市再生関連施策（金融支援・税制特例措置・都市再生特別地区。以下3.3におい

て同じ。）を多面的に評価するため、事業者アンケート及びヒアリング調査、事業関係者ヒアリ

ング調査、関係自治体ヒアリング調査を実施した。各調査の対象先状況は下記のとおりである。 

 

■図表3.3.1 都市再生関連施策の評価に関する調査対象先一覧 

<アンケート調査対象先> 

● 対象者：412事業者 

都市再生関連施策を活用した経験のある事業者、売上高10億円以上及び資本金1億円以上の不動産業を行って

いる事業者、不動産開発事業の開発企画に携わる事業者（全国市街地再開発協会会員法人及び社団法人再開発コー

ディネーター協会会員法人等）  

 

● 回収率：149/412事業者（36.1％） 

 

 

<ヒアリング調査対象先> 

① 都市再生関連施策の利便性評価（主に進捗中又は竣工後一年未満の事業を対象） 

地域 認定事業名 

 

 

首都圏 

 

 

千代田区
三菱商事ビル・古河ビル 

・丸ノ内八重洲ビル建替計画 

江東区 有明南プロジェクト 

港区 
虎ノ門・六本木地区 

第一種市街地再開発事業 

三大 

都市圏 
大阪市 

大阪駅改良・新北ビル開発 

・アクティ大阪増築事業 

地方中枢

都市圏 
仙台市 (仮称)仙台共同ビル計画 

県庁所在

都市圏 
金沢市 

武蔵ヶ辻第四地区 

第一種市街地再開発事業 

その他 

都市圏 
福山市 東桜町地区第一種市街地再開発事業 
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② 都市再生関連施策の効果検証（主に竣工後一年以上を経過した事業を対象） 

地域 認定事業名 

首都圏 

千代田区 (仮称)UDXビル計画 

川崎市 
(仮称)川崎駅西口 

堀川町地区開発事業 

三大 

都市圏 

名古屋市
(仮称)名駅四丁目7番 

地区共同ビル建設事業 

神戸市 
三宮駅前第1地区 

都市再生事業 

県庁所在 

都市圏 

富山市 
総曲輪通り南地区 

第一種市街地再開発事業 

高松市 
高松丸亀町商店街 

民間都市再生事業 

その他 

都市圏 

いわき市
いわき駅前地区 

第一種市街地再開発事業 

加賀市 
片津山ホテルながやま 

再生事業計画 

 

 

③ 都市再生特別地区の効果検証（主に自治体を対象） 

地域 ヒアリング対象先 

首都圏 東京都 都市整備局 都市づくり政策部 開発企画課 

三大都市圏 大阪市 計画調整局 計画部 

地方中枢都市圏 札幌市 市民まちづくり局 都市計画部 地域計画課 

広島市 都市整備局 都市計画課 

福岡市 住宅都市局 都市づくり推進部 地域計画課 
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（１）都市再生関連施策を活用した効果 

都市再生関連施策の活用効果をみると、回答者の約8割は「初期投資負担の軽減、収益機会

の向上、事業の信頼性の向上」といった効果を認識している。一方、「維持管理費負担の軽減、

運営リスクの軽減、事業協力者・テナントの獲得」は効果に対する評価が低い。 

特に金融支援を活用した事業者は、信用収縮期の 2008 年下期において資金調達の負担軽減

を目的として活用している場合が多い。そのため、事業の信頼性の向上や開発リスクの軽減と

いった面において、多大な効果を挙げていると認識している。特に地方都市では、まち再生出

資によって、地方金融機関からも新たな融資が可能となるなど、地方都市に対する資金を円滑

に調達するための必要不可欠な支援策となっている。 

一方、大都市では、都市再生特別地区を活用する事業者が多いため、大幅な容積率緩和によ

る収益機会の向上といった面において効果を挙げていると認識している。また、自治体におい

ても、都市再生特別地区は「①既存制度では対象とはならない新たな都市機能の誘導、②既存

制度には存在しない域外貢献の取組みの創出、③既存インフラの維持管理や更新の促進」とい

った点において非常に高い評価を行っている。 

 

 

■図表3.3.2 都市再生関連施策を活用した効果 
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出典）事業者アンケート調査結果を基に作成 

 

 

 

事業の信頼性の向上  
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■図表3.3.3 都市再生関連施策による効果の具体的内容（事業者） 

「事業認定による事業の信頼性の付与効果」 

• 本事業では、大臣認定前に民都からの出資が見込めるという理由で、金融機関が土地取得費を貸し付け

てくれた。これは、金融機関が本事業を国土交通省の審査を通過した事業であり、安全性が高い事業で

あると判断したからであると考えている。（地方中枢都市圏の事例） 

• 認定事業では、国土交通省や民都などの事業者や金融機関ではない第三者による事業審査を行うため、

特に金融機関からの事業に対する信頼性は向上する。（その他都市圏の事例） 

 

「資金調達コストの低減による事業収支の拡大」 

• 負債調達分の一部をまち再生出資によって賄うことができたため、資金調達コストの低減による事業収

支の改善効果は大きかった。（地方中枢都市圏の事例） 

• まち再生出資が無かった場合、事業は頓挫した可能性は高い。特に地方都市では、自己資金が無ければ

金融機関からの融資も困難である。そのため、自己資金を補填するまち再生出資は、事業を確実に実行

するために非常に有効な手段であり、自己資本比率を高める唯一の手法である。（県庁所在都市圏の事例）

 

「都市再生特別地区の効果」 

• 都市再生特別地区を活用した容積率緩和は、事業収支上最も影響を受けた要素である。そのため、容積

率の緩和が無ければ、この都市開発事業には取り組んでいなかった。（地方中枢都市圏の事例） 

出典）事業者ヒアリング調査結果を基に作成 

 

 

■図表3.3.4 都市再生関連施策を活用した効果の具体的内容（自治体） 

「都市再生事業の実施に合わせた公共貢献を誘導し、民間による都市機能の向上を実現」 

• 都市再生特別地区では、あらかじめ規制緩和において評価する貢献の内容が限定されておらず、地域整

備方針に掲げる目標達成に資する貢献を評価対象と判断することが可能である。 

• そのため、「国際金融拠点の整備、環境配慮不動産開発事業の推進、少子高齢化への対応、観光拠点の設

置」といった新たな都市問題を民間の事業者の資金・ノウハウによって解決することが可能である。 

• また、隣接する道路空間に存在している地下鉄駅への連絡通路の改修工事や、地域冷暖房施設の整備･更

新、ペデストリアンデッキの整備等を評価できるため、開発対象の敷地内のみならず都市機能を向上さ

せることが可能である。 

• さらに、広場の整備のみならず、維持管理や運営に至るまでを民間事業者が担うことを都市再生に貢献

する取組みとして最大限評価することで、官民連携したインフラの整備・維持管理を実現することが可

能である。 

出典）自治体ヒアリング調査結果を基に作成 
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（２）都市再生関連施策を活用しなかった理由 

都市再生関連施策を活用しなかった理由をみると、「事業区域が対象外だった」、「対象とな

る要件を満たすことが出来なかった」、「都市関連施策の存在を知らなかった」が多い。 

 

■図表3.3.5 都市再生関連施策を活用しなかった理由 
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出典）事業者アンケート調査結果を基に作成 
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（３）事業認定の利便性及び改善点 
事業認定の手続きに関する利便性の評価をみると、事前調整や申請段階における「資料作 

成の負担」に多くの不満を抱えている。一方、この資料作成の負担と併せて、事前調整や申請 

段階における「協議時間の長さ」に関しても不満が多い傾向にある。 

■図表3.3.6 事業認定の利便性及び改善点 
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出典）事業者アンケート調査結果を基に作成 

（４）税制優遇の利便性及び改善点 

  ①  税制優遇を活用するための手続きに関する利便性の評価 

税制優遇の手続きに関する利便性の評価をみると、「申請段階の資料作成負担」や「支援 

決定までの時間」に満足している業者は半数程度にとどまっている。一方、「減免対象税目

の適切さ」等に関しては、概ね満足度が高い傾向にある。 

■図表3.3.7 税制優遇の利便性及び改善点 
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出典）事業者アンケート調査結果を基に作成



 72

② 税制優遇の利便性向上に向けた改善点 

税制優遇の利便性向上には、「減免割合の拡大」と「減免方法の簡素化」を望む傾向が 

ある。減免方法の簡素化では、現在の固定資産税及び都市計画税の減免対象が公共施設等 

に限定されているため、減免割合が低下しても建物全体を減免対象とするよう求める指摘 

もあった。 

■図表3.3.8 減免割合の拡大と減免方法の簡素化を望む事業者 
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出典）事業者アンケート調査結果を基に作成 

■図表3.3.9 税制優遇の活用における改善点 

「税制措置の適用範囲」 

• 一定の公共施設の整備要件を満たせば、建物全体に減免措置を適用できるようにしてほしい。 

出典）事業者ヒアリング調査結果を基に作成 

 

（５）金融支援の利便性及び改善点 

    ① 金融支援を活用するための手続きに関する利便性の評価 

金融支援の手続きに関する利便性の評価をみると、「公共施設整備要件の過大さ」と「資 

料作成の負担」に多くの不満を抱えている。特に金融支援を活用するためには、大臣認定 

を受けた後に再度協議を行わなければならず、事業スケジュールとの齟齬を生じる可能性 

が高い。また、ヒアリング調査では、社会経済情勢によって社債等の要求金利が異なる点 

において不満を抱えている。一方、支援対象や支援限度額及び期間に関しては、概ね満足 

度が高い傾向にある。 
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■図表3.3.10 金融支援の利便性及び改善点 
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出典）事業者アンケート調査結果を基に作成 

 

■図表3.3.11 金融支援の活用における問題点 

「支援活用に至るまでの事前協議の長さ」 

• 当社では、実質的に大臣認定と金融支援の事前協議は並行して実施したが、大臣認定と金融支援のスケ

ジュールは並行して実施することを前提として欲しいと考えている。 

「地元負担に応じたまち再生出資額の上限設定」 

• まち再生出資の限度額は、資本金の50%あるいは総事業費の50%と定められており、まち再生出資金額

と同等分の地元負担が必要な場合があり、同額を確保するのに困難を要する。 

「社会経済情勢に影響される公的支援策の条件」 

• 公的支援策の条件（特に金利条件等）は、民間の金融環境に影響されることが多いため、従来の不動産

市況が活況であったときの条件では活用できない場合が存在する。 

• そのため、公的支援を受けるメザニンの部分の支援内容が固まらないため、シニアローンの部分の支援

内容も固まらず、事業遂行に影響が出る恐れが存在する。 

出典）事業者ヒアリング調査結果を基に作成 

 

② 金融支援が活用できなかった場合の影響 

金融支援が活用できなかった場合、約7割の事業者は着工又は竣工時期が遅延した可能 

性があったこと又は事業を中止していたことを指摘している。 
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特に影響は無かった

事業を中止した可能性がある

事業規模を縮小した可能性がある

着工又は竣工時期が遅延した可能性がある

その他

n=18

 

■図表3.3.12 金融支援の活用の影響           出典）事業者アンケート調査結果を基に作成 

    ③ 金融支援の利便性向上に向けた改善点 

金融支援の利便性向上には、手続きに関する改善を望む声が多く、特に「周知・広報活 

動の強化」や「資料作成負担の軽減」、さらには「支援対象額の拡大」を望む傾向がある。 

支援対象額の拡大に関しては、事業費に応じた支援額の設定を希望する事業者が多い傾向 

にあった。 

■図表3.3.13 金融支援の利便性及び改善点 
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出典）事業者アンケート調査結果を基に作成 

■図表3.3.14 金融支援の活用における改善点 

「事業規模に応じた金融支援枠の設定」 

• 首都圏や三大都市圏では、大規模事業が多いため、金融支援の上限が抑えられていては公的支援策とし

て有効に機能しない恐れが存在する。 

「地方都市における出資形態による支援策の見直し」 

• 地方都市における都市開発事業では、大都市並みに配当を出すことは困難であり、第三者への売却等も

困難であるため出口戦略が見えないことが多い。 

出典）事業者ヒアリング調査結果を基に作成
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（６）都市再生特別地区の利便性及び改善点 

    ① 都市再生特別地区を活用するための手続きに関する利便性の評価 

都市再生特別地区の手続きに関する利便性の評価をみると、協議段階や申請段階の「資料

作成の負担」、「事前協議の時間」や「審査基準の明確さ」に多くの不満を抱えている。これ

は、都市計画決定権を持つ自治体によって事前調整の手続きが大きく異なることや、民間の

自由な発想を最大限活かすという都市再生特別措置法の趣旨を尊重するがゆえに審査基準

等が明確にされていないことに原因がある。そのため、民間事業者にとっては多くの時間を

要する手続きとなっている。一方、対象地域要件や面積要件に関しては、概ね満足度が高い

傾向にある。 

■図表3.3.15 都市再生特別地区の問題点及び改善点 
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出典）事業者アンケート調査結果を基に作成 

 

■図表3.3.16 都市再生特別地区の活用における問題点（事業者） 

「長期化する事前協議手続きと過大な資料作成の負担」 

• 都市再生特別地区では、他の規制緩和手法とは異なり、各自治体において事業者の都市再生に貢献する

取組みに対する規制緩和範囲を事前的に明示していない。 

• そのため、自治体と取組み内容と規制緩和範囲に関する協議を行わなければならない。 

「提案する取組みにおける公益性の説明の困難さ」 

• 都市再生特別地区の協議では、提案する事業者側が如何に都市再生に貢献する取組みなのかという点を

説明する必要がある。 

出典）事業者ヒアリング調査結果を基に作成 
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② 都市再生特別地区が活用できなかった場合の影響 

都市再生特別地区が活用できなかった場合、約8割の事業者が事業規模縮小の可能性又は

事業中止の可能性を指摘している。 

■図表3.3.17 都市再生特別地区が活用できなかった場合の影響 
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出典）事業者アンケート調査結果を基に作成 

    ③ 都市再生特別地区の利便性向上に向けた改善点 

都市再生特別地区の利便性向上には、「審査の視点・審査基準の明確化」、「事前協議・申

請期間の短縮」について事業者から改善を望む声がある。 

 

■図表3.3.18 都市再生特別地区の活用の利便性及び改善点 

              
出典）事業者アンケート調査結果を基に作成 
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３．４ 評価のまとめ 

 
（１）都市再生緊急整備地域における施策の評価 

         3.1のとおり、都市再生事業の実施について、①施策コストと効果の比較、②都市再生特別 

地区の活用状況、③経済波及効果を踏まえると、都市再生緊急整備地域における都市再生事業 

に係る都市再生関連施策（金融支援・税制特例措置・都市再生特別地区。以下3.4において同 

じ。）は、民間の資金とノウハウを十分に活用するものとして、都市の再生に寄与する効果が 

あることがわかった（3.1）。また、事業者は、初期投資負担の軽減、収益機会の向上、事業の 

確実性の向上、といった効果を認識しており、例えば、金融支援については、94％の事業者が 

金融支援を活用できなかった場合に事業推進に対して何らかの影響を与えると回答している 

ことなど、多くの事業者が都市再生関連施策を活用できなかった場合、事業推進に対して何ら 

かの影響を与えると認識していることがわかった（3.3）。 

 

一方、現在の65の都市再生緊急整備地域において、都市再生関連施策の活用状況が異なっ 

ており、現在の都市再生関連施策が全ての地域において十分に機能したとはいえないと考えら 

れる(3.1)。また、事業者は、いずれの都市再生関連施策に関しても、資料作成費用や手続き 

に要する時間など手続き面のコストについて改善を望む声が多いことがわかった。 

 

 

（２）都市再生整備計画の区域における施策の評価 

3.2のとおり、都市再生整備事業の実施について、①施策コストと効果の比較、②経済波及 

効果を踏まえると、都市再生整備事業に係る都市再生関連施策は、全国都市再生に寄与する一 

定の効果があることがわかったが、大都市と比べて民間活力が相対的にぜい弱であることもわ 

かった。 

また、公共公益施設の整備に関する事業等の実施については、地域の特色に応じて多様な目 

標を設定し、様々なまちづくりの課題に対応した都市再生が、行政と住民や民間団体との連携 

の下、進められていることがわかった。 
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第４章 今後の施策の方向性 

 
4.1 国の成長を牽引する大都市の再生 

 

国の成長の牽引役としての役割を果たす大都市について、近隣のアジア諸国は、国を挙げて 

国際競争力向上のための取組みを推進しており、その主要都市である上海、シンガポール、天 

津等の諸都市は、昨今著しい成長を遂げているところである。 

これらアジア諸都市の台頭により、我が国都市の相対的な地位の低下が懸念される中、国の 

成長を牽引する大都市について、官民が連携して市街地の整備を推進し、海外から企業・人等 

を呼び込むことにより、大都市の再生を図ることが喫緊の課題となっている。 

 

 

4.2 都市の魅力の向上 

 

    少子高齢化や人口減少の進展、国・地方を通じた財政状況の悪化といった状況の中、都市の魅 

力を向上させていくためには、行政だけではなく、企業やＮＰＯ等の民間主体のまちづくりへ 

の積極的な参画を促し、官民連携によるまちづくりを推進することを通じて、自発的・自立的 

に地域のポテンシャルを活性化させていくことが重要となっている。 

 

 

 
【大都市において求められる支援策】 

• 都市開発事業に対する資金供給の円滑化のための金融環境の整備 
• 旺盛な民間活力を活用するため、企業の財務状況等を踏まえた都市開発事業の有効なインセ

ンティブの付与 
• 都市再生関連施策の手続の迅速化 

 
【地方都市において求められる支援策】 

• 市町村による個性あるまちづくり 
• 立ち上がりが困難な都市開発事業への財政面・ノウハウ面などの支援 
• 官民連携によるまちづくりを推進するための新たな枠組み 
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（評価書の要旨） 
テーマ名 住生活基本計画

(全国計画) 
担当課 

（担当課長名）
(住宅局) 

担当課：住宅政策課   (課長 山口 敏彦)

関係課：総務課     (課長 菱田 一 ）
住宅総合整備課 （課長 伊藤 明子）
住宅生産課   （課長 橋本 公博）
建築指導課   （課長 井上 勝徳）
市街地建築課  （課長 坂本  努 ）

評価の目的、
必要性 

「住生活基本法」（平成１８年６月法律第６１号）に基づき、「住生活基本計
画（全国計画）」（平成１８年９月閣議決定）を策定し、国民の住生活の安定
の確保及び向上の促進に関する施策について総合的かつ計画的な推進を図っ
てきた。 

現行計画については、社会経済情勢の変化及び施策の効果に対する評価を
踏まえて、おおむね５年後に見直し、所要の変更を行うこととされており、
新たな住生活基本計画の策定に向け、現行計画における目標の達成状況等に
ついて評価を行う必要がある。 

現行計画における目標の達成状況等の分析・評価を通じ、新たな住生活基
本計画に反映することを目的とする。 

対象政策 社会経済情勢の変化を踏まえつつ、現行計画に掲げる４つの目標、及び目
標の達成状況を定量的に測るために設定している各成果指標を評価対象と
し、評価・分析を実施する。 

政策の目的 住生活基本計画(全国計画)は、住生活基本法第１５条に基づき、住生活の
安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため
に策定するものである。 

評価の視点 以下の視点から評価を行う。 
○住生活基本計画（全国計画）に掲げる目標（※）が達成されているか。 
○目標を達成するための基本的な施策は具体的にどのように実施され、どの

ような効果があったのか。 
○成果指標は、住生活基本計画（全国計画）の目標の達成状況を把握するの

に適切なものとなっているか。 
(※) ・良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継 

・良好な居住環境の形成 
・国民の多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備 
・住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

評価手法 社会経済情勢の変化を踏まえつつ、現行計画において設定している成果指
標について、住生活総合調査、住宅市場動向調査等に基づく定量的 ・定性的
な分析を行い、その達成状況を評価するとともに、効果や課題を分析。 

その上で、目標の達成状況や課題について、評価・分析を実施。 
評価結果 各目標及び各成果指標の評価は下記の通り。 

 
【目標１：良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継】 
（目標１の全体評価） 

順調に進んでいるが、依然耐震性不十分な住宅ストックの存在、老朽マン
ションの増加等の課題があり、引き続き、住宅の耐震化、マンション管理の
適正化、省エネ化、リフォームの促進等の取組を推進する必要がある。  

 
（成果指標） 

「① ストックの新耐震基準適合率」 
目標：75%（平 15）→90%（平 27） 
現状：79%（平 20） 

「② 共同住宅共用部分のユニバーサルデザイン化率」 
目標：10%（平 15）→25%（平 27） 
現状：16%（平 20） 

「③ ストックの省エネルギー対策率」 
目標：ストック 18%（平 15）→40%（平 27） 

新 築  32%（平 16）→50%（平 20） 
現状：ストック 21%（平 20） 

        新 築  39%（平 20） 
「④ リフォームの実施率（年間・対ストック総数）」 

目標：2.4%（平 11～15 平均）→5%（平 27）   
現状：3.5%（平成 16～20 平均） 



「⑤ 適正な修繕積立金を設定しているマンションの割合」 
目標：20%（平 15）→50%（平 27） 
現状：37%（平 20） 

    
【目標２：良好な居住環境の形成】 
（目標２の全体評価） 

概ね順調に進んでいるが、依然未整備の重点密集市街地の存在等の課題
があり、密集市街地のきめ細かな整備等の取組を推進する必要がある。  

 
（成果指標） 

「⑥ 重点密集市街地の整備率」 
目標：0%（平 14）→概ね 100%（平 23） 
現状：約 38%（平 21） 

「⑦ 地震時に危険な大規模盛土造成地の箇所数」 
目標：約 1,000 箇所（平 17）→約 500 箇所（平 27） 
現状：約 20 箇所で対策工事実施（平 21） 

 
【目標３：国民の多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備】
（目標３の全体評価） 

既存住宅流通・リフォーム市場は、情報不足等による消費者の不安を解
消するには不十分な状況にあり、市場整備等の取組を一層推進する必要が
ある。 

 
（成果指標） 

「⑧ 住宅性能表示の実施率（新築）」 
目標：16%（平 17）→50%（平 22） 
現状：19%（平 20） 

「⑨ 既存住宅の流通シェア」 
目標： 13%（平 15）→23%（平 27） 
現状：13.5%（平 20） 

「⑩ 住宅の利活用期間」 
目標: 4.6%（平 15） →早期に解消 
現状：4.3%（平 20） 

「⑪ 育て世帯の誘導居住面積水準達成率」 
目標:全 国    42%（平 15）→50%（平 22） 

大都市圏   37%（平 15）→50%（平 27） 
現状:全 国   40.4%（平 20） 

大都市圏 35.5%（平 20） 
 
【目標４：住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保】 
（目標４の全体評価） 

高齢者のいる住宅のバリアフリー化が依然低水準等の課題があり、住宅
セーフティネットの更なる充実を図る必要がある。 

 
（成果指標） 

「⑫ 最低居住面積水準未満率」 
目標:4.6%（平 15）→早期に解消 
現状:4.3%（平 20） 

「⑬ 高齢者のいる住宅のバリアフリー化率」 
目標：一定 29%（平 15）→75%（平 27）   

      高度 6.7%（平 15）→25%（平 27） 
現状：一定 36.9%（平 20） 

高度  9.5%（平 20）  
 

政策への 
反映の方向 

評価結果を踏まえ、国民の豊かな住生活を実現するための新たな住生活基本
計画(全国計画)を策定する。 

第三者の 
知見活用 

国土交通省政策評価会のほか関係機関・学識者等への意見聴取を実施。 
社会資本整備審議会住宅宅地分科会にて、新たな住生活基本計画の策定に

向けてご審議頂いた。 
実施時期 平成 21 年度～平成 22 年度 
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Ⅰ 評価の対象と視点 

 

１．評価書の位置付け 

   本評価書は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号）第

６条に基づき国土交通省で策定している「国土交通省政策評価基本計画」（平成 14 年

３月 22 日策定）においてⅦ－２で規定されている「政策レビュー（総合評価方式）」

の中で定められているテーマである「住生活基本計画(全国計画)」に関する評価を、

国土交通省住宅局において、平成 21 年度から平成 22 年度に実施したものであり、同

法第 10 条に規定する評価書として作成するものである。 

 

２．評価の目的、必要性、対象範囲 

   住宅政策の新たな基本法制として制定された「住生活基本法」（平成１８年６月法律

第６１号）に基づき、「住生活基本計画（全国計画）」（平成１８年９月閣議決定）を策

定し、国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、総合的かつ

計画的な推進を図ってきた。 

     計画については、社会経済情勢の変化及び施策の効果に対する評価を踏まえて、お

おむね５年後に見直し、所要の変更を行うこととしており、新たな住生活基本計画の

策定に向け、現行計画における目標の達成状況等について評価を行う必要がある。 

現行計画における目標の達成状況等の分析・評価を通じ、新たな住生活基本計画の

策定に反映する。 

 

３．評価の視点 

住宅分野におけるこれまでの住宅政策を勘案し、下記のような視点に基づき評価を

行う。なお、第三者の知見の活用としては、住生活基本計画の見直しに向けた審議と

して、社会資本整備審議会住宅宅地分科会を開催し、ご意見等を承った。 

① 生活基本計画（全国計画）の目標（※）が達成されているか。 

 (※) ・良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継 

    ・良好な居住環境の形成 

    ・国民の多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備 

    ・住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

② 目標を達成するための基本的な施策は具体的にどのように実施され、どのような

効果があったのか。 

③ 成果指標は、住生活基本計画（全国計画）の目標の達成状況を把握するのに適切

なものとなっているか。 

 

 

 



 

 ２

 

Ⅱ 住生活基本計画(全国計画)の策定背景と概要 

１．住宅政策の変遷 

 （１）住宅建設五箇年計画の創設 

    我が国の住宅政策は、終戦直後の 420 万戸という住宅の絶対的不足に応急的に対応する

ことから始まった。戦前においても関東大震災等に対する緊急的な措置として住宅対策が

行われていたが、恒久的な制度のさきがけとなったのは、昭和 25 年の「住宅金融公庫」設

立である。これは、当時の民間金融機関が産業振興に追われ、長期低利の住宅金融を行う

資金的余力がなかったため、国家資金による住宅金融制度の創設が求められたことによる

ものである。 

    続く昭和 26 年には、住宅に困窮する低額所得者に低額家賃で住宅を供給するため、予算

措置で行われていた国庫補助住宅の建設に恒久性と計画性をもたせるべく「公営住宅法」

が制定された。その後、我が国の著しい経済力の回復を背景に、人口の急激な集中による

大都市地域での住宅難という新たな問題が生じたため、行政区域にとらわれない広域的な

住宅供給や勤労者のための住宅の集団的建設等を担う「日本住宅公団」が昭和 30 年に設立

された。 

    こうして、住宅及び住宅資金の直接供給を担ってきた公庫融資、公営住宅、公団住宅と

いう戦後の住宅政策の三本柱ともいえる政策手法が制度的に確立した。 

    このような住宅政策の三本柱の確立と合わせて、昭和 30 年には、住宅不足の解消を目指

し、民間住宅の自力建設を含む住宅建設の目標を掲げる長期計画が初めて策定された。し

かしながら、昭和 30 年代後半においては、人口の都市集中と核家族化がかつてないほど激

しく進んだ結果、５年間に大都市地域で世帯数が約 27％増加するなど、当時国が掲げてい

た「１世帯１住宅」を実現するという目標が達成困難な見通しとなった。 

    こうした状況を踏まえ、昭和 41 年に「住宅建設計画法」が制定され、国、地方公共団体

及び国民が相互に協力し合って住宅の建設を強力に推進することを目指すこととなった。 

 

 （２）量の確保から質の向上への移行  

住宅建設五箇年計画の下で進められた住宅の計画的供給を通じ、昭和 43 年には全国レベ

ルで住宅数が世帯数を上回り、昭和 48 年に全ての都道府県で住宅数が世帯数を上回ったこ

とを契機として、今日まで、住宅建設計画法の枠組みを維持しつつも、時代のニーズに対

応し、主要政策手法三本柱をはじめとする様々な政策手法の運用・制度面の見直しを図り

ながら、住宅建設五箇年計画の中で、住宅政策の重点を住宅ストックの質の向上や良好な

住環境の確保に移行させてきている。 

具体的には、昭和 51 年度からの第三期住宅建設五箇年計画において、すべての世帯が確

保すべき「最低居住水準」及び平均的な世帯が確保すべき「平均居住水準」を定め、昭和

60 年に向けた長期展望の下に住宅ストックの質の向上を図ることを目指した。また、昭和

56 年度からの第四期計画においては、良好な住環境の確保を目標として「住環境水準」を

定めた。さらに、昭和 61 年度からの第五期計画においては、「平均居住水準」に替えて「誘

導居住水準」を設定し、平成 12 年を目標年次としてさらにゆとりある住生活の実現を目指

した。 

こうして、我が国の床面積を中心とする居住水準はかなりの改善が見られ、昭和 58 年に

は、全国でほぼ半数の世帯が「平均居住水準」を確保し、昭和 63 年には、最低居住水準未

満の世帯が全国で１割を切った。平成 15 年においては、全国で半数以上の世帯が誘導居住
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水準を達成している。その一方で、大都市圏の借家を中心に、最低居住水準、誘導居住水

準ともに未だ達成していない世帯が多いという課題を抱えている。 

 

 （３）市場重視・ストック重視へ 

近年では、住宅数が世帯数を大きく上回り、床面積を中心に居住水準が大きく改善され

る一方、社会経済情勢や居住ニーズの変化に対応して、求められる質が多様化・高度化し

てきている。 

こうした状況に対応し、住宅政策においては市場重視・ストック重視の方向の施策が重

要となってきている。例えば、平成 8 年には、公営住宅の整備に民間住宅の借上げ・買取

り方式が導入され、また、平成 12 年には、住宅の性能を表示するルールの設定を通じ、住

宅供給者が性能に関して競争するインセンティブを働かせるとともに、消費者に対して性

能に関する十分な情報を提供する住宅性能表示制度が創設されるなど、市場機能の活用と

既存ストックの有効活用に向けた制度の充実が図られている。 

こうした方向をより明確にするため、平成 13 年からの第八期住宅建設五箇年計画におい

ては、総住宅建設戸数の見通しと公的資金住宅の建設戸数目標に、新たに増改築件数が加

えられた。また、住宅ストックが普遍的に備えるべき基本的性能として、バリアフリー化

に関する数値目標を含む「住宅性能水準」を位置づけた。 

 

 

 

【図 住宅政策の変遷】 
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２．住生活基本法の制定 

住宅の量的充足や近年の少子高齢化の急激な進展、国民の居住ニーズの多様化等、我が

国の住宅政策を取り巻く環境は住宅建設五箇年計画制度の創設時から大きく変化してきて

おり、このような変化に的確に対応していくためには、公的資金による住宅の新規供給支

援を中心とした住宅政策自体も時代に即したものへと転換していく必要が生じた。 

少子高齢化の急速な進行等の社会経済情勢の変化に伴い新たな課題への対応が求められ

る中で住宅及び居住環境の「質」については未だ十分な水準とは言い難い状況にあり、ま

た、住宅困窮者が多様化する中で住生活の分野において憲法第 25 条の趣旨が具体化される

よう、公平かつ的確な住宅セーフティネットの確保を図っていくことが求められている。 

このような状況を踏まえ、住宅及び住宅資金の直接供給のための政策手法の抜本的な改

革が行われてきたところであり、このような中、住宅建設を継続的に推進する住宅建設計

画法を廃止し、これに替わる新たな制度的枠組みとして、平成 18 年 6 月、住生活基本法が

制定された。 

 

同法は、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、基本理念を定め、

並びに国及び地方公共団体並びに住宅関連事業者の責務を明らかにするとともに、基本理

念の実現を図るための基本的施策、住生活基本計画その他の基本となる事項を定めること

により、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、

もって国民生活の安定向上と社会福祉の増進を図るとともに、国民経済の健全な発展に寄

与する（法第１条）ことを目的としているものである。 

基本理念として、 

① 現在及び将来の住生活の基盤となる良質な住宅の供給（第３条） 

② 住民が誇りと愛着をもつことのできる良質な居住環境の形成（第４条） 

③ 民間活力、既存ストックを活用する市場の整備と消費者利益の保護（第５条） 

④ 低額所得者、高齢者、子育て家庭等の居住の安定の確保（第６条） 

を規定した上で、基本的施策として、 

① 住宅の品質又は性能の維持及び向上並びに住宅の管理の合理化 

② 地域における居住環境の維持及び向上 

③ 住宅の供給等に係る適正な取引の確保及び住宅の流通の円滑化のための環境の整備 

④ 居住の安定の確保のために必要な住宅の供給の促進等 

を掲げている。 

 

また、同法第１５条に基づき、政府は、基本理念にのっとり、基本的施策その他の住生

活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、国民

の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画（全国計画）を定めなければ

ならないこととされ、計画では、計画期間のほか、次に掲げる事項について定めることと

されている。 

・ 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策についての基本的な方針 

・ 国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する目標 

・ 目標を達成するために必要と認められる住生活の安定の確保及び向上の促進に関す 

る施策であって基本的なものに関する事項 

・ 東京都、大阪府その他の住宅に対する需要が著しく多い都道府県における住宅の供 

給等及び住宅地の供給の促進に関する事項 
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・ その他住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進 

するために必要な事項 

また、都道府県は、全国計画に即して、当該都道府県の区域内における住民の住生活の安

定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画を定める（法第１７条）こととされている。 

 

本法の制定により、住宅セーフティネットの確保を図りつつ、健全な住宅市場を整備する

とともに、国民の住生活の「質」の向上を図る政策への本格的な転換を図る道筋が示された。 

国民の居住ニーズの多様化・高度化、人口・世帯減少社会の到来、環境制約の一層の高ま

りなど様々な課題を抱える 21 世紀の我が国において、住生活基本法に掲げられた基本理念に

のっとり、国民が真に豊かさを実感できる社会を実現するためには、住宅単体のみならず居

住環境を含む住生活全般の「質」の向上を図るとともに、フローの住宅建設を重視した政策

から良質なストックを将来世代へ承継していくことを主眼とした政策へ大きく舵を切ってい

くことが不可欠となっている。 

 

【図 住生活基本法】 

 
 

３．住生活基本計画（全国計画） 

 （１）計画の概要 

住生活基本法に掲げられた基本理念や基本的施策を具体化し、それを推進していくため

の基本的な計画として、平成 18 年９月、同法第１５条に基づき住生活基本計画（全国計画）

が策定され、政府は、本計画に基づく施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、本計

画に基づく施策を定期的に評価・分析し、今後の施策展開に反映していくこととしている。 

 

 （２）基本的な方針 

本計画では、住宅の位置づけと住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な方

針を定めており、国民の居住ニーズが多様化・高度化していることを踏まえれば、豊かな

住生活は、人々のニーズが反映される市場において、一人一人が自ら努力することを通じ

て実現されることを基本とし、このため、国及び地方公共団体の役割は、市場が円滑かつ

適切に機能するための環境を整備するとともに、市場に委ねていては適切な資源配分が確

保できない場合にその誘導・補完を行うこととしている。このための条件として、国民の

多様な居住ニーズを満たす安全・安心で良質な住宅を適時・適切に選択できる住宅市場の

形成が不可欠としている。 

これらを踏まえ、国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する目標の達成に向け、

次の４つの横断的な視点を基本として、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策
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を総合的かつ計画的に推進することとしている。 

 

① ストック重視の施策展開 

住宅のストックが量的に充足し、環境問題や資源・エネルギー問題がますます深刻化

する中で、これまでの「住宅を作っては壊す」社会から、「いいものを作って、きちんと

手入れして、長く大切に使う」社会へと移行することが重要である。このような観点か

ら、既存住宅ストック及び新規に供給される住宅ストックの質を高めるとともに、適切

に維持管理されたストックが市場において循環利用される環境を整備することを重視し

た施策を展開する。 

 

② 市場重視の施策展開 

多様化・高度化する国民の居住ニーズに的確に対応するには、市場による対応が最も

効果的である。このため、市場における適正な取引を阻害する要因を除去し、その機能

が適切に発揮される健全な市場の形成を図るとともに、住宅関連事業者に比べて専門的

知識や経験の少ない消費者の利益の擁護及び増進を図ることに留意しつつ、市場におけ

る法令の遵守を徹底した上で、可能な限り市場機能の活用を図ることを重視した施策を

展開する。 

 

③ 関連する施策分野との連携による総合的な施策展開 

住宅は国民が人生の大半を過ごす基盤であり、その生活にとって欠くことのできない

ものである。このような住宅において営まれる住生活を豊かなものとするため、まちづ

くり施策、福祉施策、環境・エネルギー施策、防災施策等の国民生活に深く関わる施策

分野との密接な連携を進めることにより、総合的に施策を展開する。 

 

④ 地域の実情を踏まえたきめ細かな施策展開 

地域の自然、歴史、文化その他社会経済の特性に応じた多様な居住ニーズに的確に対

応するためには、地域の実情を最もよく把握している地方公共団体が主役となって、総

合的かつきめ細かな施策展開が図られることが必要である。このため、地方公共団体に

よる施策の実施を支援するとともに、従来にも増して地域に密着した施策展開を図る観

点から、地方公共団体とまちづくり等に主体的に取り組む地域住民の団体、ＮＰＯ、民

間事業者等との連携の促進を図る。 
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【図 住生活基本計画】 
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Ⅲ 施策の実施状況 

１．はじめに 

本章は、住生活基本計画の期間内における、住宅関係予算の推移と施策の実施状況（平成

１８年９月１９日～平成２１年度実施分）をまとめたものである。 
施策については、Ⅱの３の（２）で述べたとおり、計画第１の３「住生活の安定の確保及

び向上の促進に関する施策についての横断的視点」に基づき、ストック重視の施策展開、市

場重視の施策展開、関連する施策分野との連携による総合的な施策展開、及び地域の実情を

踏まえたきめ細かな施策展開の４つの視点から施策を展開してきた。 
特に、住宅は公共財ではなく民間所有となることを踏まえつつ、国及び地方の長期債務残

高の増大、社会保障関係費の増大等により住宅関連予算が限られている中、政策手段の重点

化や効果的な組み合わせが一層重要となっており、これに伴い、市場原理に委ねるべきもの

は委ね、市場の失敗が存在すればその除去に施策の重きを置くとともに、福祉施策、環境・

エネルギー施策等の各分野との連携や、国、地方公共団体、地域住民の団体、ＮＰＯ、民間

事業者等様々な主体間の連携が必要であるとの考えから施策を展開してきたところである。 
その結果、２．のとおり、住宅関連予算額が低位に推移する中で、３．のとおり、各目標

に掲げられた基本的施策に沿って、市場環境整備、法律、予算、税制、融資等様々な手法を

用いて、毎年度２００施策程度を実施、計画期間内で総合すると概ね３００程度の施策を実

施してきた（重複分は一としてカウント）。 
 

２．住宅関連予算額の推移 

国及び地方の長期債務残高の増大、社会保障関係費の増大等により住宅関連の予算が限ら

れており、その規模は、平成１８年度から２０年度は約１兆円、平成２１年度は約９千億円

程度の予算規模となっている（平成２２年度は、地域住宅交付金やまちづくり交付金等が社

会資本整備総合交付金に整理されている）。 
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３．施策の実施状況 (平成 18 年 9 月 19 日から平成 21 年度実施分) 

住生活基本計画（全国計画）の策定された平成 18 年 9 月 19 日から平成 21 年度までに実施

した住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、その実施状況を住生活基本

計画（全国計画）の構成に従ってまとめたものである。 

施策数では、毎年度、概ね２００施策程度を実施しており、計画期間内で総合すると概ね

３００程度の施策を実施してきた 

 

目標１．良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継 

①住宅の品質又は性能の維持及び向上 

１ 耐震性、防火性及び採光性の確保、化学物質等による室内汚染の防止等、住宅の基本的

な品質又は性能を確保するため、建築規制を的確に運用する 

○ 改正建築基準法の施行により、平成 18 年 10 月 1 日から、建築物への石綿の使用を規制。 

 

○ 「建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律」により、建築

確認・検査制度の厳格化等を措置し、引き続き、建築規制を的確に運用するための施策を

推進(平成 18 年 6 月 21 日公布、平成 19 年 6月 20 日施行)。 

 

○ 「建築士法等の一部を改正する法律」により、建築士の資質・能力の向上のための措置等

を行い、引き続き、円滑施行に係る施策を実施（平成 18 年 12 月 20 日公布、平成 20 年 11

月 28 日施行）。 

 

○ 「建築基準法施行令の一部を改正する政令」により、エレベーターの安全に係る技術基準

の見直しを実施（平成 20 年 9 月 19 日公布、平成 21 年 9 月 28 日施行）。 

 

○ 建築確認手続き等の運用改善の方針をとりまとめ(平成 22 年 1 月 22 日公表)、これに基づ

き、建築基準法施行規則及び関係告示等を改正(平成 22 年 3 月 29 日公布、平成 22 年 6 月 1

日施行)。 

 

○ 「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき、耐震診断・耐震改修に関する指導、

耐震改修の計画の認定等を実施。 

  【平成 22 年 4 月 1日現在】耐震改修促進計画策定状況：全都道府県、1,398 市町村 

 

２ 大規模な地震や犯罪の危険性に備え、国民の安全・安心を実現するため、耐震診断・

耐震改修を促進するとともに、住宅の防犯性向上のための情報提供等を行う。 

○ 耐震改修促進税制（所得税、固定資産税等）を創設。 

 

○ 改正消防法の施行により、平成 18 年 6 月 1日から住宅用火災警報器等の設置を義務付け。 

 

○ 「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき、耐震診断・耐震改修に関する指導、

耐震改修の計画の認定等を実施。（再掲） 

  【平成 22 年 4 月 1日現在】耐震改修促進計画策定状況：全都道府県、1,398 市町村 

   

○ 住宅・建築物安全ストック形成事業等により、住宅の耐震診断・耐震改修を促進。 

  【平成 21 年度】耐震診断：約 4万戸、耐震改修：約 9千戸 

 

○ 住宅金融支援機構の証券化支援事業の枠組みを活用した優良住宅取得支援制度により、耐

震性に優れた住宅の取得を融資金利の引き下げにより促進。 

  【平成 21 年度】申請戸数：39,934 戸の内数 

 

○ 防犯性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議を開催し、一定の防犯性能が
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ある建物部品を掲載した「防犯建物部品目録」を追加公表。 

  【平成 21 年度末時点】掲載品目総数：計 17 種類 3,988 品目 

 

○ 「共同住宅に係る防犯上の留意事項」及び「防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針」の

普及を促進。 

 

○ 住宅用火災警報器の普及促進に向け、住宅用火災警報器設置推進基本方針に基づき、普及

率調査の実施や住宅防火対策推進シンポジウムの開催等を実施。 

  【平成 21 年 12 月時点】推計普及率：52.0％ 

 

３ 住宅ストックが長期にわたり有効に活用されるよう、耐久性に優れ、維持管理がしや

すく、ライフスタイルやライフステージの変化等に応じたリフォームにも柔軟に対応でき

る長期優良住宅の普及を図る。 

○ 長寿命の木造住宅を整備するための設計・施工時の配慮事項等をまとめた事業者向けのマ

ニュアル作成に着手。 

 

○ 長寿命木造住宅整備のための事業者向けマニュアルを作成し、平成 19 年 11 月 15 日に公

表（（財)日本住宅・木材技術センター）。 

 

○ 21 世紀都市居住緊急促進事業により、耐久性に優れた住宅の整備を促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：47 地区の内数（三大都市圏：38 地区の内数） 

 

○ 先導型再開発緊急促進事業により、耐久性に優れた施設建築物等の整備を促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：31 地区の内数（三大都市圏：20 地区の内数） 

 

○ 住宅金融支援機構の証券化支援事業の枠組みを活用した優良住宅取得支援制度により、耐

久性及び可変性に優れた住宅の取得を融資金利の引き下げにより促進。(再掲) 

  【平成 21 年度】申請戸数：39,934 戸の内数 

 

○ 住宅ローン減税制度の延長及び拡充等により、中堅勤労者等における無理のない負担での

住宅取得を支援。 

 

○ 第 170 回国会において「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」が成立（平成 20 年 12

月 5 日公布。平成 21 年 6 月 4日施行）。 

 

○ 「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、長期優良住宅の普及を促進（平成

20 年 12 月 5 日公布、平成 21 年 6 月 4日施行）。 

  【平成 22 年 3 月末時点】長期優良住宅建築等計画の認定実績：57,127 戸 

 

○ 良質な住宅への投資を促進するための緊急措置の創設等（長期優良住宅の建設及び住宅に

係る各種改修）。 

  【平成 21 年度】 

   ・認定長期優良住宅の新築等をした場合の所得税額の特別控除の創設 

   ・一定の省エネ改修を行った場合の所得税額の特別控除の創設 

   ・一定のバリアフリー改修を行った場合の所得税額の特別控除の創設 

   ・住宅に係る耐震改修促進税制の延長（所得税） 

 

○ 長期優良住宅の新築・取得に係る登録免許税・不動産取得税・固定資産税の特例措置の創

設。 

 

○ 平成 20 年４月に発表した「今後の住宅産業のあり方に関する研究会」の提言を受けて設
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立された民間の団体「長期使用住宅部材標準化推進協議会」と連携し、住宅の長期使用に

向けた部品・部材等の共通化等について検討。 

 

４ 高齢者、障害者をはじめとする多様な者が安全で快適な住生活を営めるよう、住宅の

ユニバーサルデザイン化を促進する。 

○ 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づき、共同住宅のバリア

フリー化に関する指導、共同住宅の建築等の計画の認定等を実施。 

  【平成 20 年度】認定件数：255 件 

 

○ 21 世紀都市居住緊急促進事業により、バリアフリー性能に優れた住宅の整備を促進。（再

掲） 

【平成 21 年度】実施地区：47 地区の内数（三大都市圏：38 地区の内数） 

 

○ 先導型再開発緊急促進事業により、バリアフリー性能に優れた施設建築物等の整備を促

進。(再掲) 

【平成 21 年度】実施地区：31 地区の内数（三大都市圏：20 地区の内数） 

 

○ 住宅金融支援機構の証券化支援事業の枠組みを活用した優良住宅取得支援制度により、バ

リアフリー性能に優れた住宅の取得を融資金利の引き下げにより促進。（再掲） 

  【平成 21 年度】申請戸数：39,934 戸の内数 

 

○ 既設の公営住宅について、バリアフリー化等を計画的に推進することにより、公営住宅ス

トックの居住水準の向上と総合的な活用を推進。 

  【平成 21 年度】改善戸数：33,172 戸 

 

○ 住宅に困窮する低額所得者に対して、一定のバリアフリー性能を有する公営住宅の的確な

供給を推進 

【平成 21 年度】供給戸数：16,586 戸 

 

○ 高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅の

供給を促進するための措置を講ずることにより、一定のバリアフリー性能を有する優良な

賃貸住宅の供給を推進。  

【平成 21 年度】供給戸数：1,655 戸 

 

○ 住宅に係るバリアフリー改修促進税制の延長（所得税）により、住宅におけるバリアフリ

ー改修を促進。 

 

５ 地球温暖化問題や廃棄物問題等の環境問題に対応して、省エネルギー性能をはじめとす

る住宅の環境性能の向上を図るともに、住宅における自然エネルギーの利用の促進、森林吸

収源対策としての住宅への地域材利用の促進、再生建材の利用の促進や住宅の建設・解体等

により生じる廃棄物の削減及び適正処理を図る。 

○ 環境共生住宅市街地モデル事業により、環境への負荷を低減するモデル性の高い住宅市街

地の整備を推進。 

  【平成 20 年度までの類型】地区数：86 地区 

 

○ 住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業により、住宅への省エネルギーシス

テムの導入を促進。 

  【平成 20 年度】交付件数：8,397 件 

 

○ 高効率エネルギー利用型住宅システム改修基盤高度化事業により、既存住宅の省エネルギ
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ー性能の向上を図るための省エネリフォームの推進に向けた普及啓発を実施。 

  【平成 20 年度】交付件数：3件 

 

○ 地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター（起業支援）事業により、新たな温暖化

対策ビジネスの市場導入を促進。   

【平成 19 年度】事業実施件数：4件 

 

○ ノンフロン化の普及啓発のために、ノンフロン断熱材等に関するパンフレットを作成する

とともに、フロン等を含む建材用断熱材を使用した建築物を解体する際に効率的な処理法

等を整理した「建材用断熱フロンの処理技術」を公表し、関係者へ情報提供。 

 

○ ソーラー・マイレージクラブ事業により、地球温暖化対策地域協議会による住宅への省 CO2

設備等導入に係る普及啓発活動を促進。 

  【平成 20 年度】事業実施件数：5件（地域協議会） 

 

○ 日本の森を育てる木づかいキャンペーン活動（セミナー、シンポジウムの開催等）を実施。 

 

○ 住宅市場整備等推進事業により、中小工務店と木材生産者の連携による、地域材を用いた

木造住宅の生産体制の整備を促進。 

 

○ 第 169 回国会において「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（一定の中小規模の住

宅・建築物について省エネ措置の届出の義務化、大規模な住宅・建築物に係る担保措置を

強化等）を改正（平成 20 年 5月 30 日公布、平成 21 年 4 月 1日（一部平成 22 年 4 月 1日）

施行）。 

 

○ 「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づき、一定の中小規模の住宅・建築物に

係る省エネ措置の届出義務化、大規模な住宅・建築物に係る担保措置の強化等を実施（平

成 20 年 5 月 30 日公布、平成 21 年 4 月 1日（一部平成 22 年 4 月 1日）施行）。 

 

○ 21 世紀都市居住緊急促進事業により、省エネルギー性能に優れた住宅の整備を促進。（再

掲）     

【平成 21 年度】実施地区：47 地区の内数（三大都市圏：38 地区の内数） 

 

○ 先導型再開発緊急促進事業により、省エネルギー性能に優れた施設建築物等の整備を促

進。(再掲)  

【平成 21 年度】実施地区：31 地区の内数（三大都市圏：20 地区の内数） 

 

○ 地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター（起業支援）事業により、新たな温暖化

対策ビジネスの市場導入を促進。 

【平成 21 年度】事業実施件数：4件 

 

○ 地域協議会民生用機器導入促進事業により、地域協議会による住宅等への温暖化対策技術

の集団的な導入を促進。     

【平成 21 年度】事業実施件数：98 件 

 

○ 21 世紀環境共生型住宅（エコハウス）のモデル整備による建設促進事業により、環境負荷

低減を可能とする住宅設計手法を活用したモデルハウスを整備。 

  【平成 21 年度】事業実施件数：20 件（地方公共団体） 

 

○ 住宅金融支援機構の証券化支援事業の枠組みを活用した優良住宅取得支援制度により、省

エネルギー性能に優れた住宅の取得を融資金利の引き下げにより促進。（再掲） 
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  【平成 21 年度】申請戸数：39,934 戸の内数 

 

○ 地球温暖化対策のため、二酸化炭素の数百倍から一万倍超の温室効果を持つＨＦＣ（ハイ

ドロフルオロカーボン）を用いない断熱材（ノンフロン断熱材）の普及促進を実施。 

 

○ 再生可能エネルギー導入住宅地域支援事業により、太陽光発電等の住宅への導入を推進。 

  【平成 21 年度】事業実施件数：3件 

 

○ エコ住宅の新築や、エコリフォームに対し、様々な商品・サービスに交換可能なポイント

を発行することにより、環境対応住宅の普及を促進。 

  【平成 22 年 3 月末時点】 

    ＜実施状況＞住宅エコポイントの申請：3,690 件 

          住宅エコポイントの発行：347 件（16,279,000 ポイント） 

 

○ エコ住宅普及促進事業により、住宅の断熱改修（エコリフォーム）の普及啓発を実施。 

  【平成 21 年度】事業実施件数：1件（地域協議会） 

 

○ 国産材住宅に関する情報を消費者に総合的に提供する「日本の木のいえ情報ナビ」におい

て、登録工務店等の情報量の拡大、国産材住宅の事例集等のコンテンツの充実等を図ると

ともに、工務店等の住宅生産者に対し、地域材を利用した家づくり拡大のためのセミナー

や現地見学会を実施。  

【平成 21 年度】セミナー、現地見学会開催実績：全国５箇所 

 

○ 産学官の結集により住宅・建築物への木材利用の一層の促進に向けた取組を展開すること

を目的として「木のまち・木のいえ推進フォーラム」を設立。 

 

○ 産学官が結集して行う「木のまち・木のいえ推進フォーラム」において、住宅・建築物へ

の木材利用の一層の促進に向けた取組みを実施。  

   【平成 21 年度】木のまち・木のいえリレーフォーラム開催実績：全国６箇所 

 

○ 中小工務店と木材生産者の連携による木造住宅の生産体制整備の取組を支援。 

 

○ 建設リサイクル法に基づく特定建設資材廃棄物の分別解体等及び再資源化等の適正な実

施に関し、全国一斉パトロール等を実施。 

  【平成 21 年度】全国一斉パトロール実施回数：2回（5月、10 月） 

 

○ 第 170 回国会において「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」が成立(平成 20 年 12

月 5 日公布。平成 21 年 6 月 4日施行)。(再掲） 

 

○ 長期優良住宅の新築・取得に係る登録免許税・不動産取得税・固定資産税の特例措置の創

設。（再掲） 

 

○ 「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、長期優良住宅の普及を促進（平成

20 年 12 月 5 日公布、平成 21 年 6 月 4日施行）。（再掲） 

  【平成 22 年 3 月末時点】長期優良住宅建築等計画の認定実績：57,127 戸 

 

○ 良質な住宅への投資を促進するための緊急措置の創設等（長期優良住宅の建設及び住宅に

係る各種改修）。（再掲） 

  【平成 21 年度】 

   ・認定長期優良住宅の新築等をした場合の所得税額の特別控除の創設 

   ・一定の省エネ改修を行った場合の所得税額の特別控除の創設 
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   ・一定のバリアフリー改修を行った場合の所得税額の特別控除の創設 

   ・住宅に係る耐震改修促進税制の延長（所得税） 

 

○ 住宅・建築物省 CO2 推進事業により、省 CO2 の実現性に優れたリーディングプロジェクト

となる住宅・建築プロジェクトを推進  

 【平成 21 年度】実施地区：41 地区 

 

○ 住宅ローン減税制度の延長及び拡充等により、中堅勤労者等における無理のない負担での

住宅取得を支援。（再掲） 

 

○ 地域材を生かした地域型住宅づくりに取り組むグループに対して、モデルの設計や地域材

供給計画策定等への支援を実施。     

【平成 21 年度】実施件数：全国 11 グループ 

 

○ 地域材を利用した住宅モデル等の展示活動への支援を実施。 

  【平成 21 年度】実施件数：全国 22 府県  

 

○ 地球温暖化防止に向けて家庭部門の CO2排出量の削減を図るため、既存住宅において一定

の省エネ改修工事を行った場合の所得税・固定資産税の特例措置の創設。 

 

６ 地域の気候・風土、歴史、文化等に応じた良質な住宅の供給を促進する。 

○ 優良田園住宅の建設の促進に関する法律に基づき、優良田園住宅の建設を促進。 

  【平成 21 年度末時点】基本方針策定：39 市町村、建設計画認定：20 計画 

    

○ 公営住宅の建設や面的な居住環境整備など地域における住宅政策を自主性と創意工夫を

活かしながら総合的かつ計画的に推進する地方公共団体を交付金により支援。 

  【平成 21 年度】地域住宅計画策定数：365 計画 

 

○ 森林所有者から住宅生産者までの関係者が一体となった「顔の見える木材での家づくり」

を促進するため、各地の取組内容についてのデータベースの作成、公表等を実施。また、

優良な取り組みグループの活動内容について、紹介冊子を作成するなどして、一般消費者

等への普及等の支援を実施。 

【平成 21 年度】顔の見える木材での家づくりに取り組むグループ数：321 グループ 

    供給戸数：6,681 戸(平成 20 年) 

 

○  地域の気候・風土、歴史・文化等に応じた良質な木造住宅生産の取組みを支援。 

 

②住宅の合理的で適正な管理等 

７ 住宅ストックが、居住者等の安全・安心を確保しつつ、長期にわたって有効に活用さ

れるよう、居住者による管理体制の充実などソフト面での対応も含めた適切な維持管理や

リフォームを促進する。 

○ マンションの管理の適正化の推進に関する法律に基づき、管理組合の運営やマンションの

管理等についての助言・指導等を行うマンション管理士の登録を実施。 

  【平成 21 年度末時点】マンション管理士登録者数：17,791 人 

 

○  マンションの管理組合が各マンションの実態に応じて管理規約を制定・変更する際のモデ

ルを示した「マンション標準管理規約」について、セミナー等を通じて周知。 

  【平成 21 年度末時点】マンション管理適正化推進センターが行った基礎セミナー数：64 回 

                                                   受講者数：約 4,600 人 
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○ 適正なマンション管理のために管理組合に求められる基本事項について、標準的な対応を

全般的かつ具体的に示した「マンション管理標準指針」について、セミナー等を通じて周

知。 

 【平成 21 年度末時点】マンション管理適正化推進センターが行った基礎セミナー数：64 回 

                                              受講者数：約 4,600 人 

 

○ マンション管理相談データベース（マンション管理サポートネット）の運用を平成 19 年 7

月より開始。 

 

○ マンション管理の相談事例等がインターネット上で検察できる、マンション管理相談デー

タベース（マンション管理サポートネット）の活用促進。 

  【平成 21 年度末時点】利用者数：3,500 人 

 

○ 管理組合がマンション管理業者に管理事務を委託する際の指針となる「マンション標準管

理委託契約書」について、HP等を通じて周知。 

 

○ 「マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則」に定める、管理組合の財産の

分別管理の手法等を改正するとともに、上記省令改正との整合を図ること、及び管理委託

契約に関するトラブルの実態等を踏まえ、「マンション標準管理委託契約書」を改訂。 

 

○ 住宅リフォームに関する情報提供の実施及び相談体制等の充実。 

  【平成 21 年度末時点】地方公共団体のリフォーム相談窓口数：1,613 箇所 

【平成 22 年 3 月】リフォーム見積チェック制度及び弁護士・建築士による専門家相談制

度を開始 

 

○ 住宅の新築、改修、修繕、点検時等において、設計図書や施工内容等の情報が確実に蓄積

され、いつでも活用できる住宅履歴情報の整備とその普及を推進。 

 

○ 住宅建築に際し使用される建材・住宅設備について、固有の ID を付けた製品の流通履歴

（出荷段階から製品所有者に渡るまで）を追跡し、それら情報をデータベース化して一括

管理するトレーサビリティシステム構築の可能性について検証。 

 

○ 第 170 回国会において「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」が成立（平成 20 年 12

月 5 日公布。平成 21 年 6 月 4日施行）。（再掲） 

 

○ 「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、長期優良住宅の普及を促進（平成

20 年 12 月 5 日公布、平成 21 年 6 月 4日施行）。（再掲） 

  【平成 22 年 3 月末時点】長期優良住宅建築等計画の認定実績：57,127 戸 

 

○ 住宅ローン減税制度の延長及び拡充等により、中堅勤労者等における無理のない負担での

住宅取得を支援。(再掲) 

 

○ リフォネットにおいて、リフォーム事業者の情報を中心に、住宅リフォームを検討する消

費者が安心してリフォームを実施するために必要となる情報を提供。 

  【平成 21 年度末】リフォネット事業者登録数：4,284 事業者 

 

○ 春季、秋季全国火災予防運動において防火管理制度を通じて火災予防を推進。 

 

○ 検査と保証がセットになったリフォームかし保険を平成 22 年 3 月より販売開始。 
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８ 共同での管理が必要な分譲マンションについて、適切な維持管理及び計画的な修繕を促

進するため、マンション履歴システムの普及を図るとともに、増築、改修や建替えにより老

朽化した分譲マンションの再生を促進する。 

 

○ 住宅金融支援機構の行うまちづくり融資を通じて、マンションの建替えを促進。 

   【平成 21 年度】受理戸数：131 戸 

 

○ マンションの管理状況を登録・閲覧できるマンション履歴システム（マンションみらいネ

ット）の活用を促進。 

   【平成 21 年度末時点】登録件数：423 件 

 

○ マンションの建替えの円滑化等に関する法律により、マンション建替組合によるマンショ

ンの円滑な建替えを促進。 

    【平成 21 年 9 月末時点】マンション建替事業の認可件数：3件 

   

○ 優良建築物等整備事業により、老朽化したマンションの建替えを促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：9地区 

 

○ 「長期修繕計画標準様式、長期修繕計画作成ガイドライン・同コメント」を平成 20 年 6

月に策定・公表し、セミナー等を通じた周知とその普及を推進。 

 【平成 21 年度末時点】マンション管理適正化推進センターが行った特別セミナー数：2回 

                                                     受講者数：約 500 人 

 

○ マンション等安心居住推進事業（モデル支援に係る事業）により、マンションの維持管理・

再生 について必要なノウハウの蓄積等を図り、良質な分譲マンションのストックの形成

を促進するため、ソフト面やハード面のあり方を見直すマンション管理組合等を対象にモ

デル的に支援を実施【平成 21 年度】モデル事業支援数：27 マンション組合、9支援法人 

 

○ マンションの維持管理・再生について必要なノウハウの蓄積等を図り、良質な分譲マンシ

ョンストックの形成を促進するため、地域レベルの相談体制の整備等を推進する制度を創

設。               【平成 21 年度】相談体制支援数：12 法人 

 

○ マンションの大規模修繕に対応した大規模修繕工事かし保険を平成21年 12月より販売開

始。 

 

９ 民間賃貸住宅について、合理的かつ適正な維持管理を促進するための仕組みづくりを進

める。 

○ サブリース事業の円滑な実施を促進するため、サブリース原賃貸住宅標準契約書を作成

（平成 19 年 3 月）し、関係団体に周知。 

 

○ 民間賃貸住宅における適正な管理等の推進を図るため、民間賃貸住宅に関する市場環境実

態調査を平成 22 年 1 月に実施。 

 

目標２ 良好な居住環境の形成 

10 大規模な火災や自然災害に対する住宅市街地の安全性を高めるため、宅地耐震化対策、

浸水対策、土砂災害対策、津波・高潮対策等を推進するとともに、道路等の基盤施設整備と

建築に係る規制の緩和を一体的に推進すること等により密集住宅市街地の整備を推進する。

○ 大規模盛土造成地の変動予測と滑動崩落防止工事を支援する宅地耐震化推進事業を創設。 

 

○ 大規模盛土造成地の変動予測と滑動崩落防止工事を支援する宅地耐震化推進事業の促進。 
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  【平成 21 年度】変動予測：17 都県市 

 

○ 河川事業により、床上浸水被害の軽減対策を実施。 

   

○ 総合流域防災事業により、流域単位を原則として、水害・土砂災害対策の施設整備等（河

川管理施設、砂防設備、急傾斜地崩壊防止施設の整備等）と災害関連情報の提供等のソフ

ト対策（情報基盤整備、砂防基礎調査、浸水想定区域図・ハザードマップの作成支援等）

を一体的に促進。                

【平成 21 年度】圏域数：200 圏域等 

 

○ 下水道浸水被害軽減総合事業により、都市機能が集積している地区等で一定規模以上の浸

水実績がある浸水対策に取組む必要性が高い地区において、雨水貯蓄浸透施設や排水施設

等の整備等による浸水対策を促進。 

【平成 21 年度末時点】実施地区：111 地区 

 

○ 砂防事業により、砂防堰堤や床固工群、山腹工等の砂防設備の整備を実施。 

  【平成 21 年度】実施箇所：直轄 35 水系・山系、補助 809 箇所  

 

○ 地すべり対策事業により、地すべり防止区域等において、排水施設、擁壁等の地すべり防

止施設等の新設・改良を実施。 

【平成 21 年度】実施箇所：直轄 12 地区、補助 334 箇所 

 

○ 急傾斜地崩壊対策事業により、急傾斜地崩壊危険区域内の自然がけについて、擁壁工、排

水工及び法面工等の急傾斜地崩壊防止施設の設置等を促進。 

【平成 21 年度】実施箇所：519 箇所 

 

○ 土砂災害防止法に基づき、土砂災害が発生するおそれがある区域を明らかにし、警戒避難

体制の整備、特定開発行為の制限及び建築物の構造規制等による土砂災害による人的被害

軽減のための対策を推進。  

    【平成 21 年度】土砂災害警戒区域 約 17 万 8 千箇所（うち土砂災害特別警戒区域 約 7

万 4千箇所） 

 

○ 大規模自然災害における被災状況の迅速な把握や被災地の早期復旧に関し、地方公共団体

等に対して技術的支援を円滑・迅速に実施（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ） 

  【平成 21 年度】派遣人数：延べ 1,244 人・日派遣 

      

○ 海岸保全施設整備事業により、津波・高潮に対する住宅の安全性を確保するための海岸保

全施設の整備を実施。 

 

○ 防災街区整備事業により、老朽化した建築物の除却、防災性能を備えた建築物及び公共施

設の整備を促進。 

【平成 21 年度】事業継続地区：1地区 

 

○ 住宅市街地総合整備事業により、密集市街地の整備・改善を促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：155 地区 

 

○ 21 世紀都市居住緊急促進事業により、防災安全性の向上に資する住宅の整備を促進。（再

掲） 

  【平成 21 年度】実施地区：47 地区の内数（三大都市圏：38 地区の内数） 

 

○ 先導型再開発緊急促進事業により、防災安全性の向上に資する施設建築物等の整備を促
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進。(再掲) 

  【平成 21 年度】実施地区：31 地区の内数（三大都市圏：20 地区の内数） 

 

○ 住宅地区改良事業により、不良住宅が密集する地区の整備・改善及び健康で文化的な生活

を営むに足りる住宅の集団的な建設を促進。【平成 21 年度】実施地区：19 地区 

 

○ 小規模住宅地区改良事業により、不良住宅が集合すること等により生活環境の整備が遅れ

ている地区の整備・改善、住宅の集団的な建設、建築物の敷地の整備等を促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：8地区 

 

○ 「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律」（防災街区整備地区計画の区域内におい

て建築物の容積を配分する制度の創設等）を第 166 回国会に提出（平成 19 年 3 月 31 日公

布）。 

 

○ 都市再生住宅等整備事業により、密集市街地等の整備に伴う老朽賃貸住宅の除却により転

居が必要となる者の受け皿となる住宅の整備等を促進。 

  【平成 21 年度】整備戸数：151 戸 

 

○ 都市防災総合推進事業により、都市の防災構造化や住民の防災に対する意識の向上等を促

進。 

  【平成 21 年度】事業実施主体数：80 団体の内数 

 

○ 市街地再開発事業により、都市における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更

新を促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：109 地区（3大都市圏：69 地区） 

 

○ 土地区画整理事業により、道路、公園等の公共施設を整備し、土地の区画を整え、健全な

市街地の形成と良好な宅地の供給を促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：412 地区の内数 

 

○ 防災公園街区整備事業により、既成市街地における防災公園と周辺市街地の整備・改善を

一体的に促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：9地区 

 

○ 狭あい道路整備等促進事業により、狭あい道路の調査・測量、データベースの構築・運営、

狭あい道路の拡幅整備を促進。 

  【平成 21 年度末時点】実施地区：32 地区 

 

○ 住宅金融支援機構の行うまちづくり融資を通じて、密集住宅市街地の整備を推進。 

  【平成 21 年度】受理戸数：15,048 戸 

 

11 住宅市街地における交通事故の防止及び防犯性の向上を図るとともに、騒音、大気汚

染等による居住環境の阻害を防止する。 

○ 市街地において、人優先の安全・安心な歩行空間を形成するため、あんしん歩行エリアを

指定し、信号機、横断歩道や歩道等の整備を推進。 

  【平成 21 年度末時点】あんしん歩行エリア指定地区数：582 地区 

 

○ 「防犯まちづくりにおける公共施設等の整備・管理に係る留意事項」の周知を図り、防犯

性能に配慮した公共施設等の整備・管理を促進。 

 

○ 全国火災予防運動などの機会をとらえ、放火火災防止対策戦略プランに基づき、評価シー
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トを活用した自己評価による「放火されない環境づくり」を目指した取組を推進。 

 

○ 放火行為の抑制効果が期待される放火監視機器等を全国５地域に設置し、放火火災の減少

効果の検証を実施。 

 

○ 騒音規制法に基づき、生活環境保全を目的として騒音に関する規制基準等を設定するとと

もに、指定地域内における騒音の測定状況・苦情への対応状況（測定数等）を公表。 

  【平成 20 年度】工場・事業場騒音、建設作業騒音に係る測定数：704 件 

         道路交通騒音に係る測定数：73 件 

 

○ 振動規制法に基づき、生活環境保全を目的として振動に関する規制基準等を設定するとと

もに、指定地域内における振動の測定状況・苦情への対応状況（測定数等）を公表。 

  【平成 20 年度】工場・事業場振動、建設作業振動に係る測定数：211 件 

         道路交通振動に係る測定数：82 件 

 

○ 悪臭防止法に基づき、生活環境保全を目的として悪臭に関する規制基準等を設定するとと

もに、規制地域内における臭気指数等の測定状況・苦情への対応状況（測定数等）を公表。 

  【平成 20 年度】悪臭防止法に基づく測定数：93 件 

 

○ 日本政策投資銀行が行う環境配慮型社会形成促進融資により、騒音、悪臭、振動にかかる

公害防止施設の整備を促進。 

 

○ 自動車騒音の常時監視を実施し、環境基準達成状況を公表。 

  【平成 19 年度】評価対象住居等戸数：3,861 千戸 

 

○ 大気汚染の常時監視を実施し、環境基準達成状況等を公表。 

  【平成 20 年度】 

      NO2： 一般環境大気測定局：1,366/1,366(約 100％) 

       自動車排出ガス測定局：402/421(約 95.5％) 

     SPM： 一般環境大気測定局：1,416/1,422(約 99.6％) 

           自動車排出ガス測定局：400/403(約 99.3％) 

      Ox： 一般環境大気測定局：1/1,148(約 0.1％) 

          自動車排出ガス測定局：0/30(0.0％) 

 

○ 自動車騒音に係る環境基準評価マニュアルの改訂に向けた調査を実施。 

 

○  「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関

する特別措置法の一部を改正する法律」（平成 19年法律第 50号）により局地汚染対策及び

流入車対策を導入（平成 20年 1月 1日施行）し、改正法による取組を推進。 

 

○ 下水道事業により、市街地等において下水道の整備を推進。 

  【平成 20 年度末時点】下水道処理人口普及率：72.7％ 

 

12 建築協定、緑地協定、地区計画、景観計画、総合設計等の規制誘導手法の活用等を促進

することにより、良好な街並みや景観、住宅市街地における緑等の維持及び形成を図る。 

○ 建築協定、地区計画、総合設計等の規制誘導手法について講習会等において周知を図り、

制度の活用を促進。 

  【平成 20 年度末時点】地区計画の累積件数：5,584 地区 

 

○ 都市における緑地の保全及び緑化の推進に関する各種制度（地区計画等緑化率条例、緑地
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協定）について、HP を通じた情報提供等を実施し、制度の活用を促進。 

  【平成 20 年度末時点】地区計画等緑化率条例：25 件、約 420(ha) 

                          緑地協定：1,860 件、約 6,040(ha) 

 

○ まちづくり計画策定担い手支援事業により、地権者組織等による都市計画の提案素案の作

成を支援。 

【平成 21 年度】実施地区：20 地区 

 

○ 景観法の制度概要や全国で策定された景観計画等について、HP を通じて情報提供するな

ど、景観法の普及啓発活動をを促進。 

  【平成 21 年度末時点】景観計画策定団体数：226 団体、景観地区数：29 地区 

   

○ 都市公園・緑地保全事業により、都市における緑とオープンスペースの確保を促進。 

   【平成 20 年度末時点】都市公園等面積：114,990ha 

 

○ 21 世紀都市居住緊急促進事業により、都市の緑化に資する住宅の整備を促進。(再掲） 

  【平成 21 年度】実施地区：47 地区の内数（三大都市圏：38 地区の内数） 

 

○ 先導型再開発緊急促進事業により、都市の緑化に資する施設建築物等の整備を促進。（再

掲） 

  【平成 21 年度】実施地区：31 地区の内数（三大都市圏：20 地区の内数） 

 

○ 河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配慮し、河

川が本来有する生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を保全・創出する多自然

川づくりを推進。 

 

○ 良好な河川景観を形成・保全の促進を図るため、景観に配慮した取組みを促進。 

 

○ 下水道事業により、下水処理水を活用したせせらぎ水路などの水辺空間の再生・創出を推

進。 

 

○ 景観形成総合支援事業により、景観法に基づく景観重要建造物及び景観重要樹木の保全活

用を中心とした取組を支援。 

  【平成 21 年度】実施地区：19 地区 

 

○ 自然環境や景観に配慮した多自然川づくりを進めるため、平成 18 年 10 月に「多自然川づ

くり基本指針」を策定。 

 

○ 美しい河川景観の形成と保全の促進を図るため、平成 18 年 10 月に河川景観ガイドライン

「河川景観の形成と保全の考え方」を策定。 

 

○ 日本の森を育てる木づかいキャンペーン活動（セミナー、シンポジウムの開催等）を実施。

（再掲） 

 

13 既存の都市基盤を有効に活用しながら、将来にわたって持続可能なバランスのとれた

コミュニティの維持及び形成を図るため、居住者が相互に交流できる空間の形成に配慮し

つつ、都心居住・街なか居住、住宅市街地のユニバーサルデザイン化等を促進するととも

に、公的賃貸住宅の計画的な建替え、ニュータウン再生の支援等を行う。 

○ 住宅市街地総合整備事業により、既成市街地における、街なか居住の推進に資する事業を

促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：78 地区 



 

 ２１

 

○ 都心共同住宅供給事業により、三大都市圏の都心地域において、良質な中高層共同住宅等

の供給を促進。 

  【平成 21 年度】三大都市圏における認定戸数：315 戸 

 

○ 中心市街地において優良な共同住宅の供給を推進する中心市街地共同住宅供給事業を創

設。 

 

○ 中心市街地における民間の多様な住宅等の整備事業に対して出資する街なか居住再生フ

ァンドにより、都市の中心部への居住を促進。 

  【平成 21 年度】出資地区：8地区 

 

○ 暮らし・にぎわい再生事業により、中心市街地における街なかへの公共公益施設等の都市

機能等の導入を促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：42 地区（うち三大都市圏：6地区） 

 

○ 優良建築物等整備事業により、市街地の環境の整備改善及び良好な市街地住宅の供給等に

資する土地の利用の共同化、高度化等に寄与する優良建築物等の整備を促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：39 地区（うち三大都市圏：15 地区） 

 

○ バリアフリー環境整備促進事業により、市街地における高齢者等の快適かつ安全な移動を

確保するための施設の整備、高齢者等の利用に配慮した建築物等の整備を促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：5地区(うち基本構想策定：2地区) 

 

○ 都市再生機構賃貸住宅の団地再生事業等により、都市再生機構賃貸住宅のバリアフリー化

を実施。 

  【平成 21 年度】実施地区：78 地区 

         完了地区：8地区 

         敷地供給面積：約 13.5ha 

 

○ 住宅市街地基盤整備事業により、三大都市圏の重点供給地域等における住宅建設事業及び

住宅宅地事業及び住宅ストック改善事業を推進するための関連公共施設等の整備を促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：180 地区（三大都市圏：108 地区） 

 

○ 市街地再開発事業により、都市における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更

新を促進。（再掲） 

  【平成 21 年度】実施地区数：109 地区（三大都市圏：69 地区） 

 

○ 先導型再開発緊急促進事業により、バリアフリー性能に優れた施設建築物等の整備を促

進。（再掲） 

  【平成 21 年度】実施地区：31 地区の内数（三大都市圏：20 地区の内数） 

 

○ 土地区画整理事業により、道路、公園等の公共施設を整備し、土地の区画を整え、健全な

市街地 

  の形成と良好な宅地の供給を促進。（再掲） 

  【平成 21 年度】実施地区：412 地区の内数 

 

○ 新住宅市街地開発法により、住宅に対する需要が著しく多い市街地の周辺の地域において

健全な住宅市街地を開発し、居住環境の良好な相当規模の住宅地の供給を促進。 

  【平成 20 年度】実施地区：11 地区 

 



 

 ２２

○ 一体型土地区画整理事業等により、つくばエクスプレス（常磐新線）沿線地域の宅地開発

事業等を促進。 

  【平成 20 年度】実施地区：17 地区 

 

○ 街区まるごと CO220%削減事業により、ディベロッパー等による街区全体の CO2 排出量を削

減するための設備の導入等を促進。 

  【平成 20 年度】事業実施件数：5件 

 

○ 農と住が調和したまちづくりを推進するため、専門家派遣による普及・啓発及びケースス

タディを実施。 

   【平成 21 年度】専門家派遣地区：9地区 

         ケーススタディ実施地区：3地区 

○ 住宅に困窮する低額所得者に対して、建替え等により、コミュニティバランスに配慮した

公営住宅の的確な供給を推進。（再掲） 

  【平成 21 年度】供給戸数：20,583 戸 

 

○  高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅

の供給を促進するための措置を講ずることにより、コミュニティバランスに配慮した優良

な賃貸住宅の供給を推進。（再掲） 

  【平成 21 年度】供給戸数：1,655 戸 

 

○ 新住宅市街地開発法の改正（平成 18 年 5 月 31 日公布）等により、新住宅市街地開発事業

への信託会社等による宅地分譲手法の導入等を措置。 

   

○ 市街地区域内農地と住宅地の調和したまちづくりを推進するため、アドバイザー派遣及び

ケーススタディを実施。 

   【平成 20 年度】アドバイザー派遣地区：7地区 

          ケーススタディ実施地区：4地区 

 

○ 学校エコ改修と環境教育事業により、地方公共団体による学校施設における CO2 排出削減

のための改修等のハード整備とそれを活用した環境教育等のソフト事業の一体的実施を促

進。 

  【平成 18 年度末】モデル校の認定：15 校 

 

○ 都市農地の有効活用を支援するため、適切な農地の利用転換・保全等に関すモデル計画の

策定、アドバイザーの派遣等を実施。 

 

14 良好な居住環境の形成に向けて、建築協定制度の充実など住民が住宅地のマネージメ

ント活動に主体的に取り組むための環境整備を行う。 

○ 街なみ環境整備事業により、住環境の整備改善を必要とする区域において、地方公共団体

及び土地所有者等による住宅及び地区施設等の整備改善を促進。 

  【平成 21 年度】実施地区：129 地区（三大都市圏：30 地区） 

 

○ 新たな担い手による地域管理（エリアマネジメント）のあり方について、学識経験者等に

よる検討を実施。 

 

○ モデル的なエリアマネジメント活動を推進するとともに、HP 等を通じて住宅地におけるエ

リアマネジメント活動に資する情報提供やマニュアルの普及等を推進。 

 

○ 学校エコ改修と環境教育事業により、地方公共団体による学校施設におけるＣＯ２排出削

減のための改修等のハード整備とそれを活用した環境教育等のソフト事業等の一体的実施
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を促進。 【平成 21 年度末時点】モデル校認定：20 校 

 

15 良好な居住環境の形成に資する民間の建築活動が適切に行われるよう、建築物の用途や

形態及び建築敷地の利用に関する規制の合理化を図る。 

○ 建築物の用途規制に関する規制の合理化のための検討を実施。 

 

○ 総合設計許可準則等の改正により、環境に配慮した建築物等に対する容積率特例制度の活

用を促進。 

 

目標３  多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備 

16 住宅性能表示制度の普及・充実、取引時における住宅関連事業者による情報提供の促進

等により、住宅や住宅関連事業者等に関するわかりやすく適切な情報の提供を促進するとと

もに、民間事業者も活用し、住宅購入者等が専門的・中立的な立場から助言を受けられるよ

う、環境整備を行う。 

○ 消費者ニーズに対応した住宅性能表示制度の充実及び普及促進。 

【平成 21 年度】住宅性能評価戸数（新築住宅）設計評価：148,388 戸、建設評価：158,147 戸           

（既存住宅）355 戸 

 

○ 宅地建物取引業法に基づき、宅地建物取引業者に対し、宅地建物の購入者等に物件の属性、

取引条件等の一定の重要事項の説明を義務付け。 

  

○ 宅地建物取引業者が宅地建物の購入者等に対して行う、重要事項説明の適切な実施を推進

するため、説明すべき重要な事項の内容を改正。 

 

○ 住宅金融支援機構の WEB サイト（住マップ）に、ライフイベントを踏まえたローンシュミ

レーションの機能拡充を実施するとともに、住宅ローンや良質な住宅のための情報提供を

実施。 

 

○ 平成 22 年 1 月 1日時点における標準地の正常な価格を公示。 

    【平成 21 年度】標準地 27,804 地点  

 

○ 四半期毎の主要都市における高度利用地の地価動向等を公表。 

  【平成 21 年度】年 4回各 150 地区 

 

○ 土地に関する最も基礎的な情報を整備するための地籍調査を推進。 

  【平成 21 年度】地籍が明確化された土地の面積：140,053ｋ㎡ 

 

○ 賃貸用不動産の収益・費用に関する情報をアンケート調査を基に収集し、その結果を用途

別・地域別等に集計し、ＨＰにて公開。 

 

○ 不動産鑑定士が行う価格等調査全般に係る手続きルールとして、平成 21 年 8 月に価格等

調査ガイドラインを策定。 

 

○ 専門的な知見を基礎として公平中立な立場から生活者の居住環境選択を支援する住生活

エージェントについて、最近の住宅市場を取り巻く環境の変化を踏まえ、その役割の見直

し及び普及課題を検討。 

 

○ より断熱性能の高い窓を一般消費者が選択できる市場環境を整備するため、省エネ法に基

づき「窓等の断熱性能に係る情報提供に関するガイドライン｣（指針）を策定（平成 20 年 4

月施行）し、平成 21 年度には、窓の断熱性能に係る情報を一般消費者によりわかりやすく

提供するため、窓表示へ一本化するための検討を実施。 
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17 住宅購入者等の保護の観点から、住宅の売主等の瑕疵担保責任履行の実効を確保する

ための仕組みを構築する。 

○ 「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」（平成 21 年 10 月 1 日施行）に基

づき、新築住宅の購入者等の利益の保護を図るため、新築住宅の売主等に対し瑕疵担保責

任を履行するための資力確保措置を義務付けるとともに、住宅瑕疵担保責任保険制度の引

受体制整備及び普及・啓発活動を実施。 

 

○ 中古住宅の購入者の利益の保護を図るため、既存住宅売買瑕疵保険を平成 22 年３月より

販売開始。 

 

18 賃貸住宅市場における標準ルールの普及等を通じて住宅に関するトラブルの未然防止

を図るとともに、指定住宅紛争処理機関による住宅に係る紛争の処理等、トラブルを円滑

に処理するための仕組みの普及・充実を図る. 

○ 賃貸住宅標準契約書・定期賃貸住宅標準契約書について、HP を通じた情報提供を実施。 

 

○ 民間賃貸住宅の退去時におけるトラブルを未然に防止するため、「原状回復をめぐるトラ

ブルとガイドライン」について、HP を通じた情報提供を実施。 

 

○ サブリース契約における当事者間紛争の未然防止を図るため、サブリース住宅原賃貸借標

準契約書について、HP を通じた情報提供を実施。 

 

○ 住宅の品質確保の促進等に関する法律及び住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法

律に基づき、指定住宅紛争処理機関による紛争処理（あっせん、調停、仲裁）を実施。 

  【平成 21 年度】申請受付件数：あっせん 3件、調停 31 件、仲裁 0件 

 

19 持家、借家を問わず無理のない負担で居住ニーズに応じた質の高い住宅が確保できる

よう、長期・固定型等の多様な住宅ローンが安定的に供給される住宅金融市場の整備、税

制上の措置、定期借地制度の活用の促進、定期借家制度の活用等を含めた良質な賃貸住宅

の供給の促進等を行う。 

○ 住宅金融支援機構の証券化支援事業により、民間金融機関による相対的に低利な長期固定

金利の住宅ローンの安定供給を促進。 

  【平成 21 年度】買取等申請戸数：81,737 戸 

 

○ 宅地建物取引業者等に対し、住宅ローンの基礎知識等に係る講習会を実施。 

  【平成 18 年度】講習会実施回数：42 回 

 

○ 住宅金融支援機構の証券化支援事業等において、MBS（資産担保証券）を継続して発行。 

  【平成 21 年度】MBS 発行額：16,960 億円 

 

○ 住宅金融支援機構の住宅融資保険事業を通じて、民間金融機関による住宅の建設等に必要

な資金の円滑な融通を促進。 

  【平成 21 年度】付保実績：4,468 億円 

 

○ 住宅金融支援機構の行う賃貸住宅融資を通じて、良質な賃貸住宅の供給を促進。 

  【平成 21 年度】受理戸数：38,142 戸 

 

○ 住宅ローン減税制度の延長及び拡充等により、中堅勤労者等における無理のない負担での

住宅取得を支援。（再掲） 
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○ 良質な住宅への投資を促進するための緊急措置の創設等（長期優良住宅の建設及び住宅に

係る各種改修）。（再掲） 

  【平成 21 年度】 

   ・認定長期優良住宅の新築等をした場合の所得税額の特別控除の創設 

   ・一定の省エネ改修を行った場合の所得税額の特別控除の創設 

   ・一定のバリアフリー改修を行った場合の所得税額の特別控除の創設 

   ・住宅に係る耐震改修促進税制の延長（所得税） 

 

○ 定期借家制度の活用を推進するため、定期賃貸住宅標準契約書、パンフレット、Ｑ＆Ａ等

について、ＨＰを通じた情報提供を実施。 

 

○ 土地の投機的取引及び地価の高騰がもたらす弊害を除却し、適正かつ合理的な土地利用の

確保を図るため、国土利用計画法に基づき、土地取引規制（契約後の土地利用目的等の届

出等）の措置を実施。 

  【平成 18 年】届出件数：14,813 件、助言 320 件 

 

20 既存住宅の管理状況等を考慮した合理的な価格査定及び管理状況や不動産の個別の取

引価格に関する情報の提供を促進するとともに、定期借家制度の活用等による持家の賃貸

化等を促進する。 

○ マンションの管理状況を登録・閲覧できるマンション履歴システム（マンションみらいネ

ット）の活用を促進。（再掲） 

  【平成 21 年度末時点】登録件数：423 件 

 

○ 不動産の取引価格情報を四半期毎にとりまとめ、インターネットを通じて公表。 

   【平成 21 年度】アクセス件数：3,567 万件  

 

○ （財）不動産流通近代化センター作成の価格査定マニュアルの改訂。 

 

○ 指定流通機構（レインズ）に登録された成約価格情報に基づく不動産取引価格情報公開サ

イトを本格稼動。 

  【平成 19 年度末】サイトの公開成約価格情報：約 7万件（平成 19 年度の公開件数累計） 

 

○ 宅地建物取引業者の媒介業務における適正な価格査定を推進するために、（財）不動産流

通近代化 センター作成の価格査定マニュアルのうち、戸建・住宅マニュアルを改訂。 

 

○ 不動産取引に臨む消費者への情報提供を更に推進することを目的に、「不動産取引情報提

供サイト（ＲＭＩ）」の提供情報の拡大及び機能性の向上に関する改修を実施。 

 

○ 定期借家制度の活用を推進するため、定期賃貸住宅標準契約書、パンフレット、Ｑ＆Ａ等

について、ＨＰを通じた情報提供を実施。（再掲） 

 

○ 高齢者等の持ち家を借り上げ、子育て世帯等に転貸する「高齢者等の住み替え支援制度」

を実施。 【平成 21 年度末時点】契約完了件数：171 件 

  

○ サブリース住宅原賃貸借標準契約書について、HP を通じた情報 提供を実施。（再掲） 

 

○ 適正かつ合理的な土地利用の確保を図るため、国土利用計画法に基づき、土地売買等の契

約の際に、土地の利用目的の審査等の措置を実施。 
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21 ライフスタイルやライフステージの変化に応じた多様な居住ニーズに応えるとともに

国土を適切に維持管理していく観点から、郊外・田園居住や二地域居住等のマルチハビテ

ーションの実現に向けた情報提供等を行うとともに、職住近接で子育てのしやすい都心居

住・街なか居住等を実現するための環境整備を行う。 

○ 優良田園住宅の建設の促進に関する法律に基づき、優良田園住宅の建設を促進。（再掲） 

  【平成 21 年度末時点】基本方針策定：39 市町村、建設計画認定：20 計画 

   

○ 交流居住サポート事業により、交流居住に関する情報提供等を実施するためのポータルサ

イトを開設（平成 18 年 7 月）。 

 

○ UI ターン者等を含めた過疎地域への定住を促進するため、過疎地域集落再編整備事業によ

り、市町村による定住促進団地の整備を促進。 

  【平成 18 年度】実施市町村数：4 

 

○ 都心共同住宅共同事業により、三大都市圏の都心地域において、良質な中高層共同住宅等

の供給を促進。（再掲） 

  【平成 21 年度】三大都市圏における認定戸数：315 戸 

 

○ 中心市街地において優良な共同住宅の供給を推進する中心市街地共同住宅供給事業を創

設。（再掲） 

 

○ 中心市街地における民間の多様な住宅等の整備事業に対して出資する街なか居住再生フ

ァンドにより、都市の中心部への居住を促進。（再掲） 

  【平成 21 年度】出資地区：8地区 

 

22 深刻な少子化の状況を踏まえ、子育て世帯を支援していく観点から、既存ストックを活

用しつつ、市場では十分な量が確保されないファミリー向け賃貸住宅の供給、子育て支援施

設を併設した住宅の供給支援や三世代同居・近居への支援を行う。 

 

○ 高齢者等の持ち家を借り上げ、子育て世帯等に転貸する「高齢者等の住み替え支援制度」

を実施。 

 （再掲）【平成 21 年度末時点】契約完了件数：171 件 

   

○ 都市再生機構賃貸住宅の供給等を実施。 

  【平成 21 年度】新規賃貸住宅の供給戸数：4,528 戸 

         リニューアルによる改良：2,282 戸 

 

○ 都市再生機構の民間供給支援型賃貸住宅制度を活用し、機構が整備した敷地を民間事業者

に賃貸することにより、良質なファミリー向け民間賃貸住宅の供給を促進。 

  【平成 21 年度】公募戸数：120 戸 

 

○ 大規模公営住宅団地や都市再生機構賃貸住宅等の公的賃貸住宅団地の建替えに際し、社会

福祉施設（子育て支援施設、高齢者生活支援施設等）の併設・合築、整備敷地への誘致を

促進。 

  【平成 21 年度末時点】供給施設数：3,056 施設（1,672 団地） 

      

○ 近居を希望する高齢者世帯・子育て世帯等とその支援世帯に対し、都市再生機構賃貸住宅

への入居に係る優先的取扱を実施。 

  【平成 21 年度】(新規賃貸住宅)優遇措置対象戸数：2,202 件 

                  (既存賃貸住宅)優遇措置対象戸数：68,047 件 
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○ 高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等、各地域における居住の安定に特に配慮が必要な

世帯の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進するための措置を講ずる

ことにより、優良な賃貸住宅の供給を推進。（再掲）【平成 21 年度】供給戸数：1,655 戸 

 

23 良質な住宅の生産・供給体制及び住宅の適正な管理体制を確立する観点から、技術開

発、建材等の標準化、技能者の育成等による木造住宅に関する伝統的な技術の継承・発展、

地域材を活用した木造住宅の生産体制の整備等を推進する。 

○ 住宅・建築関連先導技術開発助成事業により、民間事業者等による技術開発を促進。 

 

○ 住宅の室内空気環境を確保して換気負荷の最小化を可能とするVOCセンサ技術及びモニタ

リング併用型換気システムの開発を実施。 

 

○ 地球温暖化対策技術開発事業により、家庭・業務部門における省エネルギー対策技術の開

発など、基盤的な温暖化対策技術について、企業等による技術開発を促進。 

  【平成 21 年度】事業実施件数：37 件（うち、住生活安定向上施策に関連するものは 5件） 

 

○ 日本農林規格（JAS 規格）の見直し作業を実施。 

 

○ 農林物資規格調査会において、JAS 規格の制定及び改正を実施。 

 

○ 日本工業標準調査会において、フリーアクセスフロア（二重床）試験方法の技術的内容の

変更など、建築技術分野の JIS 規格を審議。 

  【平成 21 年度】制定：2件、改正：13 件 

 

○ 農林物資規格調査会において、枠組壁工法構造用製材のＪＡＳ規格における割れの測定方

法の変更などについて審議。 

 

○ 地域材を利用した、住宅用の新たな製品の開発に対する支援を実施。 

  【平成 21 年度】＜実施件数＞ 内装材分野：4件、高耐震・省エネ部材分野：2件、 

                外構材分野：4件 

 

○ 森林所有者から住宅生産者までの関係者が一体となった「顔の見える木材での家づくり」

を促進するため、各地の取組内容についてのデータベースの作成、公表等を実施。また、

優良な取り組みグループの活動内容について、紹介冊子を作成するなどして、一般消費者

等への普及等の支援を実施。（再掲） 

  【平成 21 年度】顔の見える木材での家づくりに取り組むグループ数：321 グループ 

                            供給戸数：6,681 戸(平成 20 年)  

 

○ 国産材住宅に関する情報を消費者に総合的に提供する「日本の木のいえ情報ナビ」におい

て、登録工務店等の情報量の拡大、国産材住宅の事例集等のコンテンツの充実等を図ると

ともに、工務店等の住宅生産者に対し、地域材を利用した家づくり拡大のためのセミナー

や現地見学会を実施。（再掲） 

  【平成 21 年度】セミナー、現地見学会開催実績：全国５箇所 

 

○ 産学官の結集により住宅・建築物への木材利用の一層の促進に向けた取組を展開すること

を目的として「木のまち・木のいえ推進フォーラム」を設立。（再掲） 

 

○ 産学官が結集して行う「木のまち・木のいえ推進フォーラム」において、住宅・建築物へ

の木材利用の一層の促進に向けた取組みを実施。（再掲） 

  【平成 21 年度】木のまち・木のいえリレーフォーラム開催実績：全国６箇所 
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○ 若手大工技能者の育成の取組を支援。 

 

○ 中小工務店と木材生産者の連携による木造住宅の生産体制整備の取組を支援。（再掲） 

 

○ 住宅・建築関連先導技術開発助成事業において、民間事業者等の技術開発の支援を実施。 

 

○ 「木づかい運動」を推進し、住宅の内装や家具等における地域材利用の取組みを支援。 

 

○ 地域材を生かした地域型住宅づくりに取り組むグループに対して、モデルの設計や地域材

供給計画策定等への支援を実施。（再掲） 

  【平成 21 年度】実施件数：全国 11 グループ 

 

○ 地域材を利用した住宅モデル等の展示活動への支援を実施。（再掲） 

  【平成 21 年度】実施件数：全国 22 府県   

 

○ 実用化にあと一歩の緊急性の高い分野である、建築物の防火性能向上のためのデータ取得

耐火部材の開発、ヒートアイランド対策としての屋上木質化技術の開発等に対する支援を

実施。  【平成 21 年度】事業主体選定状況：5件 

 

○ 住宅市場整備等推進事業により、伝統的な木造軸組工法の若手大工技能者の育成、中小工

務店と木材生産者の連携による地域材を用いた木造住宅の生産体制の整備を促進。 

 

○ 日本の森を育てる木づかいキャンペーン活動（セミナー、シンポジウムの開催等）を実施。

（再掲） 

 

○ 住宅の室内空気環境を確保して換気負荷の最小化を可能とする VOCセンサ技術及びモニタ

リング併用型換気システムの開発を実施。 

 

目標４ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

24 市場において自力では適正な水準の住宅を確保することのできない低額所得者等に対し

て、公平かつ的確に公営住宅を供給する。このため、国民所得や住宅市場の動向等を踏まえ

つつ、公営住宅の入居収入基準、家賃制度等について適切に見直しを行う。 

 

○ 「公営住宅法施行令の一部を改正する政令」により、公営住宅の入居収入基準及び家賃制

度等の見直しを行い、公営住宅の的確な供給を推進。 

    【平成 21 年度】供給戸数：16,586 戸 

 

25 地震、洪水等の大規模な災害が発生した場合には、必要な応急仮設住宅及び 災害を

受けた地域の復興のために必要な住宅の供給を行う。 

 ○ 災害救助法に基づき、被災地において応急仮設住宅を設置。 【平成 21 年度】応急仮設

住宅の設置戸数：42 戸、民間賃貸住宅の借上げ戸数：6戸 

 

○ 新潟県中越沖地震により住宅を失った低額所得者の住宅確保のため、災害公営住宅の整備

を促進。 

     【平成 20 年度末】整備戸数：柏崎市 76 戸、出雲崎町 4戸 

 

○ 平成 21 年台風 9号により被害を受けた既設公営住宅について復旧事業を実施。 

     【平成 21 年度】復旧戸数：兵庫県佐用町 52 戸 

 

○ 住宅金融支援機構の行う災害復興住宅融資により、災害で滅失・損傷した家屋の復旧を促
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進。【平成 21 年度】受理戸数：11 戸 

 

○ 被災者生活再建支援法に基づき、自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に

対し、生活の再建のための支援を実施。 

     【平成 21 年度】支援実績：856 世帯 

 

26 既存ストックの有効活用を図りつつ、公営住宅制度を補完する重層的な住宅 セーフテ

ィネットの構築を図るため、各種公的賃貸住宅制度の一体的運用やストック間の柔軟な利活

用等を円滑に行うための仕組みづくりを進める。 

○ 都道府県、市町村、機構及び公社において、地域における住宅に対する多様な需要に応じ

た公的 賃貸住宅等の整備等に関し必要となるべき措置について協議するため、地域住宅

協議会を組織。 

  【平成 21 年度】地域住宅協議会組織数：33 団体 

  

○ 高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等、各地域における居住の安定に特に配慮が必要な

世帯の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進するための措置を講ずる

ことにより、優良な賃貸住宅の供給を推進。（再掲） 

  【平成 21 年度】供給戸数：1,655 戸 

 

27 高齢者、障害者、小さな子どものいる世帯、外国人、ホームレス等の居住の安定を確

保するため、公的賃貸住宅ストックの有効活用を図るほか、高齢者等の入居を受け入れる

こととしている民間賃貸住宅に関する情報の提供等を行う。 

○ 既設の公営住宅について、バリアフリー化等を計画的に推進することにより、公営住宅ス

トックの居住水準の向上と総合的な活用を実施。（再掲） 

  【平成 21 年度】整備戸数：33,172 戸 

 

○ 高齢者円滑入居賃貸住宅制度により、高齢者の入居を拒否しない賃貸住宅の登録及びその

情報の公開を実施。 

  【平成 21 年度末時点】登録戸数：182,172 戸 

 

○ 終身建物賃貸借制度により、高齢者単身・夫婦世帯等が終身にわたり安心して賃貸住宅に

居住できる環境を整備。 

  【平成 21 年度末時点】認定戸数：1,857 戸 

 

○ 公営住宅を活用した認知症対応型老人共同生活援助事業、共同生活介護事業又は共同生活

援助事業等により、高齢者、障害者等に対する介護等の便宜供与を促進。 

  【平成 20 年度末時点】公営住宅の活用戸数：705 戸 

 

○  高齢者等の入居を受け入れることとする民間賃貸住宅（あんしん賃貸住宅）を登録し、当

該物件の情報提供や居住支援等を行う「あんしん賃貸支援事業」により、高齢者等の入居

の円滑化と安心できる賃貸借関係の構築を支援。 

  【平成 21 年度】事業実施自治体数：34 団体 

 

○  賃貸契約による一般住宅への入居に当たって支援が必要な障害者に対する支援を行う居

住サポート事業・居住サポート事業立ち上げ支援事業により、障害者の地域生活への円滑

な移行を促進。 

  【平成 21 年 4 月 1日現在】居住サポート事業実施自治体数：221 市町村 

 

○  住宅に困窮する低額所得者に対して、低廉な家賃で賃貸する公営住宅の的確な供給を推

進。(再掲) 
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  【平成 21 年度】供給戸数：16,586 戸 

 

○  高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地域における居住の安定に特に配慮が必要な世

帯の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進するための措置を講ずるこ

とにより、優良な賃貸住宅を供給。（再掲） 

  【平成 21 年度】供給戸数：1,655 戸 

 

○ 離職者の居住の安定確保に向けた公的賃貸住宅等の活用。 

  【平成 22 年 3 月 19 日時点】公的賃貸住宅入居決定戸数：3,310 戸 

      

○ 公営住宅を活用した小規模住居型児童養育事業及び児童自立生活援助事業を可能とする

ことにより、事業を実施する場所の容易な確保及び事業の普及を促進。 

 

28 高齢者、障害者等が、地域において安全・安心で快適な住生活を営むことができるよ

う、住宅のバリアフリー化や見守り支援等のハード・ソフト両面の取組を促進するととも

に、高齢者、障害者等に配慮した賃貸住宅の供給や公的賃貸住宅等と福祉施設の一体的整

備を推進する。 

○ 障害者自立支援法の全面施行に伴い、平成18年10月より、市町村が実施する地域生活支援事業の一事業

である日常生活用具給付等事業において、居宅生活動作補助用具を給付対象用具に位置付け。 

 

○ 市町村が実施する地域生活支援事業の一事業である日常生活用具給付等事業（居宅生活動

作補助用具の給付）により、在宅の重度身体障害者（児）の住環境の改善等を促進。 

   

○ 福祉ホーム事業により、住居を求めている障害者に対する低料金での居室その他の設備の

利用、日常生活に必要な便宜供与を促進。 

   

○ 共同生活介護事業及び共同生活援助事業により、共同生活住居（ケアホーム、グループホ

ーム）に居住する障害者に対して、主として夜間等における介護や、相談その他の日常生

活上の援助等の便宜供与を促進。 

 

○ 在宅の要介護者・要支援者が行う手すりの設置、段差解消等の住宅改修に対し、介護保険

を給付。 

  【平成 19 年度】累計給付額：335 億円 

 

○ 特定施設に入居する要支援者・要介護者が受けた日常生活上の世話、機能訓練等に要した

費用に対し、介護保険を給付。 

    【平成 20 年度】累計給付額：約 2,617 億円 

 

○ 住宅金融支援機構の証券化支援事業の枠組みを活用した優良住宅取得支援制度により、バ

リアフリー性能に優れた住宅の取得を融資金利の引き下げにより促進。（再掲） 

  【平成 21 年度】申請戸数：39,934 戸の内数 

 

○  21 世紀都市居住緊急促進事業により、バリアフリー性能に優れた住宅の整備を促進。（再

掲） 

  【平成 21 年度】実施地区：47 地区の内数（三大都市圏：38 地区の内数） 

 

○ 先導型再開発緊急促進事業により、バリアフリー性能に優れた施設建築物等の整備を促

進。（再掲） 

  【平成 21 年度】実施地区：31 地区の内数（三大都市圏：20 地区の内数） 

 

○ 大規模公営住宅団地や都市再生機構賃貸住宅等の公的賃貸住宅団地の建替えに際し、社会
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福祉施 設の併設・合築、整備敷地への誘致を促進。（再掲） 

  【平成 21 年度末時点】併設施設数：3,056 施設（1,672 団地) 

 

○ 高齢者等の生活特性に配慮したバリアフリー化された公営住宅等と生活援助員による日

常生活支援サービスとの提供をあわせて行うシルバーハウジング・プロジェクトを促進。 

  【平成 21 年度末時点】累積管理開始戸数 869 団地（23,298 戸） 

 

○ 「安心住空間創出プロジェクト」により、公的賃貸住宅団地を活用した安心な住環境の整

備を推進。 

 

○ 高齢者向け優良賃貸住宅建設促進税制の延長及び拡充により、高齢者向け優良賃貸住宅の

供給を促進。 

○ 「高齢者居住安定化モデル事業」を創設し、先導的な高齢者向けの住宅に関する技術・シ

ステム等の導入や、高齢者向けの生活支援・介護サービス等が効率的・効果的に提供され

る住まいづくり・まちづくりに関する取組みなどを支援。 

  【平成 21 年度】選定事業：47 件 

 

○ 公的賃貸住宅の整備にあわせて高齢者生活支援施設、障害者福祉施設、子育て支援施設を

整備する事業に対し、国が緊急的な助成を行う「高齢者等居住安定化緊急促進事業」を創

設し、高齢者、障害者、子育て世帯が生活支援、介護又は子育て支援等の提供を受け、安

心して居住し続けることができる環境を整備。 

  【平成 21 年度】実施事業：14 事業 

 

○ 高齢者等が安心して快適に自立した生活を送ることのできる環境の整備を促進し、高齢者

等の居住の安定の早期確保を図るため、一定のバリアフリー改修工事を行った場合の特例

措置を創設。 

 

その他分野横断的な施策 

○ 住生活基本計画（全国計画）に関し、計画の一部変更（平成 21 年 3 月 13 日閣議決定）に

より新たに明記された対策（①長期優良住宅の普及の促進、②リフォームの促進）につい

て緊急的かつ重点的に取り組むとともに、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施

策を総合的かつ計画的に推進。 

 

○ 各年(平成 18 年～21 年)10 月に「住生活月間」を開催し、各種イベント・広報活動を実施。 

 

○ 学校現場で直接活用されることを想定して、授業づくりの参考となる具体的な教育プログ

ラム及び関連情報のリストを掲載した「住教育ガイドライン」（平成 20 年 3 月策定）に関

し、ＨＰへの掲載等を通じ、教育現場への普及を促進。 

 

○ 「建材・住宅設備産業取引ガイドライン」（平成 20 年 3 月 28 日策定）について、対処す

べき課題や取るべき対応を明らかにし、改定に関する検討を実施。また、「生コンクリート

製造産業に関する取引ガイドライン」についても、策定に向けた検討を新たに実施。 

 

○ 都道府県や市町村における取組みの好事例等を紹介する「住生活安定向上施策連携マニュ

アル」を作成 

 

○ 平成 20 年 3 月 28 日に「建材・住宅設備産業取引ガイドライン」を作成。 

 

○ 「今後の住宅産業のあり方に関する研究」（経済産業省製造産業局長の私的研究会）にお

いて、我が国住宅産業が今後も経済の牽引役を果たしていくために、目指すべき産業像、

その政策的取組等について提言（平成 20 年 4 月 8日）。  
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Ⅳ 評価 

１．評価の手法 

評価の目的、必要性、対象範囲、評価の視点等に基づき、下記の通り評価を行う。 

 

①現行計画において設定している成果指標について、住生活総合調査、住宅市場動向調査、

空家実態調査等に基づく定量的・定性的な分析を行い、当該成果指標の達成状況を評価す

るとともに、それを支える基本的な施策の効果や課題を分析。分析に当たっては、平成１

５年度実績から平成２７年度の達成目標まで同じトレンドで達成するものと仮定した場

合の進捗度等を参考に実施。 

 

②上記①の結果や近年の社会経済情勢の変化を踏まえ、目標の達成状況や課題について、評

価・分析を実施。  

 

 
 

 

２．各成果指標の評価 

現行計画において設定している 13 項目の成果指標について、各次頁の通りそれぞれ定量

的・定性的な分析を行い、当該成果指標の達成状況を評価するとともに、それを支える基本

的な施策の効果や課題の分析を行う。 
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目標１：「良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継」 

「①ストックの新耐震基準適合率」 

 (新耐震基準（昭和 56 年基準）が求める耐震性を有する住宅ストックの比率)  
【75％(平 15)→90％(平 27)】 

 

(１)目標設定の考え方 

 生命に直結する基礎的安全性に関する事項として設定。 

 

(２)主な施策の概要 

 耐震化の進捗状況を踏まえつつ、耐震性の不十分な住宅の耐震改修、建替え等に対して補助や、

税制、融資等の支援施策を中心に実施。あわせて、普及啓発等の市場環境整備を実施。 

 

【補助】 

・住宅・建築物安全ストック形成事業 

耐震性の不十分な住宅の耐震改修・建替え等に対する地方公共団体の補助に対して国が助

成（平成 21 年度～、平成 22 予算額：社会資本整備総合交付金 2.2 兆円の内数） 

 

【税制】  

・耐震改修促進税制（平成 18 年度～） 

・住宅ローン減税（昭和 47 年度～）、住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置（平成 21 年

度～）、新築住宅に係る固定資産税の減額措置（昭和 28 年度通達運用開始、昭和 38 年度法制

化～） 

 

【融資】 

・（独）住宅金融支援機構による耐震改修工事融資（平成７年度～） 

耐震改修促進法に基づく耐震改修工事及び同等の耐震性能を向上させるための耐震改修工

事に必要な資金を貸し付ける制度。 

 

(３)目標の達成状況 

79%（平 20） 

 

 
 

 

(４)課題 

我が国の住宅の２１％、約 1,050 万戸は耐震性が不十分であり、うち木造戸建てが大部分であ

る。 

コスト、必要性の認識、業者等の信頼性が耐震化のボトルネックとなっている。また、地方公

共団体において耐震化の取組（耐震改修促進計画の作成、補助制度の導入など）が進められてい

るが、財政難等から補助を実施していない地方公共団体も存在する状況である。 
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(５)今後の取組の方向性等 

○ 住宅の耐震化の促進 

・地方公共団体における耐震改修促進計画の策定及び補助制度の整備 

・地方公共団体における普及啓発活動、技術者育成等の促進 

・地方公共団体が実施する取組みに対する支援 等 
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目標１：「良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継」 

「②共同住宅共用部分のユニバーサルデザイン化率」 

共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで車椅子・ベビーカーで通行可能な住宅ストックの比率

【10％(平 15)→25％(平 27)】 

 

(１)目標設定の考え方 

 高齢者・障害者・子供をはじめとする全ての居住者が安全・快適に住み続けられるよう、個人

の努力のみでは達成困難な共同住宅の共用部分のユニバーサルデザイン化（バリフリ化）につい

て、共同住宅ストック全体での目標を設定。 
 

 

(２)主な施策の概要 

 バリアフリー法に基づき、共同住宅については建築物移動等円滑化基準への適合努力義務が課

されており、地方公共団体による建築確認の際の指導等、規制の的確な運用等を中心に実施。 

 

【法制度】  

  ・バリアフリー法に基づく規制（バリアフリー法に基づく建築物移動等円滑化基準に適合した

共同住宅を普及促進）  

・高齢者住まい法の高齢者円滑入居賃貸住宅登録制度、高齢者向け優良賃貸住宅認定制度 

・公営住宅整備基準（平成３年度より新たに整備される公営住宅についてバリアフリーを標準

仕様化） 

 

【補助】  

・高齢者等居住安定化推進事業 

高齢者、障害者又は子育て世帯の生活を支援する施設を公的賃貸住宅と一体的に整備する

事業並びに先導的な住宅に関する技術・システム等の導入や生活支援サービス、介護サービ

ス、子育て支援サービス等が効率的・効果的に提供される住まいづくりやまちづくりに関す

る事業について、その費用の一部を補助し支援。 

（平成 22 年度～、 平成 22 年度予算額：160 億円） 

 

【融資】 

  ・バリアフリー性能等に優れた住宅に対するフラット 35S の適用 

（平成 17 年度～） 

 

【税制】 

・高齢者向け優良賃貸住宅建設促進税制（平成 13 年度～）、バリアフリー改修促進税制（平成

19 年度～） 

 

(３)目標の達成状況 

16%（平 20） 
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(４)課題 

バリアフリー法に基づき、共同住宅については建築物移動等円滑化基準への適合努力義務が課

されており、こうした規制の的確な運用等を通じて、平成１５年度から平成２０年度のトレンド

としては、着実に上昇している。 

 

 
 

 (５)今後の取組の方向性等 

○バリアフリー法に基づく規制の的確な運用 

○民間事業者等によるバリアフリー化されたサービス付きの高齢者向け住宅の供給促進 

○公営住宅等のバリアフリー化の促進                  等 
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目標１：「良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継」 

「③ストックの省エネルギー対策率」 

①一定の省エネルギー対策（注１）を講じた住宅ストックの比率【18％(平 15)→40％(平 27)】
②新築住宅の省エネルギー対策に関する指標（注２）新築住宅における次世代省エネ基準 

（平成 11 年基準）達成率【32％(平 16)→50％(平 20)】 

（注１）一定の省エネルギー対策：全部又は一部の窓に二重サッシ又は複層ガラスを使用すること 

（注２）この指標は、京都議定書目標達成計画（平成 17 年 4 月 28 日閣議決定）において設定された指標と同じ

ものであり、京都議定書目標達成計画に変更があった場合には、この指標も同様に変更されたものとみ

なす。 

 

(１)目標設定の考え方 

 居住者の快適性確保と冷暖房コスト削減とともに、地球温暖化対策（ＣＯ２削減）の観点から

設定。地球社会全体に影響する外部性の高い事項（国際的にも約束）。 

 

(２)主な施策の概要 

省エネ化の進捗状況を踏まえつつ、補助、税制などの省エネリフォームに対する支援施策を中

心に実施。あわせて、講習会の開催による技術力向上支援等の市場環境整備を実施。 

【法制度】 

・省エネルギー法に基づく一定規模以上の住宅の新築・増改築の際の届出義務等 

（平成 15 年度～） 

 

【補助】 

・住宅エコポイント制度 

地球温暖化対策の推進及び経済の活性化を図ることを目的として、エコ住宅の新築やエコリ

フォーム対しポイント（多様な商品・サービスに交換可能なポイント）を発行する制度 

（平成 21 年度第 2 次補正予算～平成 22 年度補正予算額：2,442 億円（国土交通省、経済産

業省、環境省合計）） 

 ・住宅・建築物省ＣＯ２先導事業、住宅・建築物省エネ改修推進事業 

省ＣＯ２技術の普及啓発に寄与する住宅・建築物プロジェクト等に対して補助 

  （平成 20 年度～平成 22 年度予算額：330 億円の内数） 

 

【融資】 

・省エネ性能に優れた住宅に対するフラット３５Ｓ（優良住宅取得支援制度）の適用 

 フラット３５のうち、省エネルギー性能に配慮するなどの優良な住宅について、金利を引下

げ、優良住宅の供給を促進する制度。 

 

【税制】 

・省エネ改修促進税制（平成 20 年度～） 

 

【市場環境整備】 

・中小工務店等を対象とした講習会開催による技術力向上支援 

 

(３)目標の達成状況 

①21%（平 20）②39%（平 20） 
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(４)課題 

①一定の省エネルギー対策を講じた住宅ストックの比率 

一定の省エネルギー対策（全部又は一部の窓に二重サッシ又は複層ガラスを使用すること。）

を講じた住宅は全般的に進んでおらず、持ち家が約 838 万戸（27.6％）、借家が約 206 万戸

（11.6％）となっている。 

 

②新築住宅における次世代省エネ基準（平成１１年基準）達成率 
平成 20 年度の新築住宅の次世代省エネ基準適合率は、39％であり、平成 22 年度の目標値

（66％）までには更なる施策が必要である。 

 
 

(５)今後の取組の方向性等 

○ 省エネ性能の高い住宅供給の促進 

＜新築住宅＞ 

 ・省エネ基準への適合義務化や、より高いレベルの誘導水準・表示制度の導入及び支援策の展開 

 ・省エネ性能が高く住宅の長寿命化に資する長期優良住宅の普及促進 

＜既存住宅＞ 

 ・省エネ改修を促進する効果的な支援策の展開 

・中小工務店等を対象とした講習会開催による技術力向上支援 

＜共通＞ 

 ・低炭素社会に向けた住まいと住まい方に関する啓発・広報の強化（省エネ化と同時に実現する

快適性、健康等の間接的な便益の「見える化」等）   等 
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目標１：「良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継」 

「④リフォームの実施率（年間・対ストック総数）」 

リフォーム（注）実施戸数の住宅ストック戸数に対する割合 

【2.4％(平 11～15 平均)→5％(平 27）】 

（注）リフォーム：増改築、耐震工事及び高齢者等のための設備の工事 

(１)目標設定の考え方 

ストックの有効活用による質の向上と住宅の長寿命化の進捗状況を示す指標として設定。 
 

(２)主な施策の概要 

検査と保証が一体となった保険制度や住宅履歴制度の普及、消費者の相談体制の整備等により、

消費者が安心して、魅力あるリフォーム工事を行うことのできる市場環境整備を中心に支援施策

を実施。あわせて、税制、融資等を通じてリフォーム工事を行う者に係る負担を軽減。 

 

【補助】 

・住宅・建築物安全ストック形成事業 

耐震性の不十分な住宅の耐震改修等に対する地方公共団体の補助に対して国が助成（平成 21

年度～、平成 22 年度予算額：社会資本整備総合交付金 2.2 兆円の内数） 

・住宅エコポイント制度 

地球温暖化対策の推進及び経済の活性化を図ることを目的として、エコ住宅の新築やエコリ

フォームに対しポイント（多様な商品・サービスに交換可能なポイント）を発行する制度 

（平成 21 年度第 2次補正予算～平成 22 年度補正予算額：2,442 億円（国土交通省、経済産業省、

環境省合計））  

・既存住宅流通活性化等事業 

 既存住宅の流通の促進とリフォーム市場の整備を図るため、既存住宅の流通・リフォームと

併せて、インスペクション（建物検査）の実施、住宅履歴情報の蓄積、保険制度の活用を行う

場合に、その費用の一部を助成（平成 22 年度～、平成 22 年度予算額：330 億円の内数） 

 

【税制】 

 ・住宅の耐震改修促進税制（平成 18 年度～）、省エネ改修促進税制（平成 20 年度～）、バリア

フリー改修促進税制（平成 19 年度～）  

 

【融資】 

 ・（独）住宅金融支援機構による賃貸住宅リフォーム融資（昭和 50 年度～）、耐震改修工事融資

（平成７年度～）、高齢者返済特例制度を利用したバリアフリー工事（平成 13 年度～） 

 

【市場環境整備】 

 ・リフォーム時における検査と保証がセットになったリフォーム瑕疵保険の販売開始（平成 21

年度～）  

・マンションの大規模修繕時における検査と保証がセットになった大規模修繕瑕疵保険の販売

開始（平成 21 年度～）。 

 ・(財)住宅リフォーム・紛争処理支援センターにおけるリフォーム工事の見積り等に関する相

談体制の整備（平成 21 年度～）  

・消費者が各地の弁護士会で弁護士・建築士と無料で相談できる体制の整備（平成 21 年度～） 

 ・保険法人等によるリフォーム事業者の登録と保険加入実績の開示の促進（平成 22 年度～） 

 



 

 ４０

(３)目標の達成状況 

3.5%（平成 16～20 平均） 

 
(４)課題 

概ね順調に進捗しているが、諸外国と比較して依然低水準であり、また、新成長戦略（平成 22

年 6 月閣議決定）の目標である平成 32 年までのリフォーム市場規模倍増に向け、更なる取組みが

必要である。 

リフォーム工事の適正価格や適正な工事の水準に関する情報が不足しており、消費者の不安が

解消されていない状況である。また、共同住宅（持家）のリフォーム実施割合が戸建て（持家）

に比べて遅れており（共同住宅（持家）：1.0%、戸建て（持家）5.5%）、改修に際しての管理組合

の合意形成の難しさが指摘されている。 

 
【住宅投資に占める住宅リフォーム投資割合の国際比較】 

 

 
(５)今後の取組の方向性等 

○リフォームに対する消費者の不安の解消 

・取引時やリフォーム時における建物検査（インスペクション）と一体となった瑕疵担保責任保

険の活用や住宅履歴情報の蓄積の促進 

・リフォームを行う事業者に関する情報提供の促進や多様な業種が参画する市場環境の整備 

 ・リフォーム技術の開発・向上の促進、内装、設備、間取り等（インフィル）のリフォームに関

する普及啓発の促進 

○マンションのリフォームを円滑化する環境整備    等 



 

 ４１

目標１：「良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継」 

「⑤適正な修繕積立金を設定しているマンションの割合」 

25年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金額を設定している分譲マンション管理組合の割合

【20％（平 15）→50％（平 27）】 

 

(１)目標設定の考え方 

住宅ストックの１割以上を占める分譲マンションは、老朽化による周辺地域の居住環境への悪

影響等の外部性の観点から、適切な維持管理が必要。 

・分譲マンションは、共用部分を共同で維持管理することから、適切な維持管理には、長期間に

わたる修繕計画と、これに基づく修繕費用の積立が不可欠。 

・「長期修繕計画作成ガイドライン」では、長期修繕計画について、２５年以上（新築は３０年以

上）で定めることとしている。 
 

 

(２)主な施策の概要 

適正な長期修繕計画を策定しやすい市場環境整備を中心に支援施策を実施。 

 

【市場環境整備】 

・長期修繕計画を作成・見直しするための標準的な様式としての「長期修繕計画標準様式」と、

長期修繕計画の基本的な考え方と長期修繕計画標準様式を使用するための留意点を示した「長期

修繕計画作成ガイドライン及び同コメント」の普及、セミナー等を実施（平成 20 年度～） 

・管理組合の円滑な運営、適切な修繕の実施等を推進するためのマンション標準管理規約の普及

（昭和 57 年度～） 

 

 

(３)目標の達成状況 

37%（平 20 年度央） 

 

 
 

  



 

 ４２

(４)課題 

概ね順調に進捗しているが、全体の 36.6%に対して、昭和 44 年以前に建設した住宅は 8.8%、

昭和 44～49 年は 16.3%、昭和 49～54 年は 19.2%と、完成年次が古いほど２５年以上の長期修

繕計画に基づく修繕積立金額を設定している管理組合の割合は低くなっている。 

新規購入者がマンション購入時点で必要な修繕積立金の額がわかるような目安となるもの

がなく、また、今後老朽化したマンションストックは、年々増加すると見込まれているが、区

分所有者の高齢化の進行や、マンションの再生に係る費用負担、区分所有法に基づく要件の問

題等のため、改修・建替えが困難な現状となっている。 

 

 
(５)今後の取組の方向性等 

○管理不全マンションを生まないための、マンションストックの適正な管理の促進 

・マンションの修繕積立金の目安を示したガイドラインの作成・公表等による適切な長期修繕計

画及び修繕積立金の策定・設定の推進 

・管理組合の理事会の権限の明確化等により機動的な組合運営を確保するための標準管理規約の

改訂や、多様なマンション形態に対応した新たなマンション管理の枠組みづくりの推進など

管理に関するルールの見直し 

・マンション管理・再生に関する相談体制の整備等の促進（NPO 法人等との連携） 

・マンションの管理に関する履歴情報等の適切な管理・開示の推進 

・管理組合が機能していない管理不全マンションの実態の把握、行政の関与を含めた対策の推進 

○今後急増する老朽マンションの改修・建替えの促進 

 ・老朽化したマンションについて、改修・建替えに対する支援や、改修・建替えの円滑化に向け

た法制度等の課題の改善 

・都市再生の推進や老朽建築物の建替えを促進する観点から、これらに資する容積率の緩和及び

マンション建替え円滑化法の要件の緩和等          等                   

                       

 

 

 

 



 

 ４３

目標２：「良好な居住環境の形成」 

「⑥重点密集市街地の整備率」 

地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街地のうち 

大規模火災に対する最低限の安全性が確保される市街地の割合 

【約 8,000ha のうち、0％(平 14)→おおむね 100％(平 23)】 

 

(１)目標設定の考え方 

 住宅市街地の基礎的安全性の確保の観点から、大規模地震等による市街地大火を想定した密集

市街地対策の目標として設定。 
 

(２)主な施策の概要 

道路・公園の整備、面的整備事業に加え、狭あい道路整備、耐震改修、避難経路の確保等きめ

細かな整備を実施。 

 

【補助】 

・住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型） 

老朽住宅の除却・建替え、地区施設等の整備費等に対する補助 

（平成 16 年度～、平成 22 予算額：社会資本整備総合交付金 2.2 兆円の内数） 

 

【税制】 

・防災街区整備事業の防災施設建築物に該当する家屋に係る固定資産税の減額措置（平成 16 年

度～） 

・密集市街地における認定建替計画に係る課税の特例（平成 19 年度～） 

 

 

(３)目標の達成状況 

約 38%（平 21 年度末） 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 ４４

(４)課題 

最低限の安全性が確保されていない密集市街地は、依然として全国に約 5,000ha 存在。前面道

路幅員が狭いことにより接道条件を満たさないことから建替えが進まない、整備基準（最低限の

安全性が確保されているか否かの判断基準）が地域の様々な状況に応じた対策が反映されにくい

ものとなっている等の課題が存在している。 

 

 

【密集住宅市街地の現状と整備の見直し(全国)平成２１年度】 

 
※平成２１年度「重点密集市街地の現状把握等について」アンケートによる 

 

(５)今後の取組の方向性等 

○ 密集市街地の整備の促進 

・ 地震時の安全性を効果的に確保するための、延焼・倒壊の危険性の高い老朽建築物の建替え、

除却等の促進 

・ 対象地区の見直し（避難経路の確保や、消防環境等の地域特性を踏まえた選定を地方公共団

体が行うことができる手法の導入等）による事業の重点化の促進 

・ 敷地が接する道路幅員等に係る建築基準法上の現行の緩和措置について、地方公共団体の積

極的な活用による老朽建築物の建替え促進    等                         

 

 

  



 

 ４５

目標２：「良好な居住環境の形成」 

「⑦地震時に危険な大規模盛土造成地の箇所数」 

①地震時において滑動崩落による重大な被害の可能性のある大規模盛土造成地 

【約 1,000 箇所(平 17)→約 500 箇所(平 27)】 

 

(１)目標設定の考え方 

新潟県中越地震の教訓を踏まえ、宅地の耐震化の観点から設定。 

 

(２)主な施策の概要 

○宅地耐震化推進事業（平成１８年～） 

   大地震等が発生した場合に大きな被害が生ずるおそれのある大規模盛土造成地における変動

予測調査及び滑動崩落防止工事に要する費用に対して支援 

 

(３)目標の達成状況 

約 20 箇所で対策工事実施（平 21 年度） 

 

(４)課題 

本成果指標については、当初の想定以上に箇所特定調査に時間とコストがかかっており、成果

指標としての継続的な進行管理が困難である。 

造成地の安全性を確保するための耐震化工事の実績は約２０箇所と低水準である。また、地震

時に危険な大規模盛土造成地の被害軽減のため、宅地ハザードマップを作成・公表し、住民に対

して情報提供した地方公共団体の割合も７自治体と低水準である。 

 
 

(５)今後の取組の方向性等 

○ 現行指標に代えて、現行の社会資本整備重点計画に定める指標を引用して、宅地ハザードマ

ップの作成・公表・提供を実施する地方公共団体の割合を指標として設定する方向で検討 

○ 宅地ハザードマップの作成に資するガイドラインの充実等、地方公共団体への支援 等 

  



 

 ４６

目標３：「国民の多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備」 

「⑧住宅性能表示の実施率（新築）」 

新築住宅における住宅性能表示の実施率【16％(平 17）→50％（平 22）】 

(１)目標設定の考え方 

  住宅を安心して選択できるための住宅の質に関する情報の提供状況を示す指標として設定。 

 供給者と購入希望者の情報の非対称解消に寄与し、健全な市場形成と流通の円滑化の観点から

重要。 

 

(２)主な施策の概要 

住宅性能表示制度の普及啓発等の市場環境整備等を中心に実施。 

【法制度】 

・住宅の品質確保の促進等に関する法律 

 

【市場環境整備】 

・インターネットやパンフレット等の各種媒体による制度のＰＲ、地方公共団体等の各種団体が

行う普及活動への支援等 

・住宅性能表示を受けた住宅に対する地震保険料の軽減、住宅性能評価に係る申請手続きの簡素

化 

 

(３)目標の達成状況 

19%（平 20 年度末） 

 
(４)課題 

○住宅の利用関係別に分析すると、戸建て住宅では、平成17年度末11.7%から平成21年度末19.9%

と、徐々に実施率が高まってきているものの、依然として低水準であるほか、近年の経済情勢

等を反映して平成19年度末26.2%から平成21年度末18.4%と共同住宅において実施率が減少。 

○特に中小事業者に住宅性能評価を受けることの負担感が見られるほか、消費者側では、住宅性

能評価制度の認知度が高くないこと、手数料（戸建て：約 10 万円、共同住宅：戸当たり３～

４万円）を払ってまで評価を受けるメリットが感じられないことなどが理由と考えられる。 

 
(５)今後の取組の方向性等 

○ 住宅性能表示基準のうち、必須項目の一部を任意項目とするなど、活用が促進されるための

基準の見直し 

○ 住宅性能表示制度の意義やメリット等について、消費者・事業者に対する啓発・広報の促進       

○ 中小事業者が円滑に住宅性能評価を受けるようにするための技術的支援    等  



 

 ４７

目標３：「国民の多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備」 

「⑨既存住宅の流通シェア」 

既存住宅の流通戸数の新築を含めた全流通戸数に対する割合 

【13％(平 15）→23％（平 27）】 

 

(１)目標設定の考え方 

ストックの有効活用による住宅の長寿命化の進捗状況を示す指標として設定。 
 

(２)主な施策の概要 

検査と保証が一体となった保険制度や住宅履歴制度の普及、消費者の相談体制の整備等により、

消費者が安心して、魅力ある既存住宅を取得できる市場環境整備を中心に支援施策を実施。あわ

せて税制、融資等を通じて既存住宅取得に係る負担を軽減。 

 

【補助】 

 ・既存住宅流通活性化等事業 

既存住宅の流通の促進とリフォーム市場の整備を図るため、既存住宅の流通・リフォームと

併せて、インスペクション（建物検査）の実施、住宅履歴情報の蓄積、保険制度の活用を行

う場合に、その費用の一部を助成（平成 22 年度～、平成 22 年度予算額：330 億円の内数） 

 

【税制】 

・耐震性を満たす既存住宅に対する住宅ローン減税の適用（平成 17 年度～）、住宅用家屋の保

存登記等に係る登録免許税の軽減（昭和 27 年度～）、既存住宅に係る不動産取得税の課税標

準の特例（昭和 55 年度～）及び税率の特例（昭和 56 年度～）、住宅取得等資金に係る贈与税

の非課税措置（平成 21 年度～） 

 

【融資】 

・省エネ性又はバリアフリー性に優れた既存住宅に対するフラット35Sの適用（平成19年度～） 

 

【市場環境整備】 

・住宅性能表示制度（平成 12 年度～）の普及促進、住宅履歴情報の蓄積・保管体制の整備に対

する支援（平成 19 年度～） 

・既存住宅の売買時における検査と保証がセットになった既存住宅売買かし保険の販売開始（平

成 21 年度～） 

・国土交通省土地・水資源局のホームページを通じての不動産取引価格情報の提供（平成 20 年

度～）  

 

(３)目標の達成状況 

13.5%（平 20 年） 

 



 

 ４８

(４)課題 

消費者の新築志向、価格の妥当性・リフォーム費用・隠れた瑕疵・住宅の性能・品質に関す

る不安等により、既存住宅の流通シェアの伸びは鈍く、欧米諸国と比較しても依然として低い

状況である。 

住宅一次取得者層の購買力が低下（平成 15 年：30～34 歳男性 462 万円、35～39 歳男性 557.6

万円→平成 20 年：30～34 歳男性 453.3 万円、35～39 歳男性 529.6 万円）しており、新築より

購入しやすい既存住宅に対するニーズは高まっている。 

新成長戦略（平成 22 年 6 月閣議決定）において、平成 32 年までに中古住宅流通市場の規模

を倍増することとしている。 

 

 
(５)今後の取組の方向性等 

○ 既存住宅の購入に当たっての消費者の不安の解消 

・既存住宅の取引時における、住宅関連事業者による住宅の品質、性能等に関するインターネ

ット等の利用を含めた情報提供や住宅関連事業者等に関するわかりやすく適切な情報提供の促

進 

・取引時やリフォーム時における建物検査（インスペクション）と一体となった瑕疵担保責任

保険の活用や住宅履歴情報の蓄積の促進 

・既存住宅の管理状況等を考慮した合理的な価格査定に関する情報提供 

○ 住宅購入者等が専門的・中立的な立場から助言を受けられるための環境整備  等 
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目標３：「国民の多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備」 

「⑩住宅の利活用期間」 

①滅失住宅の平均築後年数【約 30 年(平 15）→約 40 年（平 27）】 
②住宅の滅失率（５年間に滅失した住宅戸数の住宅ストック戸数に対する割合） 

【約 8%(平 10～15)→約 7%(平 22～27)】 

 

(１)目標設定の考え方 

ストックの有効活用の状況を示す指標として設定。 
 

(２)主な施策の概要 

長期にわたり利活用可能な長期優良住宅の供給による良質なストックの増大。 

 

【税制】  

・長期優良住宅に係る税制特例（平成 21 年度～） 

 

【融資】 

 ・長期優良住宅等に対するフラット 35S の適用（平成 21 年度～） 

 

【市場環境整備】 

・長期優良住宅に係る申請手続きの簡素化 

 

(３)目標の達成状況 

① 約 27 年（平 20 年度央） 

② 約 7%（平 15 年度央～20 年度央） 

  
①滅失住宅の平均築後年数 

 
 
②住宅の滅失率（５年間に滅失した住宅戸数の住宅ストック戸数に対する割合） 
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(４)課題 

住宅の利活用期間を構成する２つの業績指標のうち、「滅失住宅の平均築後年数」は、平成１５

年の３０年から２７年となり、目標値の達成に向けたトレンドを下回っているが、もう一方の指標

「住宅の滅失率」は、平成１５年の８．０％から６．９％となり、目標値の達成に向けたトレンド

を上回っている。 

滅失住宅の平均築後年数については、建て方別内訳を見ると、戸建住宅はほとんど変化が見られ

ないが、共同住宅（非木造）が 24.1 年から 20.8 年と大きく低下。 

住宅の滅失率については、順調に低下しているものの、諸外国と比較して依然として大きい（米：

2.5％、英：0.8％） 

 

 

 
  ※実績（累計） 144,760 戸 （Ｈ23.1 末現在）  

（資料）住宅着工統計、長期優良住宅の普及の促進に関する      

長期優良住宅の建築等計画の認定状況について（国土交通省） 

(５)今後の取組の方向性等 

○良質な住宅ストックの形成の促進 

 ・ 共同住宅に係る長期優良住宅の認定基準の見直し等、長期優良住宅の普及促進 

 ・ よい住宅をつくり、きちんと手入れをし、長く大切に使う国民意識の醸成及び住教育の推進 

○既存住宅流通・リフォーム市場の整備                等 

(戸) 
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目標３：「国民の多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備」 

「⑪子育て世帯の誘導居住面積水準達成率」 

子育て世帯（注）における誘導居住面積水準達成率 
①全国【42％(平 15)→50％(平 22)】、②大都市圏【37％(平 15)→50％(平 27)】 

（注）子育て世帯：構成員に 18 歳未満の者が含まれる世帯 

(１)目標設定の考え方 

①住生活の豊かさ（住宅に対する満足度）を示す基本的なアウトカム指標であるが、世帯全体で

は、八期五計水準・新水準案ともに約半数が達成しており、一般的には市場における選択での

向上を期待。 

②ただし、子育て世帯については、未だ達成率が低く、政策上も重要なことから、目標を設定。 

 ※対象とする子供の年齢は、面積確保が重要と考えられる 18 歳未満とする。 

③なお、特に達成率が低い大都市圏についての目標も設定する。（大都市圏での住宅・住宅地供給

の促進施策のアウトカム指標として位置付け。） 
 

(２)主な施策の概要 

購買力の低下している子育て世帯が無理のない負担で持家への住み替えができるよう、既存住

宅流通市場の環境整備を中心に支援施策を実施。合わせて、高齢者が有する比較的広い住宅を子

育て世帯等の賃貸住宅として活用するための住替え支援等を実施。 

 

【補助】 

・市街地再開発事業等による、子育て支援施設の整備等に対する助成。 

（平成 11 年度～、平成 22 年度予算額：交付金の内数） 

 ・優良建築物等整備事業による、託児スペースの設置、防犯対策等に対する助成 

（平成 11 年度～、平成 22 年度予算額：交付金の内数） 

・地域優良賃貸住宅制度による、高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地域における居住の

安定に特に配慮が必要な世帯の居住に供する居住環境が良好な賃貸住宅の整備費等に対する

支援。 

（平成 19 年度～、平成 22 年度予算額： 152 億円の内数及び交付金の内数） 

 

【税制・融資】 

・住宅ローン減税（昭和 47 年度～）、フラット 35 等による持家取得促進策 

 ・既存住宅の流通促進 

 

【市場環境整備】 

・高齢者の所有する戸建て住宅等を、広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを円

滑化する住替え支援制度（平成 18 年度～）  

 

(３)目標の達成状況 

①全国：40.4%（平 20 年度央） 

②大都市圏：35.5%（平 20 年度央） 

①全国 

 
 

 



 

 ５２

②大都市圏 

 
(４)課題 

厳しい雇用・経済情勢等を反映して、全国、大都市圏とも平成 15 年値を下回っており、トレン

ドをみると目標年度に目標を達成することは困難。子育て世帯のうち、持ち家は 52.9%の世帯が

誘導居住面積水準達成しているものの、民営借家では 14.5%と達成率が低い。 

住宅一次取得者層の購買力が低下（平成 15 年：30～34 歳男性 462 万円、35～39 歳男性 557.6

万円→平成 20 年：30～34 歳男性 453.3 万円、35～39 歳男性 529.6 万円）しており、既存住宅に

対するニーズが高まっている状況。 

 
 

(５)今後の取組の方向性等 

○ 無理のない負担で居住ニーズに応じた持家・借家が確保できるような市場環境の整備 

・ 新築住宅・既存住宅の取得に際しての負担軽減を図る税制・金融上の措置 

・ 子育て世代等の既存住宅に対する関心の高まりを踏まえた、既存住宅流通市場の環境整備 

・ 良質な賃貸住宅が供給されるための地域優良賃貸住宅制度の活用促進や定期借家制度の普及 

促進 

・ 再起支援型借上げ制度（住宅ローン返済困難者の住宅の借上げ・住み替えにより得られる家賃

収入によるローン返済等支援）の活用促進 

○ 居住ニーズのミスマッチの解消 

・ 高齢者が有する比較的広い住宅を、子育て世帯等の賃貸住宅として活用することを促進する、

住替え支援制度の活用促進 

・ 空き家の再生、除却、情報提供等の促進                 等
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目標４：「住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保」 

「⑫最低居住面積水準未満率」 

【早期に解消】 

 

(１)目標設定の考え方 

＜最低居住面積水準未満率＞ 

① セーフティネット機能により達成すべき「最低水準」として、全世帯での達成を目指す。 

② ただし、具体的な施策は主として低額所得者等を対象として講じる。 

 

(２)主な施策の概要 

 公営住宅の活用や、既存住宅の取得の促進、公的賃貸住宅の活用等を行うとともに、住替え促

進等の市場環境整備を実施。 

 

【補助】 

・低額所得者等に対する公平・的確な公営住宅の供給の促進 

（昭和 26 年度～、平成 22 年度予算額：152 億円の内数及び交付金の内数）   

・地域優良賃貸住宅制度 

高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地域における居住の安定に特に配慮が必要な世帯の

居住に供する居住環境が良好な賃貸住宅の整備費等に対して助成。 

（平成 19 年度～、平成 22 年度予算額： 152 億円の内数及び交付金の内数）  

・（独）都市再生機構の民間供給支援型賃貸住宅制度 

都心居住の推進、良質な賃貸住宅の供給を促進するため、（独）都市再生機構が整備した敷地

を定期借地すること等により、民間事業者がファミリー向けを中心とした賃貸住宅を建設・供

給する制度。 

（平成 14 年度～） 

・（独）都市再生機構の賃貸住宅における居住の安定のための出資金制度を活用し、都市再生機構

の賃貸住宅のストック再編に伴う家賃の上昇が、低所得の入居者の居住の安定に影響を与えな

いよう低所得の入居者の家賃負担の増加を抑制  

 

【市場環境の整備】 

・高齢者居住支援センターによる家賃債務保証制度 

高齢者円滑入居賃貸住宅に入居する高齢者世帯、障害者の入居を拒まない賃貸住宅に入居す

る障害者世帯等に対して家賃債務保証を行い、高齢者、障害者等の民間賃貸住宅への入居を円

滑化し、居住の安定を確保する。 

（平成 13 年度～）  

 

(３)目標の達成状況 

4.3%（平 20 年度央）※ 

※住生活基本計画上の最低居住面積水準による。ただし、単身者にあっては、平成 20 年住宅・土地統計調査での

最低居住面積水準の単純適用未満世帯数と八期五計居住水準未満世帯数（ただし中高年も一般の値で判定）を算

出し、平成 20 年住生活総合調査で得た継続居住率と非継続居住率をそれぞれ乗ずることにより、合計の最低居

住面積水準未満世帯数を算出した。 
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(４)課題 

 全体指標としては若干の低下を見せているが、依然、最低居住面積水準未満率(以下「未満率」)

世帯全体に対する民間借家の割合は 73.7％を占め、特に民間借家に住む２人以上世帯の未満率が

増加している。また、持ち家の最低居住未満率は 0.6％（最低居住面積水準未満率世帯全体に対

する持ち家の割合は 9.0%）とほぼ解消しつつある。 

 
 
(５)今後の取組の方向性等 

○高齢者の所有する比較的広い住宅への住替えを支援する住替え支援制度の普及促進 

○住宅確保要配慮者に対する家賃債務保証の促進や、居住支援協議会における情報提供等の活

動を促進 

○公営住宅、地域優良賃貸住宅、 ＵＲ賃貸住宅等の公的賃貸住宅の活用  等
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目標４：「住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保」 

⑬高齢者のいる住宅のバリアフリー化率 

高齢者（６５歳以上の者）の居住する住宅のバリアフリー化率 

①一定のバリアフリー化（注１）【29％(平 15)→75％(平 27)】 
②高度のバリアフリー化（注２）【6.7％(平 15)→25％(平 27)】 

（注１）一定のバリアフリー化：２箇所以上の手すり設置又は屋内の段差解消に該当 

（注２）高度のバリアフリー化：２箇所以上の手すり設置、屋内の段差解消及び車椅子で通行可能な廊下幅のい

ずれにも該当 

 

(１)目標設定の考え方 

＜高齢者の居住する住宅ストック＞ 

高齢者の安全・安心確保の達成状況を示す指標。（社会全体としての介護コストの低減にも寄与。） 

①一定対応：自立生活を前提に、「円滑・安全な移動」を可能とする基礎的水準として、 「手す

り設置（2箇所以上）」又は「段差のない屋内」を満たす住宅。 

②３点セット（高度対応）：介助が必要な状況を想定し、「円滑・安全な移動」＋「介助の容易性」

の観点から、「手すり設置（２箇所以上）」「段差のない屋内」「車椅子が通行可能な廊下等の幅」

のすべてを満たす住宅。 
 

(２)主な施策の概要 

高齢者住まい法による高齢者円滑入居賃貸住宅、高齢者向け優良賃貸住宅の活用や、バリア

フリーリフォームに対して、税制、融資等による支援を実施。 

 

【法制】 

・高齢者住まい法の高齢者円滑入居賃貸住宅登録制度、高齢者向け優良賃貸住宅認定制度 

・公営住宅整備基準（平成３年度より新たに整備される公営住宅についてバリアフリーを標準

仕様化） 

 

【補助】 

・高齢者等居住安定化推進事業 

高齢者、障害者又は子育て世帯の生活を支援する施設を公的賃貸住宅と一体的に整備する事

業並びに先導的な住宅に関する技術・システム等の導入や生活支援サービス、介護サービス、

子育て支援サービス等が効率的・効果的に提供される住まいづくりやまちづくりに関する事

業について、その費用の一部を補助し支援 

（平成 22 年度～、 平成 22 年度予算額：160 億円） 

 

【融資】 

・バリアフリー性能等に優れた住宅に対するフラット３５Ｓ（優良住宅取得支援制度）の適用 

 フラット３５のうち、バリアフリー性能に配慮するなどの優良な住宅について、金利を引下

げ、優良住宅の供給を促進する制度。 

（平成 17 年度～） 

 

【税制】 

・高齢者向け優良賃貸住宅建設促進税制（平成 13 年度～）、バリアフリー改修促進税制（平成

19 年度～） 
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(３)目標の達成状況 

①一定のバリアフリー化 36.9%（平 20 年度央） 

②高度のバリアフリー化 9.5%（平 20 年度央）※ 

※廊下幅に係る補正（2箇所以上の手すり設置かつ屋内の段差解消のうちの、48.6%（平成 13 年度既存ストック住

宅性能水準調査による）は、車椅子で通行可能な廊下幅を有するものとする補正）を行った値。補正前は 7.6%

となる。 

①一定のバリアフリー化 

 
②高度のバリアフリー化 

 
(４)課題 

高齢者の居住する住宅（約 1800 万戸（持家約 1517 万戸、借家約 293 万戸））のうち、バリアフ

リー化された住宅は、「一定」で約 671 万戸、「高度」で約 173 万戸と依然として低水準。本格的

な少子高齢化を背景としてバリアフリー化に対する高齢者のニーズは高いものの、借家で進捗が

悪いほか、築年数の高いものが特に進んでいない状況である。 

 
 

(５)今後の取組の方向性等 

○住宅のバリアフリー改修を促進する税制・金融上の措置やバリアフリー化の意義等の普及啓

発による、既存ストックのバリアフリー化の促進 

○バリアフリー化された公的賃貸住宅等の供給促進    等 
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３．各目標の達成状況等の評価（総括） 
 
 各成果指標毎の評価及び社会経済情勢の変化等を踏まえ、各目標の達成状況を評価・総括する。 
 

 
（目標１）良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継 

 ① 住宅の品質又は性能の維持及び向上 

   住宅の安全性、耐久性、快適性、エネルギーの使用の効率性その他の住宅の品質又は

性能に関し、住宅性能水準に基づき、その維持及び向上を図り、現在及び将来の国民の

住生活の基盤となる良質な住宅ストックの形成を目指す。 

 ② 住宅の合理的で適正な管理等 

   住宅の合理的で適正な管理等を通じ、良質な住宅ストックを将来世代へ承継すること

を目指す。 
 

 

① 住宅の品質又は性能の維持及び向上 
成果指標では、基礎的な安全性の確保（耐震性）、ユニバーサルデザイン化の推進、環境問

題への対応（住宅の省エネ化）を図る指標が掲げられている。 
住宅の耐震性については、耐震性の不十分な住宅の耐震改修、除却に対する支援等を通じて

進んでいるものの、依然として我が国の住宅（約 4,950 万戸）の 21％に当たる 1,050 万戸が耐

震性不十分であり、地方公共団体における耐震改修促進計画の策定及び補助制度の整備等の対

策が必要である。 
ユニバーサルデザイン化については、バリアフリー法に基づく規制の的確な運用等を通じて

順調に推移している。 
住宅の省エネ化については、省エネ改修促進税制や住宅エコポイント等を通じて進んでいる

ものの、依然として省エネ性能を満たさない住宅が多く存在している。我が国は、国連気候変

動首脳会合（平成 21 年９月 22 日）において 2020 年までに 1990 年比でＣＯ２排出量を 25％削

減することを表明したが、家庭部門（住宅）の CO２排出量は 1990 年比で＋34.7％（2008 年度）

と大幅に増加しており、省エネ対策の強化が最も求められている部門の一つとなっていること

からも、低炭素社会に向けた住まいと住まい方の提案など一層の対策が必要である。 
 新たな取組として、住宅ストックを長期にわたり有効に活用すること等を目的として、平成

21 年６月に「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」が施行されたところである。以降、平

成 22 年末には長期優良住宅の認定戸数は約 14 万戸となり、特に戸建てについては新築住宅の

約２割を占めるなど着実に普及している。一方で共同住宅は約１％に留まっており、認定基準

の見直しなど、その普及促進に向けた対策が必要である。 

 

②  住宅の合理的で適正な管理等 

 成果指標では、住宅を長く大切に使う社会の実現を図るものとして、リフォームの実施状況

とマンション管理に係る指標が掲げられている。いずれの指標も概ね順調に進んでいる。 

 リフォームについては、住宅投資に占める住宅リフォーム投資割合を見ると依然諸外国と比

較して低水準であり、また、新成長戦略（平成 22 年６月 18 日閣議決定）において平成 32 年ま

でにリフォーム市場の規模を倍増する目標が掲げられたところである。また、リフォーム市場

は、リフォーム事業者に関する情報不足など、消費者の不安を解消するには不十分な状況にあ

ることから、これらを解消するための市場整備等の取組が一層求められている。 
マンションについては、今後、建築後相当の年数を経たマンションが増加することから、そ

の適正な管理と再生は喫緊の課題となっている。 
 

 

 



 

 ５８

 

 総括すると、「良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継」については、順調に進ん

でいるものの、依然耐震性能を満たさないストックが多く存在、老朽マンションの増加等の課

題があり、引き続き、住宅の耐震化、マンション管理の適正化、省エネ化、リフォームの促進

等の取組を推進する必要がある。 

 

 なお、成果指標については、良質な住宅ストックの形成を図る指標として、新たな取組であ

る長期優良住宅の普及促進を図る指標、安心してリフォームを実施できる市場環境の整備を図

る指標、省エネ性能やマンションストックの管理・再生の状況をさらに精緻に図る指標等が必

要である。 
  



 

 ５９

 

（目標２）良好な居住環境の形成 

  安全・安心、美しさ・豊かさその他の地域における居住環境に関し、居住環境水準に基

づき、その維持及び向上を図り、地域の自然、歴史、文化その他の特性に応じて、住民が誇

りと愛着を持つことのできる居住環境の形成を目指しているものである。 

 

 

成果指標では、基礎的な安全性の確保（最低限の安全性が確保されていない密集市街地

の解消、地震時において活動崩落による重大な被害の可能性のある大規模盛土造成地の減

少）を図る指標が掲げられている。 
最低限の安全性が確保されていない密集市街地については、住宅市街地総合整備事業に

よる老朽住宅の除却・建替え等を通じてその解消を図ってきたものの、依然として全国に

約 5,000ha 存在しており、避難経路の確保等きめ細かな整備等の対策が必要である。 
地震時において活動崩落による重大な被害の可能性のある大規模盛土造成地について

は、宅地耐震化推進事業による活動崩落防止工事に要する費用に対する支援等を通じて対

策を進めてきたものの、対策工事の実施箇所が約 20 箇所に留まっている。 
また、我が国の都市の景観は、平成 16 年に制定された景観法に基づき、様々な対策を講

じてきたものの、依然として欧州の都市と比較して統一性等の面で不十分であり、街並み・

景観に対する意識の広がりに的確に対応していくことが求められている。 

 

総括すると、「良好な居住環境の形成」については概ね順調に進んでいるが、依然とし

て最低限の安全性が確保されていない密集市街地の存在などの課題があり、密集市街地の

きめ細かな整備等の取組を推進する必要がある。 

 

なお、「地震時において活動崩落による重大な被害の可能性のある大規模盛土造成地」

の成果指標については、箇所特定調査に時間とコストがかかっており、成果指標としての

継続的な進行管理が困難であることから、これに代えて、現行の社会資本整備重点計画に

定める指標を引用して設定する必要がある。また、景観対策の進捗状況を図る指標がない

ことから、これについても新たに位置づけることが必要である。 
  



 

 ６０

 

（目標３）多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備 

国民一人一人が、それぞれの価値観、ライフスタイルやライフステージに応じた住宅を、無

理のない負担で安心して選択できる住宅市場の実現を目指す。 

特に、良質な既存住宅の資産価値が適正に評価され、その流通が円滑に行われるとともに、

国民の居住ニーズと住宅ストックのミスマッチが解消される住宅市場の実現を目指す。 

この結果、良質な住宅ストックの形成と相まって、ライフスタイルや世帯人数等に応じた国

民の多様な居住ニーズが適切に実現されることを目指す。その際、世帯人数に応じた住戸規

模に関して参考となる水準は別紙３に示すとおりである。 

 

 

成果指標では、住宅選択時の安心の確保（新築住宅における住宅性能表示の実施率）、

循環型市場の形成（既存住宅の流通シェア、住宅の利活用期間）、居住ニーズと住宅スト

ックのミスマッチの解消（子育て世帯にける誘導居住面積水準達成率）を図る指標を掲げ

ている。 
新築住宅の住宅性能表示については、インターネットやパンフレット等を通じた普及啓

発等の対策を講じてきたが、消費者がメリットを感じていない、中小工務店の負担感が大

きいなどの理由からその普及が進んでおらず、住宅性能表示制度に係る手続きの合理化な

ど一層の対策が必要である。 

既存住宅流通シェアについては、欧米諸国と比較して依然として低水準である。非正規

雇用率と失業率が近年上昇傾向にあること等を背景に、住宅一次取得者層である３０歳代

の平均年収、金融資産が近年特に大きく減少する中、既存住宅に対するニーズが高まって

いるが、既存住宅流通市場は、住宅の性能等に関する情報不足など、消費者の不安を解消

するには不十分な状況にある。さらに、新成長戦略（平成 22 年６月 18 日閣議決定）にお

いて平成 32 年までに既存住宅市場の規模を倍増する目標が掲げられたことからも、こうし

た課題を解消し、既存住宅が円滑に活用される市場整備等が急務である。 
住宅の利活用期間（滅失住宅の平均築後年数、住宅の滅失率）については、滅失率は概

ね順調に推移したが平均築後年数は短くなっている。 

子育て世帯における誘導居住面積水準達成率については、高齢者が有する比較的広い住

宅を子育て世帯等の賃貸住宅として活用することを促進する住替え支援等の対策を講じて

きたものの、厳しい経済情勢等を反映して全国・大都市圏ともに低下している。住宅の「量

から質」、さらには「暮らし方」（例えば、子育て世代が共働きしながら、あるいは母親

が地域において孤立せずに子育て支援のサービスを享受できること等）に対するニーズが

高まっており、こうしたニーズに的確に対応していく必要がある。 
 
総括すると、「多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備」については、

既存住宅流通市場に関する情報不足等による消費者の不安を解消するための市場整備等の

推進、住宅性能表示制度に係る手続きの合理化、子育て世帯等の居住ニーズに応じた住宅

の確保などの取組を一層推進する必要がある。 
  



 

 ６１

 

 （目標４）住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

 低額所得者、被災者、高齢者、子どもを育成する家庭等の居住の安定が確保されるよう、

公的賃貸住宅のみならず民間賃貸住宅も含めた住宅セーフティネットの機能向上を目指す。

 この結果、これらの世帯を含む全ての世帯が、世帯人数及びその特性に応じて、健康で文

化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住戸規模等を備えた住宅を確保できることを目

指す。 

 

 

成果指標では、居住の安定の確保（最低居住面積水準未満率）、高齢者等への配慮（高

齢者の居住する住宅のバリアフリー化率）に係る指標を設定している。 
最低居住面積水準未満率については、公的賃貸住宅の活用、住替え支援等を通じて 4.6％

から 4.3％まで低下しているものの、未だ解消には至っておらず、一層の対策が必要である。 

高齢者（65 才以上の者）の居住する住宅のバリアフリー化率については、バリアフリー

リフォームの促進等を通じて進んでいるものの、未だ低水準である。 
また、住宅を取り巻く状況を見ると、人口規模の大きい団塊の世代等が高齢化し、単身

又は夫婦のみの高齢者世帯が大幅に増加する中で、高齢者が安心して暮らせる住まいと生

活に係る福祉サービス等の一体的な供給が要請されており、サービス付きの高齢者向け住

宅の供給促進など、高齢者が安心して暮らすことができるサービスが地域において提供さ

れる環境整備を図っていく必要がある。 
 

総括すると、「住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保」については、高

齢者のいる住宅のバリアフリー化が依然低水準等の課題があり、住宅セーフティネットの

更なる充実を図る必要がある。 
また、単身又は夫婦のみの高齢者世帯の大幅な増加等を踏まえ、サービス付き高齢者住

宅の供給促進等、高齢者が安心して暮らすことができるサービスが地域において提供され

る環境整備を図っていく必要がある。 

 

 なお、成果指標については、高齢者の安定した住まいを確保することを図る指標の設定

が必要である。   
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